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規 則 

 

地 方 公 営 企 業 法 第 三 十 九 条 第 二 項 の 規 定 に 基 づ き 知 事 が 定 め る 職 に 関 す る 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則 を こ こ に

公 布 し ま す 。  

令 和 五 年 三 月 三 十 一 日  

三  重  県 知  事   一   見   勝   之  

三 重 県 規 則 第 三 十 三 号  

地 方 公 営 企 業 法 第 三 十 九 条 第 二 項 の 規 定 に 基 づ き 知 事 が 定 め る 職 に 関 す る 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則  

地 方 公 営 企 業 法 第 三 十 九 条 第 二 項 の 規 定 に 基 づ き 知 事 が 定 め る 職 に 関 す る 規 則 （ 昭 和 四 十 二 年 三 重 県 規 則 第 四

号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。  

次 の 表 の 改 正 前 欄 に 掲 げ る 規 定 を 同 表 の 改 正 後 欄 に 掲 げ る 規 定 に 傍 線 で 示 す よ う に 改 正 す る 。  

改   正   後  改   正   前  

 （ 三 重 県 企 業 庁 ）   （ 三 重 県 企 業 庁 ）  

第 一 条  三 重 県 企 業 庁 職 員 の う ち 、 地 方 公 営 企 業 法 （ 昭

和 二 十 七 年 法 律 第 二 百 九 十 二 号 ） 第 三 十 九 条 第 二 項 の

規 定 に 基 づ き 知 事 が 定 め る 職 は 、 次 表 の と お り と す る 。 
第 一 条  三 重 県 企 業 庁 職 員 の う ち 、 地 方 公 営 企 業 法 （ 昭

和 二 十 七 年 法 律 第 二 百 九 十 二 号 ） 第 三 十 九 条 第 二 項 の

規 定 に 基 づ き 知 事 が 定 め る 職 は 、 次 表 の と お り と す る 。 

 機 関  職    機 関  職   

 本 庁  副 庁 長  次 長  担 当 次 長  課 長  担 当 課 長  

副 課 長  経 営 改 革 ・ 危 機 管 理 監  参 事  副 参

事  工 事 検 査 総 括 監  検 査 監  

  本 庁  副 庁 長  次 長  担 当 次 長  課 長  担 当 課 長  

副 課 長  施 設 防 災 危 機 管 理 監  機 電 管 理 監  
Ｒ Ｄ Ｆ 対 策 監  参 事  副 参 事  工 事 検 査 総

括 監  検 査 監  

 

 （ 略 ）  （ 略 ）    （ 略 ）  （ 略 ）   

  

附  則  

こ の 規 則 は 、 令 和 五 年 四 月 一 日 か ら 施 行 す る 。  

 

三 重 県 専 修 学 校 高 等 課 程 修 業 奨 学 金 の 貸 与 に 関 す る 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則 を こ こ に 公 布 し ま す 。  

令 和 五 年 三 月 三 十 一 日  

三  重  県 知  事   一   見   勝   之  

三 重 県 規 則 第 三 十 四 号  

三 重 県 専 修 学 校 高 等 課 程 修 業 奨 学 金 の 貸 与 に 関 す る 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則  

三 重 県 専 修 学 校 高 等 課 程 修 業 奨 学 金 の 貸 与 に 関 す る 規 則 （ 平 成 十 四 年 三 重 県 規 則 第 十 五 号 ） の 一 部 を 次 の よ う

に 改 正 す る 。  

第 一 号 様 式 及 び 第 十 四 号 様 式 中 「 三重県個人情報保護条例 」 を 「個人情報の保護に関する法律及び三重県個人

情報の保護に関する法律施行条例 」 に 改 め る 。  

附  則  

１  こ の 規 則 は 、 令 和 五 年 四 月 一 日 か ら 施 行 す る 。  

２  こ の 規 則 の 施 行 の 際 現 に こ の 規 則 に よ る 改 正 前 の 三 重 県 専 修 学 校 高 等 課 程 修 業 奨 学 金 の 貸 与 に 関 す る 規 則 の

規 定 に 基 づ い て 提 出 さ れ て い る 申 請 書 は 、 こ の 規 則 に よ る 改 正 後 の 三 重 県 専 修 学 校 高 等 課 程 修 業 奨 学 金 の 貸 与

に 関 す る 規 則 の 規 定 に 基 づ い て 提 出 さ れ た 申 請 書 と み な す 。  

 

差 別 を 解 消 し 、 人 権 が 尊 重 さ れ る 三 重 を つ く る 条 例 施 行 規 則 を こ こ に 公 布 し ま す 。  

令 和 五 年 三 月 三 十 一 日  

                        三  重  県  知 事   一   見   勝   之    

三 重 県 規 則 第 三 十 五 号  

差 別 を 解 消 し 、 人 権 が 尊 重 さ れ る 三 重 を つ く る 条 例 施 行 規 則  

目 次  
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第 一 章  総 則 （ 第 一 条 ）  

第 二 章  助 言 、 説 示 及 び あ っ せ ん 並 び に 勧 告 （ 第 二 条 ― 第 十 四 条 ）  
第 三 章  三 重 県 差 別 解 消 調 整 委 員 会 （ 第 十 五 条 ― 第 二 十 条 ）  

第 四 章  三 重 県 人 権 施 策 審 議 会 （ 第 二 十 一 条 ・ 第 二 十 二 条 ）  

第 五 章  雑 則 （ 第 二 十 三 条 ）  

附 則  

第 一 章  総 則  

（ 趣 旨 ）  

第 一 条  こ の 規 則 は 、 差 別 を 解 消 し 、 人 権 が 尊 重 さ れ る 三 重 を つ く る 条 例 （ 令 和 四 年 三 重 県 条 例 第 二 十 五 号 。 以

下 「 条 例 」 と い う 。 ） の 施 行 に 関 し 必 要 な 事 項 を 定 め る も の と す る 。  

第 二 章  助 言 、 説 示 及 び あ っ せ ん 並 び に 勧 告  

（ 助 言 、 説 示 又 は あ っ せ ん を 行 う べ き 旨 の 申 立 て ）  

第 二 条  条 例 第 十 三 条 第 一 項 の 助 言 、 説 示 又 は あ っ せ ん の 申 立 て を し よ う と す る 者 は 、 助 言 （ 説 示 、 あ っ せ ん ）

申 立 書 （ 第 一 号 様 式 ） を 知 事 に 提 出 す る も の と す る 。 た だ し 、 当 該 申 立 て を 行 う 者 （ 以 下 「 申 立 人 」 と い う 。 ）

が 書 面 に よ る 申 立 て を 行 う こ と が で き な い こ と に つ い て 相 当 の 理 由 が あ る と 認 め ら れ る 場 合 は 、 口 頭 で 行 う こ

と が で き る 。  

２  申 立 人 は 、 必 要 に 応 じ て 、 前 項 の 書 面 に 加 え 、 助 言 、 説 示 又 は あ っ せ ん の 申 立 て の 参 考 と な る 事 項 に 関 す る

書 類 、 記 録 そ の 他 の 資 料 を 提 出 す る こ と が で き る 。  

３  知 事 の 指 名 す る 職 員 は 、 第 一 項 た だ し 書 の 規 定 に よ る 口 頭 で の 申 立 て の 場 合 に は 、 当 該 申 立 て を 録 取 し な け

れ ば な ら な い 。 こ の 場 合 に お い て 、 当 該 職 員 は 、 録 取 し た 書 面 を 、 申 立 人 に 読 み 聞 か せ る 等 の 方 法 に よ り 誤 り

の な い こ と を 確 認 し な け れ ば な ら な い 。  

（ 助 言 、 説 示 又 は あ っ せ ん に 関 す る 手 続 の 手 段 ）  

第 三 条  知 事 は 、 条 例 第 十 四 条 第 一 項 の 規 定 に よ る 助 言 、 説 示 又 は あ っ せ ん に 関 す る 手 続 に 当 た っ て は 、 書 面 を

作 成 し た 上 で 、 必 要 と さ れ る 意 思 疎 通 の た め の 手 段 に よ り 行 う も の と す る 。  

 （ 助 言 、 説 示 又 は あ っ せ ん の 開 始 ）  

第 四 条  知 事 は 、 条 例 第 十 四 条 第 一 項 の 助 言 、 説 示 又 は あ っ せ ん に 関 す る 手 続 を 行 う と き は 、 速 や か に 、 申 立 人

及 び 差 別 事 案 の 相 手 方 に 対 し て 、 そ の 旨 を 書 面 に よ り 通 知 す る も の と す る 。  

 （ あ っ せ ん 案 の 提 示 ）  

第 五 条  知 事 は 、 条 例 第 十 四 条 第 一 項 の あ っ せ ん に 当 た っ て は 、 あ っ せ ん 案 を 作 成 し 、 こ れ を 申 立 人 及 び 差 別 事

案 の 相 手 方 に 提 示 す る も の と す る 。 こ の 場 合 に お い て 、 あ っ せ ん 案 の 提 示 は 、 次 に 掲 げ る 事 項 を 記 載 し た 書 面

を 申 立 人 及 び 差 別 事 案 の 相 手 方 に 提 示 す る こ と に よ り 行 う も の と す る 。  

一  当 該 あ っ せ ん 案 の 内 容 及 び そ の 理 由  

二  そ の 他 参 考 と な る べ き 事 項  

 （ あ っ せ ん 受 諾 の 通 知 ）  

第 六 条  知 事 は 、 あ っ せ ん の 内 容 を 申 立 人 及 び 差 別 事 案 の 相 手 方 双 方 が 受 諾 し た と き は 、 速 や か に 、 申 立 人 及 び

差 別 事 案 の 相 手 方 に 対 し て 、 そ の 旨 を 書 面 に よ り 通 知 す る も の と す る 。  

（ 助 言 、 説 示 又 は あ っ せ ん の 不 実 施 ）  

第 七 条  知 事 は 、 条 例 第 十 四 条 第 一 項 た だ し 書 の 助 言 、 説 示 又 は あ っ せ ん を 行 う こ と が 適 当 で な い と 判 断 し た と

き は 、 速 や か に 、 申 立 人 に 対 し て 、 そ の 旨 及 び そ の 理 由 を 書 面 に よ り 通 知 す る も の と す る 。  

（ 助 言 、 説 示 又 は あ っ せ ん に 係 る 調 査 ）  

第 八 条  知 事 は 、 条 例 第 十 四 条 第 二 項 の 調 査 に 当 た っ て は 、 申 立 人 、 差 別 事 案 の 相 手 方 そ の 他 の 関 係 人 に 対 し 、

説 明 又 は 資 料 の 提 出 を 求 め る こ と が で き る 。  

 （ あ っ せ ん の 打 切 り ）  

第 九 条  知 事 は 、 条 例 第 十 四 条 第 六 項 の 規 定 に よ り あ っ せ ん を 打 ち 切 っ た と き は 、 速 や か に 、 申 立 人 及 び 差 別 事

案 の 相 手 方 に 対 し て 、 そ の 旨 及 び そ の 理 由 を 書 面 に よ り 通 知 す る も の と す る 。  

 （ 勧 告 の 方 式 ）  

第 十 条  知 事 は 、 条 例 第 十 五 条 の 規 定 に よ る 勧 告 を 行 う に 当 た っ て は 、 次 に 掲 げ る 事 項 を 記 載 し た 書 面 に よ り 行

う も の と す る 。  

一  条 例 第 十 四 条 第 一 項 の 助 言 、 説 示 又 は あ っ せ ん に 従 わ な い 者 の 氏 名 及 び 住 所 （ 法 人 そ の 他 の 団 体 に あ っ て

は 、 そ の 名 称 及 び 代 表 者 の 氏 名 並 び に 主 た る 事 務 所 の 所 在 地 ）  

令和5年3月31日 三　重　県　公　報 号　　外
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二  勧 告 の 原 因 と な る 事 実  

三  勧 告 の 内 容 及 び 根 拠 と な る 条 例 の 条 項  
四  そ の 他 知 事 が 必 要 と 認 め る 事 項  

（ 意 見 聴 取 の 通 知 ）  

第 十 一 条  知 事 は 、 条 例 第 十 六 条 の 規 定 に よ り 意 見 の 聴 取 を 行 う に 当 た っ て は 、 意 見 の 聴 取 を 行 う べ き 期 日 ま で

に 相 当 な 期 間 を お い て 、 勧 告 の 対 象 と な る 者 に 対 し 、 次 に 掲 げ る 事 項 を 書 面 に よ り 通 知 し な け れ ば な ら な い 。  

一  差 別 事 案 の 内 容 及 び 勧 告 の 原 因 と な る 事 実  

二  予 定 さ れ る 勧 告 の 内 容 及 び 根 拠 と な る 条 例 の 条 項  

三  意 見 の 聴 取 の 期 日 及 び 場 所  

四  期 日 へ の 出 頭 に 代 え て 陳 述 書 （ 第 二 号 様 式 ） 、 証 拠 書 類 等 を 提 出 で き る こ と  

 （ 代 理 人 の 選 任 等 ）  

第 十 二 条  前 条 の 規 定 に よ る 通 知 を 受 け た 者 （ 以 下 「 勧 告 対 象 者 」 と い う 。 ） は 、 代 理 人 を 選 任 す る こ と が で き

る 。  

２  代 理 人 は 、 各 自 、 勧 告 対 象 者 の た め に 、 意 見 の 陳 述 に 関 す る 一 切 の 行 為 を す る こ と が で き る 。  

３  勧 告 対 象 者 は 、 第 一 項 の 規 定 に よ り 代 理 人 を 選 任 し た と き は 、 速 や か に 、 代 理 人 選 任 届 出 書 （ 第 三 号 様 式 ）

に よ り 、 そ の 旨 を 知 事 に 届 け 出 な け れ ば な ら な い 。  

４  勧 告 対 象 者 は 、 第 一 項 の 規 定 に よ り 選 任 し た 代 理 人 が そ の 資 格 を 失 っ た と き は 、 速 や か に 、 代 理 人 資 格 喪 失

届 出 書 （ 第 四 号 様 式 ） に よ り 、 そ の 旨 を 知 事 に 届 け 出 な け れ ば な ら な い 。  

（ 意 見 陳 述 の 期 日 等 の 変 更 ）  

第 十 三 条  勧 告 対 象 者 又 は そ の 代 理 人 は 、 病 気 そ の 他 の や む を 得 な い 理 由 が あ る 場 合 に は 、 知 事 に 対 し 、 意 見 陳

述 期 日 等 変 更 申 出 書 （ 第 五 号 様 式 ） に よ り 、 意 見 の 陳 述 の 期 日 又 は 場 所 の 変 更 を 申 し 出 る こ と が で き る 。  

２  知 事 は 、 前 項 の 規 定 に よ る 申 出 又 は 職 権 に よ り 、 意 見 の 聴 取 の 期 日 又 は 場 所 を 変 更 す る こ と が で き る 。  

３  知 事 は 、 前 二 項 の 規 定 に よ り 意 見 の 聴 取 の 期 日 若 し く は 場 所 を 変 更 し た と き 、 又 は 第 一 項 の 規 定 に よ る 申 出

を 受 け た 場 合 に お い て 意 見 の 聴 取 の 期 日 若 し く は 場 所 を 変 更 し な か っ た と き は 、 速 や か に 、 そ の 旨 を 勧 告 対 象

者 又 は そ の 代 理 人 に 書 面 に よ り 通 知 す る も の と す る 。  

（ 助 言 、 説 示 及 び あ っ せ ん 並 び に 勧 告 の 状 況 の 公 表 事 項 ）  

第 十 四 条  知 事 は 、 条 例 第 十 七 条 に 規 定 す る 助 言 、 説 示 若 し く は あ っ せ ん 又 は 勧 告 の 状 況 の 公 表 に 当 た っ て は 、

次 に 掲 げ る 事 項 に よ り 行 う も の と す る 。  

一  助 言 、 説 示 又 は あ っ せ ん を 行 う べ き 旨 の 申 立 て 内 容  

二  助 言 、 説 示 若 し く は あ っ せ ん 又 は 勧 告 の 実 施 に 至 る 調 査 経 過  

三  助 言 、 説 示 若 し く は あ っ せ ん 又 は 勧 告 の 実 施 内 容  

第 三 章  三 重 県 差 別 解 消 調 整 委 員 会  

（ 三 重 県 差 別 解 消 調 整 委 員 会 ）  

第 十 五 条  条 例 第 十 八 条 に 規 定 す る 三 重 県 差 別 解 消 調 整 委 員 会 （ 以 下 「 調 整 委 員 会 」 と い う 。 ） に 委 員 長 を 置 き 、

委 員 の 互 選 に よ り こ れ を 定 め る 。  

２  委 員 長 は 、 会 務 を 総 理 す る 。  

３  委 員 長 に 事 故 が あ る と き 、 又 は 委 員 長 が 欠 け た と き は 、 委 員 長 が あ ら か じ め 指 名 す る 委 員 が そ の 職 務 を 代 理

す る 。  

（ 会 議 ）  

第 十 六 条  調 整 委 員 会 の 会 議 は 、 委 員 長 が 招 集 し 、 委 員 長 が 議 長 と な る 。  

２  調 整 委 員 会 の 会 議 は 、 委 員 の 半 数 以 上 が 出 席 し な け れ ば 開 く こ と が で き な い 。  

３  調 整 委 員 会 の 会 議 の 議 事 は 、 出 席 し た 委 員 の 過 半 数 で 決 し 、 可 否 同 数 の 場 合 に は 、 議 長 の 決 す る と こ ろ に よ

る 。  

（ 会 議 の 出 席 の 特 例 ）  

第 十 七 条  委 員 長 が 必 要 と 認 め る と き は 、 委 員 は 、 映 像 及 び 音 声 の 送 受 信 に よ り 相 手 の 状 態 を 相 互 に 認 識 し な が

ら 通 話 を す る こ と が で き る 方 法 （ 以 下 「 オ ン ラ イ ン 」 と い う 。 ） に よ り 会 議 に 参 加 す る こ と が で き る 。  

２  オ ン ラ イ ン に よ り 参 加 し た 委 員 は 、 前 条 に 規 定 す る 会 議 に 出 席 し た も の と み な す 。  

３  オ ン ラ イ ン に よ り 参 加 し た 委 員 の 音 声 が 送 受 信 で き な く な っ た 場 合 に は 、 当 該 委 員 は 、 音 声 が 送 受 信 で き な

く な っ た 時 に 退 席 し た も の と み な す 。  

４  オ ン ラ イ ン に よ り 参 加 す る 場 合 、 委 員 は 、 で き る 限 り 静 寂 な 個 室 、 そ の 他 こ れ に 類 す る 施 設 で 行 わ な け れ ば
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な ら な い 。  

（ 会 議 の 非 公 開 ）  
第 十 八 条  調 整 委 員 会 の 会 議 は 、 非 公 開 と す る 。 た だ し 、 調 整 委 員 会 が 認 め た と き は 、 公 開 す る こ と が で き る 。  

（ 庶 務 ）  

第 十 九 条  調 整 委 員 会 の 庶 務 は 、 環 境 生 活 部 に お い て 処 理 す る 。  

（ 委 員 長 へ の 委 任 ）  

第 二 十 条  こ の 規 則 に 定 め る も の の ほ か 、 調 整 委 員 会 の 運 営 に 関 し 必 要 な 事 項 は 、 委 員 長 が 調 整 委 員 会 に 諮 っ て

定 め る 。  

第 四 章  三 重 県 人 権 施 策 審 議 会  

（ 三 重 県 人 権 施 策 審 議 会 ）  

第 二 十 一 条  第 十 五 条 か ら 第 十 七 条 ま で 及 び 前 二 条 の 規 定 は 、 三 重 県 人 権 施 策 審 議 会 に つ い て 準 用 す る 。 こ の 場

合 に お い て 「 条 例 第 十 八 条 に 規 定 す る 三 重 県 差 別 解 消 調 整 委 員 会 （ 以 下 「 調 整 委 員 会 」 と い う 。 ） 」 と あ る の

は 「 条 例 第 二 十 五 条 に 規 定 す る 三 重 県 人 権 施 策 審 議 会 （ 以 下 「 審 議 会 」 と い う 。 ） 」 と 、 「 委 員 長 」 と あ る の

は 「 会 長 」 と 、 第 十 六 条 、 第 十 九 条 及 び 前 条 中 「 調 整 委 員 会 」 と あ る の は 「 審 議 会 」 と 読 み 替 え る も の と す る 。  

（ 専 門 部 会 ）  

第 二 十 二 条  審 議 会 に 、 専 門 の 事 項 を 調 査 審 議 さ せ る た め 必 要 が あ る と き は 、 専 門 部 会 を 置 く こ と が で き る 。  

２  専 門 部 会 に 属 す べ き 委 員 は 、 会 長 が 指 名 す る 。  

３  専 門 部 会 は 、 必 要 が あ る と 認 め る と き は 、 当 該 専 門 の 事 項 に 知 見 を 有 す る 者 の 意 見 を 聴 く こ と が で き る 。  

４  第 十 五 条 か ら 第 十 七 条 ま で の 規 定 は 、 専 門 部 会 に 準 用 す る 。 こ の 場 合 に お い て 「 条 例 第 十 八 条 に 規 定 す る 三

重 県 差 別 解 消 調 整 委 員 会 （ 以 下 「 調 整 委 員 会 」 と い う 。 ） 」 と あ る の は 「 専 門 部 会 」 と 、 「 委 員 長 」 と あ る の

は 「 部 会 長 」 と 、 第 十 六 条 中 「 調 整 委 員 会 」 と あ る の は 「 専 門 部 会 」 と 読 み 替 え る も の と す る 。  

第 五 章  雑 則  

第 二 十 三 条  こ の 規 則 に 定 め る も の の ほ か 、 条 例 の 施 行 に 必 要 な 事 項 は 、 知 事 が 別 に 定 め る 。  

附  則  

 （ 施 行 期 日 ）  

１  こ の 規 則 は 、 令 和 五 年 四 月 一 日 か ら 施 行 す る 。  

 （ 会 議 招 集 の 特 例 ）  

２  こ の 規 則 の 施 行 後 最 初 に 行 わ れ る 調 整 委 員 会 、 委 員 の 任 期 満 了 後 最 初 に 行 わ れ る 調 整 委 員 会 及 び 審 議 会 並 び

に 設 置 後 最 初 に 行 わ れ る 専 門 部 会 の 会 議 は 、 第 十 六 条 第 一 項 （ 第 二 十 一 条 第 一 項 及 び 第 二 十 二 条 第 四 項 に お い

て 準 用 す る 場 合 を 含 む 。 ） の 規 定 に か か わ ら ず 、 知 事 が 招 集 す る 。  

 （ 三 重 県 人 権 施 策 審 議 会 規 則 の 廃 止 ）  

３  三 重 県 人 権 施 策 審 議 会 規 則 （ 令 和 四 年 三 重 県 規 則 第 五 十 五 号 ） は 、 廃 止 す る 。  
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第１号様式（第２条関係） 

助言（説示、あっせん）申立書 

 

令和  年  月  日 

三重県知事 宛て 
 

申立人 住  所 

氏  名 

電話番号 

 

差別を解消し、人権が尊重される三重をつくる条例（令和４年三重県条例第25号）第 

助言 

13条第１項の規定により、次のとおり 説示    の申立てをします。 

あっせん 

 

１ 差別を受けたとされる者 

（１）住所 

（２）氏名 

（３）申立人との関係 

（４）上記の差別を受けたとされるものの了承の有無  □ 有   □ 無 
 
 

２ 差別をしたとされる者 

（１）住所（法人その他の団体にあっては、事務所の所在地） 

 

（２）氏名（法人その他の団体にあっては、その名称） 

 
 

３ 差別事案の概要（日時・場所・被った差別行為 等） 
 
 

４ 相談の状況 

（１）相談を行った日 

（２）相談を行った県の機関 
 

５ 求める助言、説示又はあっせんの内容 

 

 

６ 該当する場合は☑ 

□裁判所による判決等が確定している 

□裁判所等で係争中である 

 
 

７ その他参考となる事項 
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第２号様式（第 11条関係） 

陳   述   書 

 

令和  年  月  日 

 

三重県知事 宛て 

 

 住  所 

氏  名 

（法人その他の団体にあって 

は、主たる事務所の所在地、 

名称及び代表者の氏名） 

電話番号 

 

 

差別を解消し、人権が尊重される三重をつくる条例第 16 条第２項の規定により、次

のとおり意見を述べます。 

 

 

１ 意見聴取の通知文書の番号及び日付 

第       号 

  年  月  日 

 

２ 予定される勧告の内容及び勧告の原因となる事実についての意見 

 

３ その他参考となる事項 
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第３号様式（第 12条関係） 

代理人選任届出書 

 

令和  年  月  日 

三重県知事 宛て 

 

 住  所 

氏  名 

（法人その他の団体にあって 

は、主たる事務所の所在地、 

名称及び代表者の氏名） 

電話番号 

 

 

次の者を代理人として選任したので、差別を解消し、人権が尊重される三重をつくる

条例施行規則第 12条第３項の規定により届け出ます。 

 

 

意見聴取の通知文書 

の番号及び日付 

第         号 

    年  月  日 

代理人の住所及び連絡先 
住所 

連絡先（電話番号） 

代理人の氏名  

勧告の対象となる者との関係  
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第４号様式（第 12条関係） 

代理人資格喪失届出書 

 

令和  年  月  日 

三重県知事 宛て 

 

 住  所 

氏  名 

（法人その他の団体にあって 

は、主たる事務所の所在地、 

名称及び代表者の氏名） 

電話番号 

 

 

次の代理人がその資格を失ったので、差別を解消し、人権が尊重される三重をつくる

条例施行規則第 12条第４項の規定により届け出ます。 

 

 

意見聴取の通知文書 

の番号及び日付 

第         号 

    年  月  日 

代理人の住所及び連絡先 
住所 

連絡先（電話番号） 

代理人の氏名  
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第５号様式（第 13条関係） 

意見陳述期日等変更申出書 

 

令和  年  月  日 

 

三重県知事 宛て 

 

 住  所 

氏  名 

（法人その他の団体にあって 

は、主たる事務所の所在地、 

名称及び代表者の氏名） 

電話番号 

 

 

差別を解消し、人権が尊重される三重をつくる条例施行規則第 13 条第１項の規定に

より、次のとおり意見の陳述の期日又は場所の変更を申し出ます。 

 

意見聴取の通知文書 

の 番 号 及 び 日 付 

第         号 

    年  月  日 

変更申出事項 

変更前 
期日     年  月  日   時  分 

場所  

変更希望 
期日     年  月  日   時  分 

場所  

変 更 申 出 の 理 由 
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三 重 県 沿 岸 漁 業 改 善 資 金 貸 付 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則 を こ こ に 公 布 し ま す 。  

  令 和 五 年 三 月 三 十 一 日  

三  重  県 知  事   一   見   勝   之    

三 重 県 規 則 第 三 十 六 号  

   三 重 県 沿 岸 漁 業 改 善 資 金 貸 付 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則  

 三 重 県 沿 岸 漁 業 改 善 資 金 貸 付 規 則 （ 昭 和 五 十 四 年 三 重 県 規 則 第 五 十 五 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。  

 次 の 表 の 改 正 前 欄 に 掲 げ る 規 定 を 同 表 の 改 正 後 欄 に 掲 げ る 規 定 に 傍 線 で 示 す よ う に 改 正 す る 。  
改   正   後  改   正   前  

（ 貸 付 け ）  （ 貸 付 け ）  

第 一 条  県 は 、 沿 岸 漁 業 改 善 資 金 助 成 法 （ 昭 和 五 十 四 年

法 律 第 二 十 五 号 。 以 下 「 法 」 と い う 。 ） 、 沿 岸 漁 業 改

善 資 金 助 成 法 施 行 令 （ 昭 和 五 十 四 年 政 令 第 百 二 十 四

号 。 以 下 「 政 令 」 と い う 。 ） 及 び 沿 岸 漁 業 改 善 資 金 助

成 法 施 行 規 則 （ 昭 和 五 十 四 年 農 林 水 産 省 令 第 二 十 二

号 ） 、 中 小 企 業 者 と 農 林 漁 業 者 と の 連 携 に よ る 事 業 活

動 の 促 進 に 関 す る 法 律 （ 平 成 二 十 年 法 律 第 三 十 八 号 。

以 下 「 農 商 工 等 連 携 促 進 法 」 と い う 。 ） 、 同 法 施 行 令

（ 平 成 二 十 年 政 令 第 二 百 三 十 四 号 ） 及 び 同 法 第 四 条 第

二 項 第 二 号 イ の 農 業 者 等 が 実 施 す る 農 業 改 良 措 置 を

支 援 す る た め の 措 置 等 を 定 め る 省 令 （ 平 成 二 十 年 農 林

水 産 省 令 第 四 十 八 号 ） 、 農 林 漁 業 有 機 物 資 源 の バ イ オ

燃 料 の 原 材 料 と し て の 利 用 の 促 進 に 関 す る 法 律 （ 平 成

二 十 年 法 律 第 四 十 五 号 。 以 下 「 農 林 漁 業 バ イ オ 燃 料 法 」

と い う 。 ） 、 同 法 施 行 令 （ 平 成 二 十 年 政 令 第 二 百 九 十

六 号 ） 及 び 同 法 施 行 規 則 （ 平 成 二 十 年 農 林 水 産 省 ・ 経

済 産 業 省 ・ 環 境 省 令 第 一 号 ） 、 地 域 資 源 を 活 用 し た 農

林 漁 業 者 等 に よ る 新 事 業 の 創 出 等 及 び 地 域 の 農 林 水

産 物 の 利 用 促 進 に 関 す る 法 律 （ 平 成 二 十 二 年 法 律 第 六

十 七 号 。 以 下 「 六 次 産 業 化 法 」 と い う 。 ） 、 同 法 施 行

令 （ 平 成 二 十 三 年 政 令 第 十 五 号 ） 、 同 法 施 行 規 則 （ 平

成 二 十 三 年 農 林 水 産 省 令 第 七 号 ） 、 沿 岸 漁 業 改 善 資 金

助 成 法 施 行 令 第 二 条 の 表 第 五 号 の 農 林 水 産 大 臣 が 定

め る 基 準 等 を 定 め る 件 （ 令 和 四 年 農 林 水 産 省 告 示 第 五

百 三 十 五 号 ） 及 び 中 小 企 業 者 と 農 林 漁 業 者 と の 連 携 に

よ る 事 業 活 動 の 促 進 に 関 す る 法 律 第 四 条 第 二 項 第 二

号 イ の 農 業 者 等 が 実 施 す る 農 業 改 良 措 置 を 支 援 す る

た め の 措 置 等 を 定 め る 省 令 第 四 条 第 五 号 の 農 林 水 産

大 臣 が 定 め る 基 準 等 を 定 め る 件 （ 令 和 四 年 農 林 水 産 省

告 示 第 五 百 三 十 六 号 ） 、 環 境 と 調 和 の と れ た 食 料 シ ス

テ ム の 確 立 の た め の 環 境 負 荷 低 減 事 業 活 動 の 促 進 等

に 関 す る 法 律 （ 令 和 四 年 法 律 第 三 十 七 号 。 以 下 「 み ど

り の 食 料 シ ス テ ム 法 」 と い う 。 ） 、 環 境 と 調 和 の と れ

た 食 料 シ ス テ ム の 確 立 の た め の 環 境 負 荷 低 減 事 業 活

動 の 促 進 等 に 関 す る 法 律 施 行 令 （ 令 和 四 年 政 令 第 二 百

二 十 九 号 ） 及 び 環 境 と 調 和 の と れ た 食 料 シ ス テ ム の 確

立 の た め の 環 境 負 荷 低 減 事 業 活 動 の 促 進 等 に 関 す る

法 律 施 行 規 則 （ 令 和 四 年 農 林 水 産 省 令 第 四 十 二 号 ） 並

び に 東 日 本 大 震 災 に 対 処 す る た め の 特 別 の 財 政 援 助

及 び 助 成 に 関 す る 法 律 （ 平 成 二 十 三 年 法 律 第 四 十 号 。
第 一 条  県 は 、 沿 岸 漁 業 改 善 資 金 助 成 法 （ 昭 和 五 十 四 年

法 律 第 二 十 五 号 。 以 下 「 法 」 と い う 。 ） 、 沿 岸 漁 業 改

善 資 金 助 成 法 施 行 令 （ 昭 和 五 十 四 年 政 令 第 百 二 十 四

号 。 以 下 「 政 令 」 と い う 。 ） 及 び 沿 岸 漁 業 改 善 資 金 助

成 法 施 行 規 則 （ 昭 和 五 十 四 年 農 林 水 産 省 令 第 二 十 二

号 ） 、 中 小 企 業 者 と 農 林 漁 業 者 と の 連 携 に よ る 事 業 活

動 の 促 進 に 関 す る 法 律 （ 平 成 二 十 年 法 律 第 三 十 八 号 。

以 下 「 農 商 工 等 連 携 促 進 法 」 と い う 。 ） 、 同 法 施 行 令

（ 平 成 二 十 年 政 令 第 二 百 三 十 四 号 ） 及 び 同 法 第 四 条 第

二 項 第 二 号 イ の 農 業 者 等 が 実 施 す る 農 業 改 良 措 置 を

支 援 す る た め の 措 置 等 を 定 め る 省 令 （ 平 成 二 十 年 農 林

水 産 省 令 第 四 十 八 号 ） 、 農 林 漁 業 有 機 物 資 源 の バ イ オ

燃 料 の 原 材 料 と し て の 利 用 の 促 進 に 関 す る 法 律 （ 平 成

二 十 年 法 律 第 四 十 五 号 。 以 下 「 農 林 漁 業 バ イ オ 燃 料 法 」

と い う 。 ） 、 同 法 施 行 令 （ 平 成 二 十 年 政 令 第 二 百 九 十

六 号 ） 及 び 同 法 施 行 規 則 （ 平 成 二 十 年 農 林 水 産 省 ・ 経

済 産 業 省 ・ 環 境 省 令 第 一 号 ） 、 地 域 資 源 を 活 用 し た 農

林 漁 業 者 等 に よ る 新 事 業 の 創 出 等 及 び 地 域 の 農 林 水

産 物 の 利 用 促 進 に 関 す る 法 律 （ 平 成 二 十 二 年 法 律 第 六

十 七 号 。 以 下 「 六 次 産 業 化 法 」 と い う 。 ） 、 同 法 施 行

令 （ 平 成 二 十 三 年 政 令 第 十 五 号 ） 、 同 法 施 行 規 則 （ 平

成 二 十 三 年 農 林 水 産 省 令 第 七 号 ） 、 沿 岸 漁 業 改 善 資 金

助 成 法 施 行 令 第 二 条 の 表 第 五 号 の 農 林 水 産 大 臣 が 定

め る 基 準 等 を 定 め る 件 （ 令 和 四 年 農 林 水 産 省 告 示 第 五

百 三 十 五 号 ） 及 び 中 小 企 業 者 と 農 林 漁 業 者 と の 連 携 に

よ る 事 業 活 動 の 促 進 に 関 す る 法 律 第 四 条 第 二 項 第 二

号 イ の 農 業 者 等 が 実 施 す る 農 業 改 良 措 置 を 支 援 す る

た め の 措 置 等 を 定 め る 省 令 第 四 条 第 五 号 の 農 林 水 産

大 臣 が 定 め る 基 準 等 を 定 め る 件 （ 令 和 四 年 農 林 水 産 省

告 示 第 五 百 三 十 六 号 ） 並 び に 東 日 本 大 震 災 に 対 処 す る

た め の 特 別 の 財 政 援 助 及 び 助 成 に 関 す る 法 律 （ 平 成 二

十 三 年 法 律 第 四 十 号 。 以 下 「 東 日 本 大 震 災 特 財 法 」 と

い う 。 ） 及 び 東 日 本 大 震 災 に 対 処 す る た め の 特 別 の 財

政 援 助 及 び 助 成 に 関 す る 法 律 の 農 林 水 産 省 関 係 規 定

の 施 行 等 に 関 す る 政 令 （ 平 成 二 十 三 年 政 令 第 百 三 十 二

号 。 以 下 「 東 日 本 大 震 災 特 財 令 」 と い う 。 ） の 定 め る

も の の ほ か 、 こ の 規 則 に 定 め る と こ ろ に よ り 、 沿 岸 漁

業 従 事 者 等 に 対 し て 、 経 営 等 改 善 資 金 、 生 活 改 善 資 金

及 び 青 年 漁 業 者 等 養 成 確 保 資 金 を 貸 し 付 け 、 農 商 工 等

連 携 促 進 法 第 四 条 第 一 項 の 認 定 を 受 け た 中 小 企 業 者
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以 下 「 東 日 本 大 震 災 特 財 法 」 と い う 。 ） 及 び 東 日 本 大

震 災 に 対 処 す る た め の 特 別 の 財 政 援 助 及 び 助 成 に 関

す る 法 律 の 農 林 水 産 省 関 係 規 定 の 施 行 等 に 関 す る 政

令 （ 平 成 二 十 三 年 政 令 第 百 三 十 二 号 。 以 下 「 東 日 本 大

震 災 特 財 令 」 と い う 。 ） の 定 め る も の の ほ か 、 こ の 規

則 に 定 め る と こ ろ に よ り 、 沿 岸 漁 業 従 事 者 等 に 対 し

て 、 経 営 等 改 善 資 金 、 生 活 改 善 資 金 及 び 青 年 漁 業 者 等

養 成 確 保 資 金 を 貸 し 付 け 、 農 商 工 等 連 携 促 進 法 第 四 条

第 一 項 の 認 定 を 受 け た 中 小 企 業 者 で あ つ て 同 条 第 二

項 第 二 号 ハ に 規 定 す る 措 置 を 行 う 者 （ 以 下 「 認 定 中 小

企 業 者 」 と い う 。 ） 及 び 六 次 産 業 化 法 第 五 条 第 一 項 の

認 定 を 受 け た 農 林 漁 業 者 等 で あ つ て 同 条 第 四 項 第 三

号 に 掲 げ る 措 置 を 行 う 者 （ 以 下 「 促 進 事 業 者 」 と い う 。 ）

に つ い て は 、 経 営 等 改 善 資 金 （ 別 表 の 一 の 表 資 金 の 種

類 の 欄 一 か ら 七 ま で に 掲 げ る 資 金 に 限 る 。 ） を 貸 し 付

け る 。  

で あ つ て 同 条 第 二 項 第 二 号 ハ に 規 定 す る 措 置 を 行 う

者 （ 以 下 「 認 定 中 小 企 業 者 」 と い う 。 ） 及 び 六 次 産 業

化 法 第 五 条 第 一 項 の 認 定 を 受 け た 農 林 漁 業 者 等 で あ

つ て 同 条 第 四 項 第 三 号 に 掲 げ る 措 置 を 行 う 者 （ 以 下

「 促 進 事 業 者 」 と い う 。 ） に つ い て は 、 経 営 等 改 善 資

金 （ 別 表 の 一 の 表 資 金 の 種 類 の 欄 一 か ら 七 ま で に 掲 げ

る 資 金 に 限 る 。 ） を 貸 し 付 け る 。  

（ 貸 付 資 格 の 申 請 ）  （ 貸 付 資 格 の 申 請 ）  

第 六 条  沿 岸 漁 業 改 善 資 金 の 貸 付 資 格 の 認 定 を 受 け よ う

と す る 者 は 、 沿 岸 漁 業 改 善 資 金 貸 付 資 格 認 定 申 請 書

（ 第 一 号 様 式 ） に 別 に 定 め る 経 営 等 改 善 措 置 、 生 活 改

善 措 置 又 は 青 年 漁 業 者 等 養 成 確 保 措 置 に 関 す る 計 画

（ 以 下 「 事 業 計 画 書 」 と い う 。 ） （ 農 商 工 等 連 携 促 進

法 第 十 四 条 の 場 合 に は 同 法 第 五 条 第 三 項 の 認 定 農 商

工 等 連 携 事 業 計 画 を 、 農 林 漁 業 バ イ オ 燃 料 法 第 十 条 の

特 例 の 場 合 に は 同 法 第 五 条 第 二 項 の 認 定 生 産 製 造 連

携 事 業 計 画 を 、 六 次 産 業 化 法 第 十 一 条 の 場 合 に は 同 法

第 六 条 第 三 項 の 認 定 総 合 化 事 業 計 画 を 、 み ど り の 食 料

シ ス テ ム 法 第 二 条 第 四 項 に 規 定 す る 環 境 負 荷 低 減 事

業 活 動 に あ つ て は 同 法 第 二 十 条 第 三 項 の 認 定 環 境 負

荷 低 減 事 業 活 動 実 施 計 画 又 は 同 法 第 二 十 二 条 第 三 項

の 認 定 特 定 環 境 負 荷 低 減 事 業 活 動 実 施 計 画 を 含 む 。 以

下 同 じ 。 ） 、 沿 岸 漁 業 改 善 資 金 貸 付 申 請 書 （ 第 二 号 様

式 ） そ の 他 知 事 が 必 要 と 認 め る 書 類 を 添 え て 知 事 に 提

出 し な け れ ば な ら な い 。  

第 六 条  沿 岸 漁 業 改 善 資 金 の 貸 付 資 格 の 認 定 を 受 け よ う

と す る 者 は 、 沿 岸 漁 業 改 善 資 金 貸 付 資 格 認 定 申 請 書

（ 第 一 号 様 式 ） に 別 に 定 め る 経 営 等 改 善 措 置 、 生 活 改

善 措 置 又 は 青 年 漁 業 者 等 養 成 確 保 措 置 に 関 す る 計 画

（ 以 下 「 事 業 計 画 書 」 と い う 。 ） （ 農 商 工 等 連 携 促 進

法 第 十 四 条 の 場 合 に は 同 法 第 五 条 第 三 項 の 認 定 農 商

工 等 連 携 事 業 計 画 を 、 農 林 漁 業 バ イ オ 燃 料 法 第 十 条 の

特 例 の 場 合 に は 同 法 第 五 条 第 二 項 の 認 定 生 産 製 造 連

携 事 業 計 画 を 、 六 次 産 業 化 法 第 十 一 条 の 場 合 に は 同 法

第 六 条 第 三 項 の 認 定 総 合 化 事 業 計 画 を 含 む 。 以 下 同

じ 。 ） 、 沿 岸 漁 業 改 善 資 金 貸 付 申 請 書 （ 第 二 号 様 式 ）

そ の 他 知 事 が 必 要 と 認 め る 書 類 を 添 え て 知 事 に 提 出

し な け れ ば な ら な い 。  

２ ～ ５  （ 略 ）  ２ ～ ５  （ 略 ）  

別 表 の 一 の 表 を 次 の よ う に 改 め る 。  
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別表（第二条関係） 

一 経営等改善資金 

資金の種類 貸付けの内容 貸付限度額 償還期間等 

一 操船作業省力化機器

等設置資金 

自動操だ装置その他

操船作業を省力化する

ための機器、設備又は装

置（以下「機械等」とい

う。）の設置に必要な資

金 

一 自動操だ装置の設置費

用 

二 遠隔操縦装置の設置費

用 

三 サイドスラスターの設

置費用 

四 レーダーの設置費用 

五 自動航跡記録装置の設

置費用 

六 ＧＰＳ受信機の設置費

用 

 

五百万円（自動操だ装置を

設置する場合にあつては一

台につき百万円、遠隔操縦装

置を設置する場合にあつて

は一台につき五十万円、サイ

ドスラスターを設置する場

合にあつては一台につき四

百万円、レーダーを設置する

場合にあつては一台につき

百八十万円、自動航跡記録装

置を設置する場合にあつて

は一台につき百二十万円、Ｇ

ＰＳ受信機を設置する場合

にあつては一台につき百三

十万円） 

七年以内（据置期間一年以内を

含む。）、農商工等連携促進法第

十四条の沿岸漁業改善資金助成法

の特例の場合にあつては九年以内

（据置期間三年以内を含む。）、

農林漁業バイオ燃料法第十条の沿

岸漁業改善資金の特例の場合にあ

つては九年以内（据置期間一年以

内を含む。）、六次産業化法第十

一条の沿岸漁業改善資金助成法の

特例の場合にあつては九年以内

（据置期間三年以内を含む。）、

みどりの食料システム法第二十五

条の沿岸漁業改善資金助成法の特

例の場合にあつては九年以内（据

置期間一年以内を含む。） 

二 漁ろう作業省力化機

器等設置資金 

動力式つり機その他

の漁ろう作業を省力化

するための機器等の設

置に必要な資金 

一 動力式つり機の設置費 

 用 

二 ラインホーラー等の揚

縄機の設置費用 

三 ネットホーラー等の揚

網機の設置費用 

四 巻取りウインチの設置

費用 

五 放電式集魚灯の設置費

用 

六 漁業用クレーンの設置

費用 

七 漁獲物等処理装置の設

置費用 

八 海水冷却装置の設置費

用 

九 海水殺菌装置の設置費

用 

十 漁業用ソナーの設置費

用 

十一 カラー魚群探知機の

設置費用 

十二 潮流計の設置費用 

五百万円（動力式つり機を

設置する場合にあつては一

件につき五百万円、ラインホ

ーラー等の揚縄機を設置す

る場合にあつては一台につ

き百二十万円、ネットホーラ

ー等の揚網機を設置する場

合にあつては一台につき百

二十万円、巻取りウインチを

設置する場合にあつては一

台につき五百万円、放電式集

魚灯を設置する場合にあつ

ては一セットにつき二百万

円、漁業用クレーンを設置す

る場合にあつては一台につ

き四百万円、漁獲物等処理装

置を設置する場合にあつて

は一台につき五百万円、海水

冷却装置を設置する場合に

あつては一台につき百八十

万円、海水殺菌装置を設置す

る場合にあつては一台につ

き三百万円、漁業用ソナーを

設置する場合にあつては一

台につき五百万円、カラー魚

群探知機を設置する場合に

あつては一台につき百五十

万円、潮流計を設置する場合

にあつては一台につき五百

七年以内（据置期間一年以内を

含む。）、農商工等連携促進法第

十四条の沿岸漁業改善資金助成法

の特例の場合にあつては九年以内

（据置期間三年以内を含む。）、

農林漁業バイオ燃料法第十条の沿

岸漁業改善資金の特例の場合にあ

つては九年以内（据置期間一年以

内を含む。）、六次産業化法第十

一条の沿岸漁業改善資金助成法の

特例の場合にあつては九年以内

（据置期間三年以内を含む。）、

みどりの食料システム法第二十五

条の沿岸漁業改善資金助成法の特

例の場合にあつては九年以内（据

置期間一年以内を含む。） 

令和5年3月31日 三　重　県　公　報 号　　外

14



万円） 

三 補機関等駆動機器等

設置資金 

前二号に規定する機

器等を駆動し、又は作動

させるための補機関そ

の他の機器等の設置に

必要な資金 

一 補機関（動力取り出し

装置付きの推進機関を含

む。）の設置費用 

二 油圧装置の設置費用 

五百万円（補機関（動力

取り出し装置付きの推進機

関を含む。）を設置する場合

にあつては一台につき四百

万円、油圧装置を設置するに

あつては一台につき五百万

円） 

七年以内（据置期間一年以内を

含む。）、農商工等連携促進法第

十四条の沿岸漁業改善資金助成法

の特例の場合にあつては九年以内

（据置期間三年以内を含む。）、

農林漁業バイオ燃料法第十条の沿

岸漁業改善資金の特例の場合にあ

つては九年以内（据置期間一年以

内を含む。）、六次産業化法第十

一条の沿岸漁業改善資金助成法の

特例の場合にあつては九年以内

（据置期間三年以内を含む。）、

みどりの食料システム法第二十五

条の沿岸漁業改善資金助成法の特

例の場合にあつては九年以内（据

置期間一年以内を含む。） 

四 燃料油消費節減機器

等設置資金 

推進機関その他の漁

船に設置される機器等

であつて、通常の型式の

もの又は通常の方式に

よるものと比較して燃

料油の消費が節減され

るものの設置に必要な

資金 

一 漁船用環境高度対応機

関の設置費用 

二 定速装置の設置費用 

三 発光ダイオード式集魚

灯の設置費用 

二千五百万円（漁船用環

境高度対応機関を設置する

場合にあつては一台につき

二千四百万円、定速装置を設

置する場合にあつては一台

につき百二十万円、発光ダイ

オード式集魚灯を設置する

場合にあつては一セットに

つき千三百万円） 

七年以内（据置期間一年以内を

含む。）、農商工等連携促進法第

十四条の沿岸漁業改善資金助成法

の特例の場合にあつては九年以内

（据置期間三年以内を含む。）、

農林漁業バイオ燃料法第十条の沿

岸漁業改善資金の特例の場合にあ

つては九年以内（据置期間一年以

内を含む。）、六次産業化法第十

一条の沿岸漁業改善資金助成法の

特例の場合にあつては九年以内

（据置期間三年以内を含む。）、

みどりの食料システム法第二十五

条の沿岸漁業改善資金助成法の特

例の場合にあつては九年以内（据

置期間一年以内を含む。） 

五 新養殖技術導入資金 

政令第二条の表第五

号に規定する農林水産

大臣が定める基準に基

づき、農林水産大臣が定

める種類に属する水産

動植物の養殖の技術（以

下「養殖技術」という。）

又は農林水産大臣が定

める養殖技術を導入す

る場合において、当該技

術により水産動植物の

養殖を行うのに必要な

資金 

農林水産大臣が定める種

類に属する水産動植物の養

殖技術又は農林水産大臣が

定める養殖技術を導入して

水産動植物の養殖を行う場

合における次に掲げる費用 

一 養殖施設の設備費用 

二 種苗の購入費用又は生

産費用 

三 餌料の購入費用 

四百万円（水産動植物の養

殖を行う者（その者が団体で

ある場合にあつてはその団

体を構成する個人、その者が

会社である場合にあつては

その会社）一人（一社）につ

き四百万円） 

四年以内（据置期間二年以内を

含む。）、農商工等連携促進法第

十四条の沿岸漁業改善資金助成法

の特例の場合にあつては五年以内

（据置期間三年以内を含む。）、

農林漁業バイオ燃料法第十条の沿

岸漁業改善資金の特例の場合にあ

つては五年以内（据置期間二年以

内を含む。）、六次産業化法第十

一条の沿岸漁業改善資金助成法の

特例の場合にあつては五年以内

（据置期間三年以内を含む。）、

みどりの食料システム法第二十五

条の沿岸漁業改善資金助成法の特

例の場合にあつては五年以内（据
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置期間二年以内を含む。） 

六 資源管理型漁業推進

資金 

農林水産大臣が定め

る基準に基づき、水産資

源の管理に関する取決

めを締結して水産資源

を合理的かつ総合的に

利用する漁業生産方式

の導入（当該漁業生産方

式の導入と併せ行う水

産物の合理的な加工方

式の導入を含む。）を行

うために必要な機器等

の購入又は設置に必要

な資金 

一 水産資源の管理に関す

る取決めに基づき、資源

管理措置（漁具又は漁法

の制限、操業時間又は操

業期間の制限、禁漁区域

の設定、体長制限等の措

置をいう。以下同じ。）

を実施するのに必要な改

良漁具、漁法転換用漁具、

漁ろう機器等の購入費用

又は設置費用 

二 一と併せて、低利用・

未利用資源の開発・利用

措置と漁獲物の付加価値

の向上措置を行う場合に

おける次に掲げる費用 

ア 低利用資源若しく

は未利用資源の開発

又は利用を行うのに

必要な漁具、漁ろう機

器等の購入費用又は

設置費用 

千二百万円 十年以内（据置期間三年以内を

含む。）、農商工等連携促進法第

十四条の沿岸漁業改善資金助成法

の特例の場合にあつては十二年以

内（据置期間五年以内を含む。）、

農林漁業バイオ燃料法第十条の沿

岸漁業改善資金の特例の場合にあ

つては十二年以内（据置期間三年

以内を含む。）、六次産業化法第

十一条の沿岸漁業改善資金助成法

の特例の場合にあつては十二年以

内（据置期間五年以内を含む。）、

みどりの食料システム法第二十五

条の沿岸漁業改善資金助成法の特

例の場合にあつては十二年以内

（据置期間三年以内を含む。） 

 イ 漁獲物の付加価値

の向上措置を行うの

に必要な活魚出荷の

ための船上活魚装置、

蓄養施設等又は加工

のための施設（加工機

械、選 別機、洗浄機、

包装機、冷凍冷蔵庫等

を含む。）の設置費用 

  

七 環境対応型養殖業推

進資金 

農林水産大臣が定め

る基準に基づき、漁場の

保全に関する取決めを

締結して養殖業の生産

工程を総合的に改善す

る漁業生産方式の導入

を行うために必要な機

器等（資材を含む。）の

購入又は設置に必要な

資金 

漁場の保全に関する取

組に基づき、養殖密度を適

正化し、投餌の内容、量及

び方法を改善し、並びに薬

品及び漁網防汚剤の使用を

適正化する場合における次

に掲げる費用 

一 養殖漁場環境の悪化防

止を目的として投餌の内

容、量及び方法の改善を

行うのに必要な造粒機、

自動給餌機、飼料倉庫等

の購入費用又は設置費用 

二 養殖魚の安全性の確保

を目的として漁網防汚剤

を使用しないで養殖を行

二千万円（漁場環境適正化

管理協定に基づく取組にあ

つては、千二百万円） 

十年以内（据置期間三年以内を

含む。）、農商工等連携促進法第

十四条の沿岸漁業改善資金助成法

の特例の場合にあつては十二年以

内（据置期間五年以内を含む。）、

農林漁業バイオ燃料法第十条の沿

岸漁業改善資金の特例の場合にあ

つては十二年以内（据置期間三年

以内を含む。）、六次産業化法第

十一条の沿岸漁業改善資金助成法

の特例の場合にあつては十二年以

内（据置期間五年以内を含む。）、

みどりの食料システム法第二十五

条の沿岸漁業改善資金助成法の特

例の場合にあつては十二年以内

（据置期間三年以内を含む。） 
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うのに必要な高耐波性い

けす、金網いけす、自動

網いけす洗浄機、付着物

駆除用生物培養器、酸素

供給装置、水流発生装置、

ばっ気装置等の設置費用 

三 一又は二に関連して必

要な餌料成分分析機、水

質測定機、底質測定機、

残留検査機器、肉質検査

機器、畜養施設等の購入

費用若しくは設置費用又

は医薬品、飼料、水産廃

棄物高度処理機、ワクチ

ン注射装置、固定物回収

装置、水質ロガー、漁場

管理ソフト等の購入費用 

八 乗組員安全機器等設

置資金 

漁船に設置される転

落防止用手すりその他

の漁船の乗組員の生命

又は身体の安全を確保

するための機器等の設

置に必要な資金 

一 転落防止用手すりの設

置費用 

二 安全カバー装置の設置

費用 

三 揚網機安全装置の設置

費用 

 

百五十万円（転落防止用手

すり又は安全カバーを装置

する場合にあつては五十万

円、揚網機安全装置を設置す

る場合にあつては四十万円） 

貸付けの内容の欄第一号から第

三号までについては五年以内（据

置期間一年以内を含む。） 

九 救命消防設備購入資 

 金 

漁船に備え付けられ

る救命胴衣その他の救

命設備又は消火器その

他の消防設備の購入に

必要な資金 

一 救命胴衣の購入費用 

二 消火器の購入費用 

三 イーパブの購入費用 

四 レーダートランスポン

ダの購入費用 

五 小型漁船緊急連絡装置

の購入費用 

百三十万円（救命胴衣又は

消火器を購入する場合にあ

つては十万円、イーパブを購

入する場合にあつては六十

万円、レーダートランスポン

ダを購入する場合にあつて

は六十五万円、小型漁船緊急

連絡装置を購入する場合に

あつては一件につき百三十

万円） 

貸付けの内容の欄第一号及び第

二号については二年以内、同欄第

三号から第五号までについては五

年以内 

十 漁船転覆防止機器等

設置資金 

漁獲物の横移動防止

装置その他の漁船の転

覆又は沈没を防止する

ための機器等の設置に

必要な資金 

一 漁獲物の横移動防止装

置の設置費用 

二 甲板下の魚そうの設置

費用 

百五十万円（漁獲物の横移

動防止装置を設置する場合

にあつては三十万円、甲板上

の魚そうを廃し、これに代え

て甲板下に魚そうを設置す

る場合にあつては百万円） 

五年以内（据置期間一年以内を

含む。） 

十一 漁船衝突防止機器

等購入等資金 

レーダー反射器その

他の漁船の衝突を防止

するための機器の購入

又は設置に必要な資金 

一 レーダー反射器の購入

又は設置費用 

二 無線電話の設置費用 

百二十万円（レーダー反射

器又は無線電話を購入し、又

は設置する場合において、そ

れぞれにつき四十万円） 

五年以内 
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十二 漁具損壊防止機器

等購入資金 

漁具の標識その他の

敷設された漁具の船舶

による損壊を防止する

ための機器等の購入に

必要な資金 

漁具の標識（灯火付きブ

イ及びレーダー反射器付ブ

イ）の購入費用 

個人にあつては一人につ

き七十万円、団体又は会社に

あつては一につき百三十万

円 

五年以内 

十三 青のり漁業省力化

機器設置資金 

青のり漁業省力化を

行うための機器等の設

置に必要な資金 

一 青のりさばき機の設置

費用 

二 青のり乾燥機の設置費 

 用 

二百万円（青のりさばき機

を設置する場合にあっては

一台につき五十万円、青のり

乾燥機を設置する場合にあ

っては一台につき百五十万

円） 

五年以内（据置期間一年以内を

含む。） 

十四 のり作業省力化・品

質向上設備設置資金 

のり漁業の作業の省

力化及び品質向上を行

うための機器等の設置

に必要な資金 

一 異物選別機の設置費用 四百万円 五年以内（据置期間一年以内を

含む。） 

十五 黒のり作業省力化

機器設置資金 

黒のり漁業の作業の

省力化を行うための機

器等の設置に必要な資

金 

一 黒のりの原藻を全自動

で抄製させ、脱水させ、

乾燥させ、及びはく離さ

せる大型乾燥機の設置費

用 

千五百万円 五年以内（据置期間一年以内を

含む。） 
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附  則  

こ の 規 則 は 、 令 和 五 年 四 月 一 日 か ら 施 行 す る 。  

 
三 重 県 農 産 物 検 査 法 施 行 細 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則 を こ こ に 公 布 し ま す 。  

令 和 五 年 三 月 三 十 一 日  

三  重  県 知  事   一   見   勝   之    

三 重 県 規 則 第 三 十 七 号  

   三 重 県 農 産 物 検 査 法 施 行 細 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則  

三 重 県 農 産 物 検 査 法 施 行 細 則 （ 平 成 二 十 八 年 三 重 県 規 則 第 三 十 八 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。  

次 の 表 の 改 正 前 欄 に 掲 げ る 規 定 を 同 表 の 改 正 後 欄 に 掲 げ る 規 定 に 傍 線 で 示 す よ う に 改 正 す る 。  

改   正   後  改   正   前  

（ 農 産 物 検 査 の 報 告 ）  （ 農 産 物 検 査 の 報 告 ）  

第 五 条  （ 略 ）  第 五 条  （ 略 ）  

２  前 項 の 報 告 は 、 農 林 水 産 省 共 通 申 請 サ ー ビ ス を 利 用

す る 方 法 に よ り 、 こ れ に 代 え て 行 う こ と が で き る 。  

 

第 四 号 様 式 の 次 に 次 の 一 様 式 を 加 え る 。  
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第 八 号 様 式 中  

「 

   を  

」 

「 

 

 

            」 

第 九 号 様 式 中 「裸麦」 を「はだか麦」 に 改 め る 。  

附  則  

こ の 規 則 は 、 公 布 の 日 か ら 施 行 す る 。  

 

 三 重 県 企 業 立 地 促 進 条 例 施 行 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則 を こ こ に 公 布 し ま す 。  

  令 和 五 年 三 月 三 十 一 日  

三  重  県 知  事   一   見   勝   之    

三 重 県 規 則 第 三 十 八 号  

   三 重 県 企 業 立 地 促 進 条 例 施 行 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則  

三 重 県 企 業 立 地 促 進 条 例 施 行 規 則 （ 平 成 十 五 年 三 重 県 規 則 第 三 十 三 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。  

次 の 表 の 改 正 前 欄 に 掲 げ る 規 定 を 同 表 の 改 正 後 欄 に 掲 げ る 規 定 に 傍 線 で 示 す よ う に 改 正 す る 。  

改  正  後 改  正  前 

別表第二（第五条関係） 別表第二（第五条関係） 

 事業の種類 認定の基準   事業の種類 認定の基準  

 一～三 （略） （略）   一～三 （略） （略）  

 四 第四条第二

号又は第三号

に掲げる分野

又は業種に属

する事業 

立地計画について次のいずれかに該当

するとともに、立地企業において県税

の滞納がないこと。 

一 計画認定時において新規立地企

業であり、次に掲げる基準を全て

満たすこと。 

イ 操業開始の日において、立地

に係る投下償却資産額が二億円

以上であること。ただし、県南

部地域のうち東紀州地域、鳥羽

市、志摩市、大台町、南伊勢町

又は大紀町に立地を行う場合に

あっては三千万円以上、県南部

地域のうち伊勢市、玉城町又は

度会町に立地を行う場合にあっ

ては一億円以上であること。 

ロ （略） 

ハ （略） 

二 計画認定時において県内操業企

業であり、次に掲げる基準を全て

満たすこと。 

  四 第四条第二

号又は第三号

に掲げる分野

又は業種に属

する事業 

立地計画について次のいずれかに該当

するとともに、立地企業において県税の

滞納がないこと。 

一 計画認定時において新規立地企

業であり、次に掲げる基準を全て

満たすこと。 

イ 操業開始の日において、立地

に係る投下償却資産額が二億円

以上であること。ただし、県南

部地域のうち東紀州地域、鳥羽

市、大台町、南伊勢町又は大紀

町に立地を行う場合にあっては

三千万円以上、県南部地域のう

ち伊勢市、志摩市、玉城町又は

度会町に立地を行う場合にあっ

ては一億円以上であること。 

ロ （略） 

ハ （略） 

二 計画認定時において県内操業企

業であり、次に掲げる基準を全て

満たすこと。 

 

  イ 当該立地計画の期間におい

て、立地に係る投下償却資産額

が二億円以上であること。ただ

し、県南部地域のうち東紀州地

域、鳥羽市、志摩市、大台町、 

   イ 当該立地計画の期間におい

て、立地に係る投下償却資産額

が二億円以上であること。ただ

し、県南部地域のうち東紀州地

域、鳥羽市、大台町、南伊勢町 

 

3等 規格外 

3等 

（等外） 

規格外 

（等外上） 

に 改 め る 。 
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  南伊勢町又は大紀町に立地を行

う場合にあっては三千万円以

上、県南部地域のうち伊勢市、

玉城町又は度会町に立地を行う

場合にあっては一億円以上であ

ること。 

   又は大紀町に立地を行う場合に

あっては三千万円以上、県南部

地域のうち伊勢市、志摩市、玉

城町又は度会町に立地を行う場

合にあっては一億円以上である

こと。 

 

  ロ （略） 

ハ （略） 

   ロ （略） 

ハ （略） 

 

 五 （略） （略）   五 （略） （略）  

 六 第四条第一

号又は第四号

に掲げる分野

又は業種に属

するもののう

ち、県南部地域

で行う事業 

一 県南部地域のうち東紀州地域、

鳥羽市、志摩市、大台町、南伊勢

町又は大紀町に立地を行う場合に

あっては、立地計画について次の

いずれかに該当するとともに、立

地企業において県税の滞納がない

こと。 

イ （略） 

ロ （略） 

二 県南部地域のうち伊勢市、玉城

町又は度会町に立地を行う場合に

あっては、立地計画について次の

いずれかに該当するとともに、立

地企業において県税の滞納がない

こと。 

イ （略） 

ロ （略） 

  六 第四条第一

号又は第四号

に掲げる分野

又は業種に属

するもののう

ち、県南部地

域で行う事業 

一 県南部地域のうち東紀州地域、

鳥羽市、大台町、南伊勢町又は大

紀町に立地を行う場合にあって

は、立地計画について次のいずれ

かに該当するとともに、立地企業

において県税の滞納がないこと。 

 

イ （略） 

ロ （略） 

二 県南部地域のうち伊勢市、志摩

市、玉城町又は度会町に立地を行

う場合にあっては、立地計画につ

いて次のいずれかに該当するとと

もに、立地企業において県税の滞

納がないこと。 

イ （略） 

ロ （略） 

 

 七 第四条第四

号に掲げる分

野又は業種に

属するものの

うち、宿泊施設

の立地にかか

る事業 

  

立地計画について次に掲げる基準を全

て満たすとともに、立地企業において

県税の滞納がないこと。 

  七 第四条第四

号に掲げる分

野又は業種に

属する事業 

  

立地計画について次に掲げる基準を全

て満たすとともに、立地企業において県

税の滞納がないこと。 

 

 一 土地又は旅館業法施行規則（昭

和二十三年厚生省令第二十八号）

第 4 条に基づき営業の全部を停止

若しくは廃止した旨を届け出てい

る宿泊施設を取得し、新たな宿泊

施設を開業するものであること。 

  一 雇用、経済波及等が県の経済に 

特に貢献するものとして知事が認 

めるものであること。 

 

 二 操業開始の日において、立地に 

係る投下償却資産額及び土地造成

費用の合計が五億円以上であるこ

と。 

    

 三 操業開始の日において、当該操 

業に伴って増加する常用雇用者の

数が十人以上であること。 

    

 四 操業開始の日から三年を経過す

る日までの間、三に掲げる要件を

満たしていること。 

    

 五 （略）   二 （略）  

 六 （略）   三 （略）  

 七 10室以上の客室数を有し、うち 

5室以上は 50㎡以上の専有面積を

有すること。 
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 八 地域産品を活用した飲食施設を

有すること。 

    

 九 英語で対応可能なスタッフが常

駐しており、県内の広域な観光案

内サービスを提供できること。 

    

 十 宿泊客が無料で利用可能なＷｉ

－Ｆｉ環境が整備されているこ

と。 

    

 八 （略） （略）   八 （略） （略）  

備考 備考 

一～七 （略） 一～七 （略） 

別表第三（第八条関係） 別表第三（第八条関係） 

 補 助 金 の

名称 
交付の要件 交付の対象及び額 

  補助金の

名称 
交付の要件 交付の対象及び額 

 

 一～三 

（略） 

（略） （略）   一～三 

（略） 

（略） （略）  

 四  研 究

開 発 施

設 等 立

地 補 助

金 

一 （略） （略）   四  研究

開発施

設等立

地補助

金 

一 （略） （略）  

二 計画認定時にお

いて県内操業企業

であり、次に掲げ

る要件を全て満た

すこと。 

イ （略） 

ロ （略） 

ハ  操業開始の

日において、立

地に係る投下

償却資産額が

二億円以上で

あること。ただ

し、県南部地域

のうち東紀州

地域、鳥羽市、

志摩市、大台

町、南伊勢町又

は大紀町に立

地を行う場合

にあっては三

千万円以上、県

南部地域のう

ち伊勢市、玉城

町又は度会町

に立地を行う

場合にあって

は一億円以上

であること。 

ニ （略） 

（略） 二 計画認定時にお

いて県内操業企業

であり、次に掲げ

る要件を全て満た

すこと。 

イ （略） 

ロ （略） 

ハ  操業開始の

日において、立

地に係る投下

償却資産額が

二億円以上で

あること。ただ

し、県南部地域

のうち東紀州

地域、鳥羽市、

大台町、南伊勢

町又は大紀町

に立地を行う

場合にあって

は三千万円以

上、県南部地域

のうち伊勢市、

志摩市、玉城町

又は度会町に

立地を行う場

合にあっては

一億円以上で

あること。 

ニ （略） 

（略） 

三 （略） （略） 三 （略） （略） 

 五・六 （略） （略）   五・六 （略） （略）  
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 （略）     （略）    

 七  上 質

な「みえ

旅」宿泊

施 設 立

地 補 助

金 

次に掲げる要件を全て

満たすこと。 

認定企業の立地に要す

る経費に対して交付す

るものとし、その額は、

計画認定の日（知事が

特に認める場合にあっ

ては、当該認める日）

から操業開始の日まで

に取得した投下償却資

産額及び土地造成費用

の合計に百分の十を乗

じて得た額（ただし、

立地する基礎自治体を

対象区域とする地域連

携ＤＭＯ（公益社団法

人三重県観光連盟を除

く。）又は地域ＤＭＯ

と連携して事業を実施

する場合は百分の二十

を乗じて得た額）とす

る。ただし、当該乗じ

て得た額が五億円を超

えるときは五億円とす

る。 

  七  サー

ビス産

業立地

補助金 

次に掲げる要件を全て

満たすこと。 

認定企業の立地に要す

る経費に対して交付す

るものとし、その額は、

計画認定の日（知事が

特に認める場合にあっ

ては、当該認める日）

から操業開始の日まで

に取得した投下償却資

産額に百分の十を乗じ

て得た額とする。ただ

し、当該乗じて得た額

が一億円を超えるとき

は、一億円とする。 

  

 

 一 別表第二第七号

の項下欄に掲げる

基準を全て満たし

ていること。 

  一 別表第二第七号

の項下欄に掲げる

基準を全て満たし

ていること。 

 

  二 操業開始の日か

ら三年を経過する

日までの間、前号

に掲げる要件を引

き続き満たしてい

ること。 

   二 操業開始の日か

ら三年を経過する

日までの間、前号

に掲げる要件を引

き続き満たしてい

ること。 

 

  三 立地計画につい

て、令和十一年三

月三十一日までに

条例第四条第三項

の認定を受けてい

ること。 

   三 立地計画につい

て、令和十一年三

月三十一日までに

条例第四条第三項

の認定を受けてい

ること。 

 

  

 八 （略） （略） （略）   八 （略） （略） （略）  

備考 備考 

一～四 （略） 

五 「ＤＭＯ」とは、観光庁「観光地域づくり法人の

登録制度に関するガイドライン」に則して登録され

た、登録ＤＭＯ及び候補ＤＭＯをいう。また「地域

連携ＤＭＯ」とは、複数の地方公共団体に跨がる区

域を一体とした観光地域として、「地域ＤＭＯ」と

は、原則として、基礎自治体である単独市町村の区

域を一体とした観光地域として、マーケティングや

マネジメント等を行うことにより観光地域づくり

を行う組織をいう。 

一～四 （略） 

第 一 号 様 式 を 次 の よ う に 改 め る 。  
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第 1号様式（第 3 条関係） 

年  月  日 

 

立地計画認定申請書 

 

 三重県知事 宛て 

 

住所又は所在地 

氏名又は名称及び                   

法人にあってはその代表者の氏名     

 

三重県企業立地促進条例第 4 条第 1 項の規定により、立地計画について認定を受けたいので、別紙のとおり申

請します。 

 

担 当 者 連 絡 先 

氏 名  

所 属 名  

電話／電子メール  

（規格Ａ4 版） 
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別紙 

立 地 計 画 

（氏名又は名称） 

1  企業の概要 

(1)  企業の名称等 

氏 名 又 は 名 称  代 表 者 名  

住 所 又 は 所 在 地  設 立 年 月 日 年  月  日 

資 本 金 円 外 資 比 率 ％ 

従 業 員 数 人   

注 次に掲げる書類を添付してください。 

(ア)  法人にあっては、その定款及び登記事項証明書 

(イ)  県を当事者又は立会人とする立地に関する協定書等の写し 

(ウ)  企業の概要を説明するパンフレットその他参考資料 

(エ)  外資系企業にあっては、外国資本の比率を証明する書類 

 

(2) 主要な事業所の概要 

名 称 所 在 地 操業開始年月 事業従事者数 
主要な事業内容及び

生産品目等 

  年 月   

  年 月   

  年 月   

計  －  － 

注 マザー工場の立地を行おうとする者にあっては、支援及び指導を行う工場についても記載してくださ 

い。 

 

(3)  過去 3 年間の収支状況 

（単位 百万円） 

区 分 年度 年度 年度 備 考 

売 上 げ     

当 期 利 益     

注 過去 3 年間の決算書（附属明細書を含む。）を添付してください。 

 

(4) 直近の年度における三重県への納税額 

（単位 千円） 

法 人 事 業 税 法 人 県 民 税 不 動 産 取 得 税 合 計 

    

注 三重県の県税の納税証明書（全ての県税に滞納がないこと。）を添付してください。 

 

2  立地に係る事業の概要 

事 業 所 の 名 称  

業 種  

事 業 内 容  

注 「事業内容」の欄については、製造業及び地域資源を活用した企業の立地を行おうとする者にあっては立 

地計画終了時点における生産品目の数量及び生産額の見込み、マザー工場の立地を行おうとする者にあって

は支援及び指導を行う他工場について、スマート工場の立地を行おうとする者にあっては情報の分析又は活

用方法及び生産性向上等の見込みについて、研究開発施設の立地を行おうとする者にあっては研究開発の内

容の詳細を記載してください。また、宿泊施設の立地を行おうとする者にあっては、客室数、専有面積、飲

食施設、英語対応、観光案内、Wi-Fi 環境、及び DMO との連携について、詳細を記載してください。 

さらに、本社機能の移転を行おうとする者にあっては、移転する本社機能の詳細について記載してください。 
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3  立地の場所等及び時期 

(1) 立地の場所等 

所 在 地  

事 業 所 用 地 の 面 積 ㎡ 

法 令 に よ る 土 地 利 用 の 規 制 の 状 況  

 

(2) 立地の時期 

区   分 実施時期 

建 設 工 事 着  工 年  月  日 竣
しゅん

 工 年  月  日 

賃 貸 借 契 約 契約の締結 年  月  日 

機 械 設 備 等 設 置 年  月  日 

操 業 開 始 年  月  日 移 転 完 了 年  月  日 

注 「移転完了」の欄については、本社機能の移転を行おうとする者のみ記載してください。 

 

4  立地に係る用地及び建物の取得等に関する事項 

(1) 用地取得又は賃借 

所 在 地 面 積 契約年月日 
所有権移転等登記

年月日 
備 考 

 ㎡ 年 月 日 年 月 日  

 ㎡ 年 月 日 年 月 日  

計 ㎡ － －  

 

(2) 土地利用に関する法令の規定による許可その他処分の状況又は見込み 

許可その他処分の内容 申請年月日 申請先 
許可その他処分の

年月日 

許可その他処分の

見込み 

 年  月  日  年  月  日  

 年  月  日  年  月  日  

 

(3) 建物等の面積 

（単位 ㎡） 

区    分 
事 業 所 全 体 

備  考 
建 築 面 積 延 床 面 積 

建物及び附属設備    

そ の 他    

合 計    

注 建物等の配置計画図及び面積が確認できる資料を添付してください。 
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5 立地に伴う設備投資及び雇用に関する事項 

 

(1)  マイレージ適用以外 

（ア） 投資計画 

（単位 千円） 

区 分 

計    画 

備 考 操業時まで 

( . ～ . ) 

操業後 1 年 

( . ～ . ) 

操業後 2 年 

( . ～ . ) 

操業後 3 年 

( . ～ . ) 
合 計 

用 地       

土 地 造 成 費       

建物及び附属

設備 

      

機 械 設 備 等       

家 賃       

そ の 他       

合  計       

補助金交付申請予定 
補助金の種類  

交付申請予定額  

    注 

1 「土地造成費」の欄については、上質な「みえ旅」宿泊施設立地補助金を利用しようとする者の

み記載してください。 

2 「建物及び附属設備」、「機械設備等」及び「その他」の欄については、投下償却資産額（消費

税及び地方消費税除く。）の合計額を記載してください。 

3 本社機能の移転を行おうとする者は、移転完了時まで及び移転完了後 3 年までの計画を記載してく

ださい。 

 

(イ) 事業従事者等の数 

（単位 人） 

区  分 

計 画 

認定申請時 

( . ) 

操業開始時（移

転完了時） 

( . ) 

操業開始後（移

転完了後）1 年 

( . ) 

操業開始後（移

転完了後）2 年 

( . ) 

操業開始後（移

転完了後）3 年 

( . ) 

 事業従事者 
 

（  ） 

 

（  ） 

 

（  ） 

 

（  ） 

 

（  ） 

 
常用雇用者 

 

（  ） 

 

（  ） 

 

（  ） 

 

（  ） 

 

（  ） 

 その他の事業従事者      

 注 

1 「その他の事業従事者」の欄については、役員、契約社員、パート、アルバイト等の人数を記載 

してください。 

2 本社機能の移転を行おうとする者にあっては、移転完了時まで及び移転完了後 3 年までの計画を 

記載してください。また、（  ）内に本社機能部門で勤務する人数について記載してください。 
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(2)  マイレージ適用 

（ア） 投資計画 

（単位 千円） 

区 分 

計    画 

合 計 
認定後 

1 年 

( ･ ) 

認定後 

2 年 

( ･ ) 

認定後 

3 年 

( ･ ) 

認定後 

4 年 

( ･ ) 

認定後 

5 年 

( ･ ) 

認定後 

6 年 

( ･ ) 

用 地        

建 物 及 び 附 属 設 備        

機 械 設 備 等        

そ の 他        

合 計        

 

注 「建物及び附属設備」、「機械設備等」及び「その他」の欄については、投下償却資産額（消費税 

及び地方消費税除く。）の合計額を記載してください。 

 

(イ) 事業従事者等の数 

（単位 人） 

区 分 

計    画 

認 定 

申請時 

( ･ ) 

認定後 

1 年 

( ･ ) 

認定後 

2 年 

( ･ ) 

認定後 

3 年 

( ･ ) 

認定後 

4 年 

( ･ ) 

認定後 

5 年 

( ･ ) 

認定後 

6 年 

( ･ ) 

事 業 従 事 者        

 常用雇用者  

（ ） 

 

（ ） 

 

（ ） 

 

（ ） 

 

（ ） 

 

（ ） 

 

（ ） 

 45 歳未満の者   

【 】 

 

【 】 

 

【 】 

 

【 】 

 

【 】 

 

【 】 

45 歳以上の者   

【 】 

 

【 】 

 

【 】 

 

【 】 

 

【 】 

 

【 】 

その他の事業従事

者 

       

   注 

1 「その他の事業従事者」の欄については、役員、契約社員、パート、アルバイト等を記載してくだ 

さい。 

2 （ ）内に本社機能部門で勤務する人数について記載してください。 

3 【 】内に新たに採用され、県外から県内に住所を移した者の人数について記載してください。 

なお、企業内での転勤を含みません。 

 

 （ウ）補助金の交付申請予定 

補助金の種類  

 

項目 計画値① 補助率② 計（①×②） 

投資額 千円 ％ 千円 

事業従事者増加数 うち 45 歳未満 人 500 千円 千円 

うち 45 歳以上 人 300 千円 千円 

うち県外からの採用者 人 500 千円 千円 

交付申請予定額 千円   
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   注 「事業従事者増加数」の欄については、成長産業立地補助金、マザー工場型拠点立地補助金及び外資系 

企業アジア拠点立地補助金の場合は５人を、地域資源活用型産業等立地補助金の場合は３人を除いた人数

を記載してください。 

 

(エ) 県内障害者雇用率 

（単位 ％） 

区 分 

計   画 

認定申請時 

( . ) 

認定後 1 年 

( . ) 

認定後 2 年 

( . ) 

認定後 3 年 

( . ) 

認定後 4 年 

( . ) 

認定後 5 年 

( . ) 

県内障害者雇用

率 
      

 

6  立地に必要な資金の額及び調達方法 

（単位 千円） 

区 分 投資額 

調  達  方  法 

備考 
自己資金 

補助金、奨

励金等 

借入金 その他の資

金 銀行 その他 

用 地        

建物及び附属

設備 

       

機 械 設 備 等        

家 賃        

そ の 他        

計        

注 資金調達の方法が借入金による場合であって、担保権を設定するときは、備考欄にその担保権の種類を記 

載してください。 

 

7  立地に係る環境の保全に関する事項 

(1) 環境保全に対する当該事業所の取組 

大気関係（粉 塵
じん

及び悪臭関係） 
 

水質関係（土壌汚染関係を含む）  

騒 音 振 動 関 係  

廃 棄 物 関 係  

そ の 他 の 取 組  

 

(2) 環境の保全に関する国、県、市町等の施策への協力 
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 第 四 号 様 式 を 次 の よ う に 改 め る 。  
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第 4号様式（第 11 条関係） 

年  月  日 

 

事業実施状況報告書 

 

三重県知事 宛て 

 

住所又は所在地 

氏名又は名称及び                  

法人にあってはその代表者の氏名 

 

三重県企業立地促進条例第 9 条の規定により、   年  月  日付け   第    号で認定通知のあ

った認定計画の実施状況（   年  月  日から   年  月  日まで）について、次のとおり報告し

ます。 

 

1  企業の概要（   年  月  日現在） 

(1) 企業の名称等 

住所又は所在地  

氏 名 又 は 名 称  代 表 者 名  

資 本 金 円 外 資 比 率 ％ 

従 業 員 数 人   

注 1 法人にあっては、その登記事項証明書を添付してください。 

2 次に掲げる書類について、提出済みの内容から変更のあった年度においては、最新のものを添付し

てください。 

(ア)  定款及び役員一覧表 

(イ)  企業の概要を説明するパンフレットその他参考資料 

(ウ)  外資系企業にあっては、外国資本の比率を証明する書類 

 

(2) 主要な事業所の概要（   年  月  日現在） 

名 称 所 在 地 操業開始年月 事業従事者数 
主要な事業内容及び

生産品目 

  年 月 人  

  年 月 人  

  年 月 人  

計 － － 人 － 

 

(3) 収支状況（直近の決算状況） 

（単位 百万円） 

区 分 額 及 び 率 備 考 

売 上 げ   

当 期 利 益   

注 当該年度の決算書（附属明細書を含む。）を添付してください。 

 

(4) 直近の年度における三重県への納税額 

（単位 千円） 

法 人 事 業 税 法 人 県 民 税 不 動 産 取 得 税 合 計 

    

注 三重県の県税の納税証明書（全ての県税に滞納がないこと。）を添付してください。 
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2  立地に係る事業の概要 

事 業 所 の 名 称  

業 種  

事 業 内 容  

立地計画に係る事業見通し及び当該事

業を取り巻く環境 

 

注 事業内容等を証明する資料を添付してください。 

 

3  立地の場所等及び時期 

(1) 立地の場所等 

所 在 地  

事 業 所 用 地 の 面 積 ㎡ 

法 令 に よ る 土 地 利 用 の 規 制 の 状 況  

 

(2) 立地の時期 

区   分 実 施 時 期 

建 設 工 事 着  工 年  月  日 竣
しゅん

 工 年  月  日 

賃貸借契約の締結 年  月  日 機械設備等設置 年  月  日 

移 転 完 了 年  月  日 

操 業 開 始 1 回目 年  月  日 2 回目 年  月  日 

   注 

1  「移転完了」の欄については、本社機能の移転を行おうとする者のみ記載してください。 

2  「操業開始」の欄については、3 回目以降が発生する場合は欄を追加して記載してください。 

 

4  立地に係る用地及び建物に関する事項 

(1) 用地取得又は賃借 

所 在 地 面 積 契約年月日 
所有権移転等登記

年月日 
備 考 

 ㎡ 年 月 日 年 月 日  

 ㎡ 年 月 日 年 月 日  

計 ㎡ － －  

 

(2) 土地利用に関する法令の規定による許可その他処分の状況又は見込み 

許可その他処分の内容 申 請 年 月 日 申請先 
許可その他処分の

年月日 

許可その他処分の

見込み 

 年  月  日  年  月  日  

 年  月  日  年  月  日  

 

(3) 建物等の面積 

区    分 
事 業 所 全 体 

備  考 
建 築 面 積 延 床 面 積 

建物及び附属設備 ㎡ ㎡  

そ  の  他 ㎡ ㎡  

合    計 ㎡ ㎡  

注 建物等の配置計画図及び面積が確認できる資料を添付してください。 
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5 立地に伴う設備投資及び雇用に関する項目 

(1)  マイレージ適用以外 

（ア） 投資計画及び実績 

（単位 千円） 

区  分 

計画及び実績 

備 考 

操業開始時

まで 

（ ～ ） 

(実績) 

操業後 1年度 

（ ～ ） 

(計画・実績) 

操業後 2年度 

（ ～ ） 

(計画・実績) 

操業後 3年度 

（ ～ ） 

(計画・実績) 
合 計 

用 地       

土 地 造 成 費       

建 物 及 び 附 属 設 備       

機 械 設 備 等       

家 賃       

そ の 他       

合 計       

 ※補助対象経費       

   注 

1 「建物及び附属設備」、「機械設備等」及び「その他」の欄については、投下償却資産額（消費税及 

び地方消費税除く。）の合計額を記載してください。 

2 「実績」の項に係る固定資産の明細書を添付してください。 

3 補助対象となる投下償却資産に担保権を設定する場合は、備考欄にその担保権の種類を記載するとと 

もに、それを証する書類を添付してください。 

 

(イ) 事業従事者等の数 

（単位 人） 

区  分 

計画及び実績 

備 考 

認定申請時 

( . ) 

操業 開始時

（移 転完了

時） 

( . ) 

(実績) 

操業 開始後

（移 転完了

後）1 年 

( . ) 

(計画・実績) 

操業開 始後

（移転 完了

後）2 年 

( . ) 

(計画・実績) 

操業 開始後

（移 転完了

後）3 年 

( . ) 

(計画・実績) 

 事業従事者 
 

（  ） 

 

（  ） 

 

（  ） 

 

（  ） 

 

（  ） 

 

 常用雇用者  

（  ） 

 

（  ） 

 

（  ） 

 

（  ） 

 

（  ） 

 

 

 その他の事業従事者       

注 

1  「その他の事業従事者」の欄については、役員、契約社員、パート、アルバイト等の人数を記載してく

ださい。 

2  本社機能の移転を行おうとする者にあっては、移転完了時まで及び移転完了後 3 年までの計画を記載

してください。また、（  ）内に本社機能部門で勤務する人員数について記載してください。 
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(2)  マイレージ適用 

（ア） 投資計画及び実績 

（単位 千円） 

区 分 

計    画 

合 計 

操業開

始時ま

で 

(認定後

年 月) 

( ･ ) 

(実績) 

操業開

始後 1

年 

(認定後

年 月) 

( ･ ) 

(計画・

実績) 

操業開

始後 2

年 

(認定後

年 月) 

( ･ ) 

(計画・

実績) 

操業開

始後 3

年 

(認定後

年 月) 

( ･ ) 

(計画・

実績) 

操業開

始後 4

年 

(認定後

年 月) 

( ･ ) 

(計画・

実績) 

操業開

始後 5

年 

(認定後

年 月) 

( ･ ) 

(計画・

実績) 

操業開

始後 6

年 

(認定後 

年 月) 

( ･ ) 

(計画・

実績) 

用 地         

建物及び附

属設備 

        

機械設備等         

そ の 他         

合 計         

 ※補助対

象経費 

        

注 

1 「建物及び附属設備」、「機械設備等」及び「その他」の項については、投下償却資産額（消費税及び地

方消費税除く。）の合計額を記載してください。 

2 「実績」の項に係る固定資産の明細書を添付してください。 

3 補助対象となる投下償却資産に担保権を設定する場合は、備考欄にその担保権の種類を記載するととも 

に、それを証する書類を添付してください。 

 

   （イ） 事業従事者等の数 

（単位 人） 

区 分 

計    画 

認定申請 

時 

( ･ ) 

操業開始

時 

(認定後年 

月) 

( ･ ) 

(実績) 

操業開始

後 1 年 

(認定後年 

月) 

( ･ ) 

(計画・実

績) 

操業開始

後 2 年 

(認定後年 

月) 

( ･ ) 

(計画・実

績) 

操業開始

後 3 年 

(認定後年 

月) 

( ･ ) 

(計画・実

績) 

操業開始

後 4 年 

(認定後年 

月) 

( ･ ) 

(計画・実

績) 

操業開始後

5 年 

(認定後年 

月) 

( ･ ) 

(計画・実

績) 

操業開始

後 6 年 

(認定後 

年 月) 

( ･ ) 

(計画・実

績) 

事 業 従 事 者         

 常用雇用者  

（ ） 

 

（ ） 

 

（ ） 

 

（ ） 

 

（ ） 

 

（ ） 

 

（ ） 

 

（ ） 

 45 歳未満の者   

【 】 

 

【 】 

 

【 】 

 

【 】 

 

【 】 

 

【 】 

 

【 】 

45 歳以上の者   

【 】 

 

【 】 

 

【 】 

 

【 】 

 

【 】 

 

【 】 

 

【 】 

その他の事業従

事者 

        

注 

1 「その他の事業従事者」の欄については、役員、契約社員、パート、アルバイト等を記載してください。 
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   2  （ ）内に本社機能部門で勤務する人員数について記載してください。 

 3 【 】内に新たに採用され、県外から県内に住所を移した者の人数について記載してください。 

なお、企業内での転勤を含みません。 

 

 (ウ) 県内障害者雇用率 

（単位 ％） 

区 分 

計画及び実績 

認定申請時 

( . ) 

認定後 1 年 

( . ) 

(計画･実績) 

認定後 2 年 

( . ) 

(計画･実績) 

認定後 3 年 

( . ) 

(計画･実績) 

認定後 4 年 

( . ) 

(計画･実績) 

認定後 5 年 

( . ) 

(計画･実績) 

県 内 障 害 者

雇用率 
      

 

6  立地に係る環境の保全に関する取組 

(1) 環境保全に対する当該事業所の取組 

大気関係（粉 塵
じん

及び悪臭関係） 
 

水質関係（土壌汚染関係を含む。）  

騒 音 振 動 関 係  

廃 棄 物 関 係  

そ の 他 の 取 組  

 

(2) 環境の保全に関する国、県、市町等の施策への協力 
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附  則  

１  こ の 規 則 は 、 令 和 五 年 四 月 一 日 か ら 施 行 す る 。  
２  こ の 規 則 に よ る 改 正 後 の 三 重 県 企 業 立 地 促 進 条 例 施 行 規 則 の 規 定 は 、 こ の 規 則 の 施 行 の 日 以 後 に 認 定 を 受 け

た 三 重 県 企 業 立 地 促 進 条 例 （ 平 成 十 五 年 三 重 県 条 例 第 一 号 ） 第 四 条 第 一 項 の 規 定 に よ る 立 地 計 画 （ 以 下 こ の 項

に お い て 単 に 「 立 地 計 画 」 と い う 。 ） に つ い て 適 用 し 、 同 日 前 に 認 定 を 受 け た 立 地 計 画 に つ い て は 、 な お 従 前 の

例 に よ る 。  

 

 

人 事 委 規 則 

 

三 重 県 人 事 委 員 会 は 、 職 員 の 特 殊 勤 務 手 当 に 関 す る 条 例 （ 昭 和 四 十 一 年 三 重 県 条 例 第 二 十 九 号 ） の 規 定 に 基 づ

き 、 三 重 県 人 事 委 員 会 規 則 七 ― 四 （ 職 員 の 特 殊 勤 務 手 当 に 関 す る 規 則 ） の 一 部 を 改 正 す る 規 則 を こ こ に 公 布 し ま

す 。  

 令 和 五 年 三 月 三 十 一 日  

                         三 重 県 人 事 委 員 会 委 員 長   降   籏   道   男  

   三 重 県 人 事 委 員 会 規 則 七 ― 四 （ 職 員 の 特 殊 勤 務 手 当 に 関 す る 規 則 ） の 一 部 を 改 正 す る 規 則  

三 重 県 人 事 委 員 会 規 則 七 ― 四 （ 職 員 の 特 殊 勤 務 手 当 に 関 す る 規 則 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。  

次 の 表 の 改 正 前 欄 に 掲 げ る 規 定 を 同 表 の 改 正 後 欄 に 掲 げ る 規 定 に 傍 線 で 示 す よ う に 改 正 す る 。  

改   正   後  改   正   前  

別 表 第 三 （ 第 五 条 関 係 ）  別 表 第 三 （ 第 五 条 関 係 ）  

    保 健 福 祉 業 務 手 当  保 健 福 祉 業 務 手 当  

 適   用   範   囲  支  給  額    適   用   範   囲  支  給  額   

 一 ～ 五  （ 略 ）  （ 略 ）    一 ～ 五  （ 略 ）  （ 略 ）   

 六  条 例 第 五 条

第 一 項 第 六 号

に 規 定 す る 業

務 に 従 事 す る

者  

１ ～ ９  （ 略 ）  （ 略 ）    六  条 例 第 五 条

第 一 項 第 六 号

に 規 定 す る 業

務 に 従 事 す る

者  

１ ～ ９  （ 略 ）  （ 略 ）   

 1
0  薬 剤 師  月 額  一 三 、 〇

五 〇 円  

  1
0  薬 剤 師 及 び 人 事 委

員 会 が 別 に 定 め る 者  

月 額  一 三 、 〇

五 〇 円  

 

 1
1 ・ 1
2  （ 略 ）  

（ 略 ）  
  1

1 ・ 1
2  （ 略 ）  

（ 略 ）  
 

 七 ・ 八  （ 略 ）   （ 略 ）    七 ・ 八  （ 略 ）   （ 略 ）   

別 表 第 十 一 （ 第 二 十 六 条 関 係 ）  別 表 第 十 一 （ 第 二 十 六 条 関 係 ）  

刑 事 作 業 手 当 等  刑 事 作 業 手 当 等  

 適   用   範   囲  支  給  額    適   用   範   囲  支  給  額   

 一 ～ 四  （ 略 ）  （ 略 ）    一 ～ 四  （ 略 ）  （ 略 ）   

 五  条 例

第 三 十

四 条 第

一 項 に

規 定 す

る 警 察

特 殊 業

務 に 従

事 す る

者  

１ ～ 1
1  （ 略 ）  （ 略 ）    五  条 例

第 三 十

四 条 第

一 項 に

規 定 す

る 警 察

特 殊 業

務 に 従

事 す る

者  

１ ～ 1
1  （ 略 ）  （ 略 ）   

 1
2  条 例 第

三 十 四 条 第

一 項 第 十 一

号 の 業 務 に

従 事 す る 者  

(
1
)

 銃 器 若 し く

は ク ロ ス ボ ウ

（ 銃 砲 刀 剣 類

所 持 等 取 締 法

（ 昭 和 三 十 三

年 法 律 第 六 号 ）

第 三 条 第 一 項

に 規 定 す る ク

ロ ス ボ ウ を い

う 。 ） （ 以 下 「 銃

器 等 」 と い う 。 ）

又 は 銃 器 等 と

思 料 さ れ る も

の を 使 用 し て  

日 額  一 、 六 四

〇 円  

  1
2  条 例 第

三 十 四 条 第

一 項 第 十 一

号 の 業 務 に

従 事 す る 者  

(
1
)

 銃 器 又 は 銃

器 と 思 料 さ れ

る も の を 使 用

し て い る 犯 罪

現 場 に お け る

犯 人 の 逮 捕 等

の 業 務 に 従 事

す る 者  

日 額  一 、 六 四

〇 円  
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   い る 犯 罪 現 場

に お け る 犯 人

の 逮 捕 等 の 業

務 に 従 事 す る

者  

        

   (
2
)

 銃 器 等 を 所

持 す る 犯 人 の

逮 捕 の 業 務 に

従 事 す る 者  

日 額  一 、 一 〇

〇 円  

    (
2
)

 銃 器 を 所 持

す る 犯 人 の 逮

捕 の 業 務 に 従

事 す る 者  

日 額  一 、 一 〇

〇 円  

 

   (
3
)

 （ 略 ）  （ 略 ）      (
3
)

 （ 略 ）  （ 略 ）   

   (
4
)

 (
2
)

の 業 務 に

付 随 し て 行 わ

れ る 固 定 配 置

の 業 務 （ 銃 器 等

を 使 用 し た 犯

人 の 逮 捕 の 業

務 に 限 る 。 ） そ

の 他 人 事 委 員

会 が こ れ に 相

当 す る と 認 め

る も の に 従 事

す る 者  

日 額  八 二 〇

円  

    (
4
)

 (
2
)

の 業 務 に

付 随 し て 行 わ

れ る 固 定 配 置

の 業 務 （ 銃 器 を

使 用 し た 犯 人

の 逮 捕 の 業 務

に 限 る 。 ） そ の

他 人 事 委 員 会

が こ れ に 相 当

す る と 認 め る

も の に 従 事 す

る 者  

日 額  八 二 〇

円  

 

          

   附  則  

こ の 規 則 は 、 令 和 五 年 四 月 一 日 か ら 施 行 す る 。  

 

三 重 県 人 事 委 員 会 は 、 職 員 の 給 与 に 関 す る 条 例 （ 昭 和 二 十 九 年 三 重 県 条 例 第 六 十 七 号 ） の 規 定 に 基 づ き 、 三 重

県 人 事 委 員 会 規 則 七 ― 一 二 （ 職 員 の 管 理 職 手 当 に 関 す る 規 則 ） の 一 部 を 改 正 す る 規 則 を こ こ に 公 布 し ま す 。  

  令 和 五 年 三 月 三 十 一 日  

                          三 重 県 人 事 委 員 会 委 員 長   降   籏   道   男  

三 重 県 人 事 委 員 会 規 則 七 ― 一 二 （ 職 員 の 管 理 職 手 当 に 関 す る 規 則 ） の 一 部 を 改 正 す る 規 則  

 三 重 県 人 事 委 員 会 規 則 七 ― 一 二 （ 職 員 の 管 理 職 手 当 に 関 す る 規 則 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。  

 次 の 表 の 改 正 前 欄 に 掲 げ る 規 定 を 同 表 の 改 正 後 欄 に 掲 げ る 規 定 に 傍 線 で 示 す よ う に 改 正 す る 。  

 改   正   後  改   正   前  

別 表 第 一 （ 第 二 条 関 係 ）  別 表 第 一 （ 第 二 条 関 係 ）  

 組 織  職  区 分    組 織  職  区 分   

 知 事 部

局  

本 庁  部 長  一 種    知 事 部

局  

本 庁  部 長  一 種   

  理 事      理 事    

  会 計 管 理 者      会 計 管 理 者    

       デ ジ タ ル 社 会 推 進 局

長  

  

  出 納 局 長      出 納 局 長    

  （ 略 ）  （ 略 ）     （ 略 ）  （ 略 ）   

     次 長 （ 任 用 規 則 別 表 に

規 定 す る 次 長 級 の 職

で 、 職 の 区 分 が 四 種 と

定 め ら れ て い る も の

を 除 く 。 ）  

五 種        次 長 （ 任 用 規 則 別 表 に

規 定 す る 次 長 級 の 職

で 、 職 の 区 分 が 四 種 と

定 め ら れ て い る も の

を 除 く 。 ）  

五 種   

    参 事           
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    コ ン プ ラ イ ア ン ス 総

括 監  

         

    ひ と づ く り 政 策 総 括

監  

       ひ と づ く り 政 策 総 括

監  

   

       ゼ ロ エ ミ ッ シ ョ ン プ

ロ ジ ェ ク ト 総 括 監  

         ゼ ロ エ ミ ッ シ ョ ン プ

ロ ジ ェ ク ト 総 括 監  

  

    プ ロ モ ー シ ョ ン 総 括

監  

         

       太 平 洋 ・ 島 サ ミ ッ ト 推

進 総 括 監  

              

           コ ン プ ラ イ ア ン ス 総

括 監  

  

       医 療 政 策 総 括 監            医 療 政 策 総 括 監     

                  へ き 地 医 療 総 括 監     

    子 ど も 政 策 総 括 監           

    廃 棄 物 対 策 総 括 監           

       首 都 圏 営 業 拠 点 運 営

総 括 監  

          首 都 圏 営 業 拠 点 運 営

総 括 監  

   

                  太 平 洋 ・ 島 サ ミ ッ ト 推

進 総 括 監  

   

    Ｇ 7 交 通 大 臣 会 合 推

進 プ ロ ジ ェ ク ト 総 括

監  

      Ｇ 7 交 通 大 臣 会 合 推

進 プ ロ ジ ェ ク ト 総 括

監  

  

       工 事 検 査 総 括 監            工 事 検 査 総 括 監     

                  参 事     

    次 長 （ 任 用 規 則 別 表 に

規 定 す る 課 長 級 の 職

で 、 困 難 な 業 務 を 行 う

も の に 限 る 。 ）  

六 種       次 長 （ 任 用 規 則 別 表 に

規 定 す る 課 長 級 の 職

に あ る も の に 限 る 。 ）  
六 種   

    副 局 長 （ 任 用 規 則 別 表

に 規 定 す る 課 長 級 の

職 で 、 困 難 な 業 務 を 行

う も の に 限 る 。 ）  

 

     副 局 長 （ 任 用 規 則 別 表

に 規 定 す る 課 長 級 の

職 に あ る も の に 限

る 。 ）  

 

 

       （ 略 ）  （ 略 ）       （ 略 ）  （ 略 ）   

    課 長 （ 任 用 規 則 別 表 に

規 定 す る 課 長 級 の 職

に あ つ て は 、 職 の 区 分

が 七 種 及 び 十 種 と 定

め ら れ て い る も の を

除 く 。 ）  

八 種       課 長 （ 任 用 規 則 別 表 に

規 定 す る 課 長 級 の 職

に あ つ て は 、 職 の 区 分

が 七 種 及 び 十 種 と 定

め ら れ て い る も の を

除 き 、 任 用 規 則 別 表 に

規 定 す る 課 長 補 佐 級

の 職 に あ つ て は 、 困 難

な 業 務 を 行 う も の に

限 る 。 ）  

八 種   

    担 当 課 長 （ 職 の 区 分 が

十 種 と 定 め ら れ て い

る も の を 除 く 。 ）  

      担 当 課 長 （ 職 の 区 分 が

十 種 と 定 め ら れ て い

る も の を 除 く 。 ）  

  

       課 長 （ 任 用 規 則 別 表 に

規 定 す る 課 長 級 の 職  

十 種          課 長 （ 任 用 規 則 別 表 に

規 定 す る 課 長 級 の 職  

十 種   
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    に あ つ て は 、 人 事 委 員

会 が 別 に 定 め る も の

に 限 る 。 ）  

      に あ つ て は 、 人 事 委 員

会 が 別 に 定 め る も の

に 限 り 、 任 用 規 則 別 表

に 規 定 す る 課 長 補 佐

級 の 職 に あ つ て は 、 職

の 区 分 が 八 種 及 び 十

一 種 と 定 め ら れ て い

る も の を 除 く 。 ）  

  

       担 当 課 長 （ 人 事 委 員 会

が 別 に 定 め る も の に

限 る 。 ）  

          担 当 課 長 （ 人 事 委 員 会

が 別 に 定 め る も の に

限 る 。 ）  

   

    コ ン プ ラ イ ア ン ス ・ 労

使 協 働 推 進 監  

         

    企 画 調 整 監           

    県 民 の 声 相 談 監           

                  検 査 監     

                  コ ン ビ ナ ー ト 防 災 監     

       ゼ ロ エ ミ ッ シ ョ ン プ

ロ ジ ェ ク ト 推 進 監  

         ゼ ロ エ ミ ッ シ ョ ン プ

ロ ジ ェ ク ト 推 進 監  

  

       プ ロ モ ー シ ョ ン 推 進

監  

             

       太 平 洋 ・ 島 サ ミ ッ ト 推

進 監  

             

                  県 民 の 声 相 談 監     

           コ ン プ ラ イ ア ン ス ・ 労

使 協 働 推 進 監  

  

           企 画 調 整 監    

    人 権 ・ 危 機 管 理 監        人 権 ・ 危 機 管 理 監    

    コ ン ビ ナ ー ト 防 災 監           

    へ き 地 医 療 総 括 監           

       地 域 共 生 社 会 推 進 監            地 域 共 生 社 会 推 進 監     

                  子 ど も 虐 待 対 策 ・ 里 親

制 度 推 進 監  

   

                 土 砂 対 策 監     

       人 権 監            人 権 監     

       消 費 生 活 監            消 費 生 活 監     

    土 砂 対 策 監           

    農 林 水 産 政 策 ・ 輸 出 促

進 監  

       農 林 水 産 政 策 ・ 輸 出 促

進 監  

   

                  障 が い 者 雇 用 推 進 監     

                  太 平 洋 ・ 島 サ ミ ッ ト 推

進 監  

   

                  緊 急 経 済 対 策 監     

                  Ｍ Ｉ Ｃ Ｅ 誘 致 推 進 監     

       建 設 企 画 監            建 設 企 画 監     

       水 災 害 対 策 監            水 災 害 対 策 監     

       建 築 審 査 監            建 築 審 査 監     

    検 査 監           

       会 計 支 援 監            会 計 支 援 監     

     十 一 種       課 長 （ 任 用 規 則 別 表 に  十 一 種   
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           規 定 す る 課 長 補 佐 級

の 職 で 、 人 事 委 員 会 が

別 に 定 め る も の に 限

る 。 ）  

  

    副 課 長        副 課 長    

    副 参 事        副 参 事    

    専 門 監        専 門 監    

  地 域

機 関  

( 略) （ 略 ）  （ 略 ）     地 域

機 関  

( 略) （ 略 ）  （ 略 ）   

  そ の

他  

（ 略 ）  （ 略 ）     そ の
他  

（ 略 ）  （ 略 ）   

  地 域 機 関 の 長 （ 任 用 規

則 別 表 に 規 定 す る 次

長 級 の 職 に あ る も の

に 限 る 。 ）  
五 種      五 種   

  参 事         

  児 童 相 談 セ ン タ ー 所

長  

       

  斎 宮 歴 史 博 物 館 長     斎 宮 歴 史 博 物 館 長   

      児 童 相 談 セ ン タ ー 所

長  

 

  中 央 農 業 改 良 普 及 セ

ン タ ー 所 長  

   中 央 農 業 改 良 普 及 セ

ン タ ー 所 長  

 

  中 央 家 畜 保 健 衛 生 所

長  

   中 央 家 畜 保 健 衛 生 所

長  

 

      地 域 機 関 の 長 （ 任 用 規

則 別 表 に 規 定 す る 次

長 級 の 職 に あ る も の

に 限 る 。 ）  

 

        参 事   

   （ 略 ）  （ 略 ）      （ 略 ）  （ 略 ）   

   保 健 環 境 研 究 所 長  

障 害 者 相 談 支 援 セ ン

タ ー 所 長  

人 権 セ ン タ ー 所 長  

 

 

 

 

林 業 研 究 所 長  

 

農 業 研 究 所 長  

畜 産 研 究 所 長  

水 産 研 究 所 長  

工 業 研 究 所 長  

津 高 等 技 術 学 校 長  

八 種  

（ 人 事 委 員 会

が 特 に 認 め る

場 合 に あ つ て

は 、 五 種 ）  

     

 

 

人 権 セ ン タ ー 所 長  

津 高 等 技 術 学 校 長  

障 害 者 相 談 支 援 セ ン

タ ー 所 長  

保 健 環 境 研 究 所 長  

林 業 研 究 所 長  

工 業 研 究 所 長  

農 業 研 究 所 長  

畜 産 研 究 所 長  

水 産 研 究 所 長  

八 種  

（ 人 事 委 員 会

が 特 に 認 め る

場 合 に あ つ て

は 、 五 種 ）  

 

   （ 略 ）  （ 略 ）      （ 略 ）  （ 略 ）   

   地 域 機 関 の 長 （ 任 用 規

則 別 表 に 規 定 す る 課

長 級 の 職 に あ つ て は 、

人 事 委 員 会 が 別 に 定  

十 種      地 域 機 関 の 長 （ 任 用 規

則 別 表 に 規 定 す る 課

長 級 の 職 に あ つ て は 、

人 事 委 員 会 が 別 に 定  

十 種   
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   め る も の に 限 る 。 ）       め る も の に 限 り 、 任 用

規 則 別 表 に 規 定 す る

課 長 補 佐 級 の 職 に あ

つ て は 、 職 の 区 分 が 十

一 種 と 定 め ら れ て い

る も の を 除 く 。 ）  

  

   副 局 長       副 局 長    

   副 所 長 （ 任 用 規 則 別 表

に 規 定 す る 課 長 級 の

職 で 、 職 の 区 分 が 十 一

種 と 定 め ら れ て い る

も の を 除 く 。 ）  

     副 所 長 （ 任 用 規 則 別 表

に 規 定 す る 課 長 級 の

職 で 、 職 の 区 分 が 十 一

種 と 定 め ら れ て い る

も の を 除 く 。 ）  

  

   室 長 （ 任 用 規 則 別 表 に

規 定 す る 課 長 級 の 職

で 、 職 の 区 分 が 十 一 種

と 定 め ら れ て い る も

の を 除 く 。 ）  

        

   精 度 管 理 監          

   児 童 相 談 セ ン タ ー 室

長 （ 任 用 規 則 別 表 に 規

定 す る 課 長 級 の 職 に

あ る も の に 限 る 。 ）  

        

   子 ど も 心 身 発 達 医 療

セ ン タ ー の 副 セ ン タ

ー 長 、 管 理 部 長 、 医 療

部 長 、 看 護 部 長 及 び 発

達 総 合 支 援 部 長  

        

   総 合 博 物 館 副 館 長          

   研 究 管 理 監          

   林 業 人 材 育 成 推 進 監          

   技 術 管 理 監       技 術 管 理 監    

         精 度 管 理 監    

         研 究 管 理 監    

         林 業 人 材 育 成 推 進 監    

         総 合 博 物 館 副 館 長    

         子 ど も 心 身 発 達 医 療

セ ン タ ー の 副 セ ン タ

ー 長 、 管 理 部 長 、 医 療

部 長 、 看 護 部 長 及 び 発

達 総 合 支 援 部 長  

  

         児 童 相 談 セ ン タ ー 室

長 （ 任 用 規 則 別 表 に 規

定 す る 課 長 級 の 職 に

あ る も の に 限 る 。 ）  

  

         室 長 （ 任 用 規 則 別 表 に

規 定 す る 課 長 級 の 職

で 、 職 の 区 分 が 十 一 種

と 定 め ら れ て い る も

の を 除 く 。 ）  

  

     十 一 種       地 域 機 関 の 長 （ 任 用 規  十 一 種   
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           則 別 表 に 規 定 す る 課

長 補 佐 級 の 職 で 、 人 事

委 員 会 が 別 に 定 め る

も の に 限 る 。 ）  

  

    副 所 長 （ 任 用 規 則 別 表

に 規 定 す る 課 長 級 の

職 で 、 人 事 委 員 会 が 別

に 定 め る も の に 限

る 。 ）  

      副 所 長 （ 任 用 規 則 別 表

に 規 定 す る 課 長 級 の

職 で 、 人 事 委 員 会 が 別

に 定 め る も の に 限

る 。 ）  

  

    室 長 （ 任 用 規 則 別 表 に

規 定 す る 課 長 級 の 職

で 、 人 事 委 員 会 が 別 に

定 め る も の に 限 る 。 ）  

         

    副 参 事           

    専 門 監           

    こ こ ろ の 健 康 セ ン タ

ー 副 所 長  

      こ こ ろ の 健 康 セ ン タ

ー 副 所 長  

  

    公 衆 衛 生 学 院 事 務 長           

    総 括 研 究 員           

    図 書 館 副 館 長        図 書 館 副 館 長    

    美 術 館 副 館 長        美 術 館 副 館 長    

           室 長 （ 任 用 規 則 別 表 に

規 定 す る 課 長 級 の 職

に あ つ て は 、 人 事 委 員

会 が 別 に 定 め る も の

に 限 り 、 任 用 規 則 別 表

に 規 定 す る 課 長 補 佐

級 の 職 に あ つ て は 、 職

の 区 分 が 十 二 種 と 定

め ら れ て い る も の を

除 く 。 ）  

  

           公 衆 衛 生 学 院 事 務 長    

           総 括 研 究 員    

           副 参 事    

           専 門 監    

           児 童 相 談 セ ン タ ー 室

長 （ 任 用 規 則 別 表 に 規

定 す る 課 長 補 佐 級 の

職 に あ る も の に 限

る 。 ）  

  

    （ 略 ）  （ 略 ）       （ 略 ）  （ 略 ）   

         室 長 （ 任 用 規 則 別 表 に

規 定 す る 課 長 補 佐 級

の 職 で 、 人 事 委 員 会 が

別 に 定 め る も の に 限

る 。 ）  

十 二 種   

 （ 略 ）   （ 略 ）  （ 略 ）    （ 略 ）   （ 略 ）  （ 略 ）   

 教 育 委

員 会 事  

本 庁  （ 略 ）  （ 略 ）    教 育 委

員 会 事  

本 庁  （ 略 ）  （ 略 ）   

   課 長 （ 任 用 規 則 別 表 に  八 種      課 長 （ 任 用 規 則 別 表 に  八 種   
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 務 局    規 定 す る 課 長 級 の 職

に あ つ て は 、 職 の 区 分

が 七 種 及 び 十 種 と 定

め ら れ て い る も の を

除 く 。 ）  

   務 局    規 定 す る 課 長 級 の 職

に あ つ て は 、 職 の 区 分

が 七 種 及 び 十 種 と 定

め ら れ て い る も の を

除 き 、 任 用 規 則 別 表 に

規 定 す る 課 長 補 佐 級

の 職 に あ つ て は 、 困 難

な 業 務 を 行 う も の に

限 る 。 ）  

  

    担 当 課 長 （ 職 の 区 分 が

十 種 と 定 め ら れ て い

る も の を 除 く 。 ）  

      担 当 課 長 （ 職 の 区 分 が

十 種 と 定 め ら れ て い

る も の を 除 く 。 ）  

  

           市 町 教 育 支 援 ・ 人 事 監  十 種   

    課 長 （ 任 用 規 則 別 表 に

規 定 す る 課 長 級 の 職

に あ つ て は 、 人 事 委 員

会 が 別 に 定 め る も の

に 限 る 。 ）  

 

十 種       課 長 （ 任 用 規 則 別 表 に

規 定 す る 課 長 級 の 職

に あ つ て は 、 人 事 委 員

会 が 別 に 定 め る も の

に 限 り 、 任 用 規 則 別 表

に 規 定 す る 課 長 補 佐

級 の 職 に あ つ て は 、 職

の 区 分 が 八 種 及 び 十

一 種 と 定 め ら れ て い

る も の を 除 く 。 ）  

十 種   

    担 当 課 長 （ 人 事 委 員 会

が 別 に 定 め る も の に

限 る 。 ）  

      担 当 課 長 （ 人 事 委 員 会

が 別 に 定 め る も の に

限 る 。 ）  

  

    市 町 教 育 支 援 ・ 人 事 監           

    学 校 防 災 推 進 監        学 校 防 災 推 進 監    

    特 別 支 援 学 校 整 備 推

進 監  

      特 別 支 援 学 校 整 備 推

進 監  

  

    子 ど も 安 全 対 策 監        子 ど も 安 全 対 策 監    

    人 権 教 育 監        人 権 教 育 監    

     十 一 種       課 長 （ 任 用 規 則 別 表 に

規 定 す る 課 長 補 佐 級

の 職 で 、 人 事 委 員 会 が

別 に 定 め る も の に 限

る 。 ）  

十 一 種   

    副 課 長        副 課 長    

    専 門 監        専 門 監    

    副 参 事        副 参 事    

  （ 略 ）  （ 略 ）  （ 略 ）     （ 略 ）  （ 略 ）  （ 略 ）   

 （ 略 ）  （ 略 ）  （ 略 ）  （ 略 ）    （ 略 ）  （ 略 ）  （ 略 ）  （ 略 ）   

  

   附  則  

こ の 規 則 は 、 令 和 五 年 四 月 一 日 か ら 施 行 す る 。  

 

三 重 県 人 事 委 員 会 は 、 職 員 の 給 与 に 関 す る 条 例 （ 昭 和 二 十 九 年 三 重 県 条 例 第 六 十 七 号 ） の 規 定 に 基 づ き 、 三 重

県 人 事 委 員 会 規 則 七 ― 七 五 （ 等 級 別 基 準 職 務 に 関 す る 規 則 ） の 一 部 を 改 正 す る 規 則 を こ こ に 公 布 し ま す 。  

  令 和 五 年 三 月 三 十 一 日  
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                          三 重 県 人 事 委 員 会 委 員 長   降   籏   道   男    

  三 重 県 人 事 委 員 会 規 則 七 ― 七 五 （ 等 級 別 基 準 職 務 に 関 す る 規 則 ） の 一 部 を 改 正 す る 規 則  

 三 重 県 人 事 委 員 会 規 則 七 ― 七 五 （ 等 級 別 基 準 職 務 に 関 す る 規 則 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。  

 次 の 表 の 改 正 前 欄 に 掲 げ る 規 定 を 同 表 の 改 正 後 欄 に 掲 げ る 規 定 に 傍 線 で 示 す よ う に 改 正 す る 。  

改   正   後  改   正   前  

別表（第二条関係） 別表（第二条関係） 

イ 行政職給料表 イ 行政職給料表 

 

組織 
職 務 の

級 

基 準 と

な る 職

務 

職名 

  

組織 
職 務 の

級 

基 準 と

な る 職

務 

職名 

 

 知 事 部

局、議会

事務局、

監 査 委

員 事 務

局、人事

委 員 会

事務局、

教 育 委

員 会 事

務局、労

働 委 員

会 事 務

局、選挙

管 理 委

員 会 事

務局、海

区 漁 業

調 整 委

員 会 事

務 局 及

び 内 水

面 漁 場

管 理 委

員 会 事

務局 

（略） （略） （略）   知 事 部

局、議会

事務局、

監 査 委

員 事 務

局、人事

委 員 会

事務局、

教 育 委

員 会 事

務局、労

働 委 員

会 事 務

局、選挙

管 理 委

員 会 事

務局、海

区 漁 業

調 整 委

員 会 事

務 局 及

び 内 水

面 漁 場

管 理 委

員 会 事

務局 

（略） （略） （略）  

 6 級 1 から 4

まで 

担当課長   6 級 1 から 4

まで 

担当課長  

      専門監  

   担当室長     担当室長  

   行政組織規則第 110条第 1項の

表の上欄に規定する副局長 

      

   副校長（任用規則別表に規定す

る課長級の職にあるものに限

る。） 

      

   副館長（任用規則別表に規定す

る課長級の職にあるものに限

る。） 

      

   行政組織規則第 110条第 1項の

表の上欄に規定する部長 

      

   行政組織規則第 110条第 1項の

表の上欄に規定する事務長 

      

   次長（任用規則別表に規定する

課長級の職にあるものに限

る。） 

      

   所長（任用規則別表に規定する

課長級の職にあるものに限

る。） 

      

   副所長（任用規則別表に規定す

る課長級の職にあるものに限

る。） 

      

   副センター長（任用規則別表に

規定する課長級の職にあるも

のに限る。） 

      

   書記長（任用規則別表に規定す

る課長級の職にあるものに限

る。） 

      

   室長（任用規則別表に規定する

課長級の職にあるものに限

る。） 

      

   局長（任用規則別表に規定する

課長級の職にあるものに限

る。） 

      

        コンビナート防災監  

        ゼロエミッションプロジェク 
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ト推進監 

        県民の声相談監  

   

 

コンプライアンス・労使協働推

進監 

    

 

コンプライアンス・労使協働推

進監 

 

   企画調整監     企画調整監  

   県民の声相談監       

   ゼロエミッションプロジェク

ト推進監 

      

   プロモーション推進監       

        人権・危機管理監  

        地域共生社会推進監  

        子ども虐待対策・里親制度推進

監 

 

        土砂対策監  

        人権監  

        消費生活監  

        農林水産政策・輸出促進監  

        障がい者雇用推進監  

   太平洋・島サミット推進監     太平洋・島サミット推進監  

   人権・危機管理監       

   専門監       

   コンビナート防災監       

   地域共生社会推進監       

   人権監       

   消費生活監       

   土砂対策監       

   農林水産政策・輸出促進監       

        緊急経済対策監  

        ＭＩＣＥ誘致推進監  

        建設企画監  

        水災害対策監  

        建築審査監  

        検査監  

        会計支援監  

        行政組織規則第 110条第 1項の

表の上欄に規定する副局長 

 

        副校長（任用規則別表に規定す

る課長級の職にあるものに限

る。） 

 

        副館長（任用規則別表に規定す

る課長級の職にあるものに限

る。） 

 

        行政組織規則第 110条第 1項の

表の上欄に規定する部長 

 

        行政組織規則第 110条第 1項の

表の上欄に規定する事務長 

 

        技術管理監  

   林業人材育成推進監     林業人材育成推進監  

   教授     教授  

   建設企画監       
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   水災害対策監       

   建築審査監       

   検査監       

   技術管理監       

        調整監  

   会計支援監       

   政策法務監     政策法務監  

   調整監       

   

 

     

 

次長（任用規則別表に規定する

課長級の職にあるものに限

る。） 

 

        所長（任用規則別表に規定する

課長級の職にあるものに限

る。） 

 

        副所長（任用規則別表に規定す

る課長級の職にあるものに限

る。） 

 

   

 

     

 

副センター長（任用規則別表に

規定する課長級の職にあるも

のに限る。） 

 

  市町教育支援・人事監    市町教育支援・人事監  

   学校防災推進監     学校防災推進監  

   特別支援学校整備推進監     特別支援学校整備推進監  

   子ども安全対策監     子ども安全対策監  

   人権教育監     人権教育監  

        書記長（任用規則別表に規定す

る課長級の職にあるものに限

る。） 

 

        室長（任用規則別表に規定する

課長級の職にあるものに限

る。） 

 

        局長（任用規則別表に規定する

課長級の職にあるものに限

る。） 

 

  5 及び 6 課長補佐（困難な業務を行うも

のに限る。） 

   5 及び 6 課長補佐（困難な業務を行うも

のに限る。） 

 

   副所長（条例第 17 条の規定に

より管理職手当を支給される

職以外の職で、困難な業務を行

うものに限る。） 

    副所長（条例第 17 条の規定に

より管理職手当を支給される

職以外の職で、困難な業務を行

うものに限る。） 

 

   副校長（任用規則別表に規定す

る課長補佐級の職で、困難な業

務を行うものに限る。） 

    副校長（任用規則別表に規定す

る課長補佐級の職で、困難な業

務を行うものに限る。） 

 

   教頭（困難な業務を行うものに

限る。） 

    教頭（困難な業務を行うものに

限る。） 

 

   副園長（困難な業務を行うもの

に限る。） 

    副園長（困難な業務を行うもの

に限る。） 

 

   行政組職規則第 110条第 2項の

表の上欄に規定する事務長（困

難な業務を行うものに限る。） 

    行政組職規則第 110条第 2項の

表の上欄に規定する事務長（困

難な業務を行うものに限る。） 
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   課長（任用規則別表に規定する

課長補佐級の職で、困難な業務

を行うものに限る。） 

    課長（任用規則別表に規定する

課長補佐級の職で、困難な業務

を行うものに限る。） 

 

   書記長補佐（困難な業務を行う

ものに限る。） 

    書記長補佐（困難な業務を行う

ものに限る。） 

 

        室長（条例第 17 条の規定によ

り管理職手当を支給される職

で、課長補佐級の職にあるもの

に限る。） 

 

   次長（任用規則別表に規定する

課長補佐級の職で、困難な業務

を行うものに限る。） 

    次長（任用規則別表に規定する

課長補佐級の職で、困難な業務

を行うものに限る。） 

 

  7 級 1 及び 2 行政組織規則第 19 条第 1 項の

表の上欄に規定する副局長（任

用規則別表に規定する次長級

の職にあるものに限る。） 

   7 級 1 及び 2   

    副館長（任用規則別表に規定す

る次長級の職にあるものに限

る。） 

       

    次長（任用規則別表に規定する

次長級の職にあるものに限

る。） 

       

    事務局長（任用規則別表に規定

する次長級の職にあるものに

限る。） 

       

          危機管理地域統括監  

          ひとづくり政策総括監  

          ゼロエミッションプロジェク

ト総括監 

 

    コンプライアンス総括監      コンプライアンス総括監  

    ひとづくり政策総括監        

    ゼロエミッションプロジェク

ト総括監 

       

    プロモーション総括監        

          首都圏営業拠点運営総括監  

    太平洋・島サミット推進総括監      太平洋・島サミット推進総括監  

    危機管理地域統括監        

    子ども政策総括監        

    廃棄物対策総括監        

    首都圏営業拠点運営総括監        

    Ｇ7 交通大臣会合推進プロジェ

クト総括監 

     Ｇ7 交通大臣会合推進プロジェ

クト総括監 

 

    工事検査総括監      工事検査総括監  

          行政組織規則第 19 条第 1 項の

表の上欄に規定する副局長（任

用規則別表に規定する次長級

の職にあるものに限る。） 

 

          副館長（任用規則別表に規定す

る次長級の職にあるものに限

る。） 
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          次長（任用規則別表に規定する

次長級の職にあるものに限

る。） 

 

    総括市町教育支援・人事監      総括市町教育支援・人事監  

          事務局長（任用規則別表に規定

する次長級の職にあるものに

限る。） 

 

   3 担当課長（困難な業務を行うも

のに限る。） 

    3 担当課長（困難な業務を行うも

のに限る。） 

 

          検査監（困難な業務を行うもの

に限る。） 

 

          会計支援監（困難な業務を行う

ものに限る。） 

 

    行政組織規則第 19 条第 1 項の

表の上欄に規定する副局長（任

用規則別表に規定する課長級

の職で、困難な業務を行うもの

に限る。） 

     行政組織規則第 19 条第 1 項の

表の上欄に規定する副局長（任

用規則別表に規定する課長級

の職にあるものに限る。） 

 

    行政組織規則第 110条第 1項の

表の上欄に規定する副局長（困

難な業務を行うものに限る。） 

     行政組織規則第 110条第 1項の

表の上欄に規定する副局長（困

難な業務を行うものに限る。） 

 

    副校長（任用規則別表に規定す

る課長級の職で、困難な業務を

行うものに限る。） 

     副校長（任用規則別表に規定す

る課長級の職で困難な業務を

行うものに限る。） 

 

    副館長（任用規則別表に規定す

る課長級の職で、困難な業務を

行うものに限る。） 

     副館長（任用規則別表に規定す

る課長級の職で、困難な業務を

行うものに限る。） 

 

    行政組織規則第 110条第 1項の

表の上欄に規定する部長（困難

な業務を行うものに限る。） 

     行政組織規則第 110条第 1項の

表の上欄に規定する部長（困難

な業務を行うものに限る。） 

 

    担当室長（困難な業務を行うも

のに限る。） 

     担当室長（困難な業務を行うも

のに限る。） 

 

    次長（任用規則別表に規定する

課長級の職で、困難な業務を行

うものに限る。） 

     次長（任用規則別表に規定する

課長級の職で、困難な業務を行

うものに限る。） 

 

    所長（任用規則別表に規定する

課長級の職で、困難な業務を行

うものに限る。） 

     所長（任用規則別表に規定する

課長級の職で、困難な業務を行

うものに限る。） 

 

    副所長（任用規則別表に規定す

る課長級の職で、困難な業務を

行うものに限る。） 

     副所長（任用規則別表に規定す

る課長級の職で、困難な業務を

行うものに限る。） 

 

    副センター長（任用規則別表に

規定する課長級の職で、困難な

業務を行うものに限る。） 

     副センター長（任用規則別表に

規定する課長級の職で、困難な

業務を行うものに限る。） 

 

          市町教育支援・人事監（困難な

業務を行うものに限る。） 

 

    書記長（任用規則別表に規定す

る課長級の職で、困難な業務を

行うものに限る。） 

     書記長（任用規則別表に規定す

る課長級の職で、困難な業務を

行うものに限る。） 

 

    室長（任用規則別表に規定する     室長（任用規則別表に規定する 
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課長級の職で、困難な業務を行

うものに限る。） 

課長級の職で、困難な業務を行

うものに限る。） 

    局長（任用規則別表に規定する

課長級の職で、困難な業務を行

うものに限る。） 

     局長（任用規則別表に規定する

課長級の職で、困難な業務を行

うものに限る。） 

 

    検査監（困難な業務を行うもの

に限る。） 

       

    会計支援監（困難な業務を行う

ものに限る。） 

       

    市町教育支援・人事監（困難な

業務を行うものに限る。） 

       

  8 級  1 及び 2     8 級  1 及び 2 危機管理副統括監  

    行政組織規則第 19 条第 1 項の

表の上欄に規定する副局長（任

用規則別表に規定する次長級

の職で、困難な業務を行うもの

に限る。） 

     行政組織規則第 19 条第 1 項の

表の上欄に規定する副局長（任

用規則別表に規定する次長級

の職で、困難な業務を行うもの

に限る。） 

 

    所長（任用規則別表に規定する

次長級の職で、特に困難な業務

を行うものに限る。） 

     所長（任用規則別表に規定する

次長級の職で、特に困難な業務

を行うものに限る。） 

 

    行政組織規則第 110条第 1項の

表の上欄に規定する局長（特に

困難な業務を行うものに限

る。） 

     行政組織規則第 110条第 1項の

表の上欄に規定する局長（特に

困難な業務を行うものに限

る。） 

 

          危機管理地域統括監（困難な業

務を行うものに限る。） 

 

    次長（任用規則別表に規定する

次長級の職で、困難な業務を行

うものに限る。） 

     次長（任用規則別表に規定する

次長級の職で、困難な業務を行

うものに限る。） 

 

    事務局長（任用規則別表に規定

する次長級の職で、困難な業務

を行うものに限る。） 

     事務局長（任用規則別表に規定

する次長級の職で、困難な業務

を行うものに限る。） 

 

    危機管理副統括監         

    危機管理地域統括監（困難

な業務を行うものに限る。） 

       

    副教育長       副教育長  

  （略）  （略） （略）     （略）  （略） （略）  

 （略） （略） （略） （略）   （略） （略） （略） （略）  

備考 （略） 備考 （略） 

ロ・ハ （略） ロ・ハ （略） 

ニ 医療職給料表（一） ニ 医療職給料表（一） 

 

組織 
職 務 の

級 

基 準 と

な る 職

務 

職名 

  

組織 
職 務 の

級 

基 準 と

な る 職

務 

職名 

 

 知 事 部

局 

（略） （略） （略）   知 事 部

局 

（略） （略） （略）  

 4 級 困 難 な

業 務 を

行 う 保

健 所 長

参事   4 級 困 難 な

業 務 を

行 う 保

健 所 長

参事  

        医療政策総括監  

        へき地医療総括監  

   所長（任用規則別表に規定する     所長（任用規則別表に規定する  
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の職務 次長級の職にあるものに限る。） の職務 次長級の職にあるものに限る。） 

   センター長     センター長  

    副参事（困難な業務を行うもの

に限る。） 

     副参事（困難な業務を行うもの

に限る。） 

 

    医療政策総括監        

    へき地医療総括監        

備考 （略） 備考 （略） 

ホ・ヘ （略） ホ・ヘ （略） 

   附  則  

 こ の 規 則 は 、 令 和 五 年 四 月 一 日 か ら 施 行 す る 。  

 

 三 重 県 人 事 委 員 会 は 、 地 方 公 務 員 法 （ 昭 和 二 十 五 年 法 律 第 二 百 六 十 一 号 ） 第 五 十 二 条 第 四 項 の 規 定 に 基 づ き 、

三 重 県 人 事 委 員 会 規 則 一 二 ― 四 （ 管 理 職 員 等 の 範 囲 を 定 め る 規 則 ） の 一 部 を 改 正 す る 規 則 を こ こ に 公 布 し ま す 。  

  令 和 五 年 三 月 三 十 一 日  

三 重 県 人 事 委 員 会 委 員 長   降   籏   道   男    

三 重 県 人 事 委 員 会 規 則 一 二 ― 四 （ 管 理 職 員 等 の 範 囲 を 定 め る 規 則 ） の 一 部 を 改 正 す る 規 則  

 三 重 県 人 事 委 員 会 規 則 一 二 ― 四 （ 管 理 職 員 等 の 範 囲 を 定 め る 規 則 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。  

次 の 表 の 改 正 前 欄 に 掲 げ る 規 定 を 同 表 の 改 正 後 欄 に 掲 げ る 規 定 に 傍 線 で 示 す よ う に 改 正 す る 。  

改   正   後  改   正   前  

別 表 第 一 （ 第 二 条 関 係 ）  別 表 第 一 （ 第 二 条 関 係 ）  

本 庁  本 庁  

 機 関  職    機 関  職   

 （ 略 ）  （ 略 ）    （ 略 ）  （ 略 ）   

 知 事 部 局  危 機 管 理 統 括 監  部 長  局 長  理 事  参 事  

 副 部 長  副 局 長  危 機 管 理 副 統 括 監  危

機 管 理 地 域 統 括 監  次 長  担 当 次 長  コ ン

プ ラ イ ア ン ス 総 括 監  ひ と づ く り 政 策 総 括

監  ゼ ロ エ ミ ッ シ ョ ン プ ロ ジ ェ ク ト 総 括 監  

 プ ロ モ ー シ ョ ン 総 括 監  太 平 洋 ・ 島 サ ミ

ッ ト 推 進 総 括 監  医 療 政 策 総 括 監  へ き 地

医 療 総 括 監  子 ど も 政 策 総 括 監  廃 棄 物 対

策 総 括 監  首 都 圏 営 業 拠 点 運 営 総 括 監  Ｇ

7 交 通 大 臣 会 合 推 進 プ ロ ジ ェ ク ト 総 括 監  

工 事 検 査 総 括 監  課 長  担 当 課 長  副 課 長    

 副 参 事 専 門 監 コ ン プ ラ イ ア ン ス ・ 労 使

協 働 推 進 監  企 画 調 整 監  県 民 の 声 相 談 監  

 ゼ ロ エ ミ ッ シ ョ ン プ ロ ジ ェ ク ト 推 進 監   

プ ロ モ ー シ ョ ン 推 進 監  太 平 洋 ・ 島 サ ミ ッ

ト 推 進 監  人 権 ・ 危 機 管 理 監  コ ン ビ ナ ー

ト 防 災 監  地 域 共 生 社 会 推 進 監  土 砂 対 策

監  人 権 監  消 費 生 活 監  農 林 水 産 政 策 ・

輸 出 促 進 監  建 設 企 画 監  水 災 害 対 策 監   

建 築 審 査 監  検 査 監  部 の 人 事 を 担 当 す る

班 長 、 主 幹 、 係 長 、 主 査 、 主 任 、 主 事 及 び

技 師  総 務 部 総 務 課 班 長 、 主 幹 、 係 長 、 主

査 、 主 任 、 主 事 及 び 技 師 （ 組 織 担 当 の も の

に 限 る 。 ）  総 務 部 秘 書 課 班 長 、 主 幹 、 係

長 、 主 査 、 主 任 、 主 事 及 び 技 師 （ 調 整 担 当 、

情 報 担 当 及 び 随 行 秘 書 担 当 の も の に 限 る 。 ）  

  知 事 部 局  危 機 管 理 統 括 監  最 高 デ ジ タ ル 責 任 者  部

長  デ ジ タ ル 社 会 推 進 局 長  局 長  理 事   

参 事  副 部 長  副 局 長  危 機 管 理 副 統 括 監  

危 機 管 理 地 域 統 括 監  副 最 高 デ ジ タ ル 責

任 者  次 長  担 当 次 長  ひ と づ く り 政 策 総

括 監  ゼ ロ エ ミ ッ シ ョ ン プ ロ ジ ェ ク ト 総 括

監  コ ン プ ラ イ ア ン ス 総 括 監  医 療 政 策 総

括 監  へ き 地 医 療 総 括 監  首 都 圏 営 業 拠 点

運 営 総 括 監  太 平 洋 ・ 島 サ ミ ッ ト 推 進 総 括

監  Ｇ 7 交 通 大 臣 会 合 推 進 プ ロ ジ ェ ク ト

総 括 監  工 事 検 査 総 括 監  課 長  担 当 課 長  

副 課 長 副 参 事 専 門 監 コ ン ビ ナ ー ト 防

災 監  ゼ ロ エ ミ ッ シ ョ ン プ ロ ジ ェ ク ト 推 進

監  県 民 の 声 相 談 監  コ ン プ ラ イ ア ン ス ・

労 使 協 働 推 進 監  企 画 調 整 監  人 権 ・ 危 機

管 理 監  地 域 共 生 社 会 推 進 監  子 ど も 虐 待

対 策 ・ 里 親 制 度 推 進 監  土 砂 対 策 監  人 権

監  消 費 生 活 監  農 林 水 産 政 策 ・ 輸 出 促 進

監  障 が い 者 雇 用 推 進 監  太 平 洋 ・ 島 サ ミ

ッ ト 推 進 監  緊 急 経 済 対 策 監  Ｍ Ｉ Ｃ Ｅ 誘

致 推 進 監  建 設 企 画 監  水 災 害 対 策 監  建

築 審 査 監  検 査 監  部 又 は デ ジ タ ル 社 会 推

進 局 の 人 事 を 担 当 す る 班 長 、 主 幹 、 係 長 、

主 査 、 主 任 、 主 事 及 び 技 師  総 務 部 総 務 課

班 長 、 主 幹 、 係 長 、 主 査 、 主 任 、 主 事 及 び

技 師 （ 組 織 担 当 の も の に 限 る 。 ）  総 務 部  
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  総 務 部 行 財 政 改 革 推 進 課 班 長 、 主 幹 、 係

長 、 主 査 、 主 任 、 主 事 及 び 技 師 （ 行 財 政 改

革 担 当 の も の に 限 る 。 ）  総 務 部 法 務 ・ 文

書 課 班 長 、 主 幹 、 係 長 、 主 査 、 主 任 、 主 事

及 び 技 師 （ 法 務 担 当 の も の に 限 る 。 ）  総

務 部 人 事 課 班 長 、 主 幹 、 係 長 、 主 査 、 主 任 、

主 事 及 び 技 師 （ 人 事 担 当 、 懲 戒 担 当 、 給 与

制 度 担 当 及 び 人 材 活 用 担 当 の も の に 限 る 。 ） 

 総 務 部 財 政 課 班 長 、 主 幹 、 係 長 及 び 主 査

（ 予 算 担 当 の も の に 限 る 。 ）  総 務 部 税 務

企 画 課 班 長 、 主 幹 、 係 長 、 主 査 、 主 任 、 主

事 及 び 技 師 （ 人 事 担 当 の も の に 限 る 。 ） 総

務 部 管 財 課 班 長 、 主 幹 、 係 長 又 は 主 査 （ 庁

舎 管 理 担 当 の も の に 限 る 。 ）  

   秘 書 課 班 長 、 主 幹 、 係 長 、 主 査 、 主 任 、 主

事 及 び 技 師 （ 調 整 担 当 、 情 報 担 当 及 び 随 行

秘 書 担 当 の も の に 限 る 。 ）  総 務 部 行 財 政

改 革 推 進 課 班 長 、 主 幹 、 係 長 、 主 査 、 主 任 、

主 事 及 び 技 師 （ 行 財 政 改 革 担 当 及 び 懲 戒 担

当 の も の に 限 る 。 ）  総 務 部 法 務 ・ 文 書 課

班 長 、 主 幹 、 係 長 、 主 査 、 主 任 、 主 事 及 び

技 師 （ 法 務 担 当 の も の に 限 る 。 ）  総 務 部

人 事 課 班 長 、 主 幹 、 係 長 、 主 査 、 主 任 、 主

事 及 び 技 師 （ 人 事 担 当 、 給 与 制 度 担 当 及 び

人 材 活 用 担 当 の も の に 限 る 。 ）  総 務 部 財

政 課 班 長 、 主 幹 、 係 長 及 び 主 査 （ 予 算 担 当

の も の に 限 る 。 ） 総 務 部 税 務 企 画 課 班 長 、

主 幹 、 係 長 、 主 査 、 主 任 、 主 事 及 び 技 師 （ 人

事 担 当 の も の に 限 る 。 ）  総 務 部 管 財 課 班

長 、 主 幹 、 係 長 又 は 主 査 （ 庁 舎 管 理 担 当 の

も の に 限 る 。 ）  

 

 （ 略 ）  （ 略 ）    （ 略 ）  （ 略 ）   

備 考   備 考  （ 略 ）  

  １  こ の 表 中 「 知 事 部 局 」 と は 、 三 重 県 行 政 組

織 規 則 （ 平 成 十 四 年 三 重 県 規 則 第 三 十 五 号 。

以 下 「 組 織 規 則 」 と い う 。 ） 第 二 条 第 一 項 に

規 定 す る 部 及 び 組 織 規 則 第 十 八 条 の 二 に 規 定

す る 職 を い う 。  

 

２ ～ ５  （ 略 ）  

  １  こ の 表 中 「 知 事 部 局 」 と は 、 三 重 県 行 政 組

織 規 則 （ 平 成 十 四 年 三 重 県 規 則 第 三 十 五 号 。

以 下 「 組 織 規 則 」 と い う 。 ） 第 二 条 第 一 項 に

規 定 す る 部 及 び デ ジ タ ル 社 会 推 進 局 並 び に 組

織 規 則 第 十 八 条 の 二 及 び 第 十 八 条 の 三 に 規 定

す る 職 を い う 。  

  ２ ～ ５  （ 略 ）  

別 表 第 二 （ 第 二 条 関 係 ）  別 表 第 二 （ 第 二 条 関 係 ）  

地 域 機 関 等  地 域 機 関 等  

 機 関  職    機 関  職   

 （ 略 ）  （ 略 ）    （ 略 ）  （ 略 ）   

 人 権 セ ン タ

ー  

所 長  副 所 長  副 参 事    人 権 セ ン タ

ー  

所 長  副 参 事   

 （ 略 ）  （ 略 ）    （ 略 ）  （ 略 ）   

  

   附  則  

こ の 規 則 は 、 令 和 五 年 四 月 一 日 か ら 施 行 す る 。  

 

 

公 安 委 規 則 

 

 委 託 を 受 け て 確 認 事 務 を 行 お う と す る 法 人 の 登 録 等 の 手 続 に 関 す る 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則 を こ こ に 公 布 し

ま す 。  

令 和 五 年 三 月 三 十 一 日  

             三 重 県 公 安 委 員 会 委 員 長   長   江      正  

三 重 県 公 安 委 員 会 規 則 第 四 号  

委 託 を 受 け て 確 認 事 務 を 行 お う と す る 法 人 の 登 録 等 の 手 続 に 関 す る 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則  

委 託 を 受 け て 確 認 事 務 を 行 お う と す る 法 人 の 登 録 等 の 手 続 に 関 す る 規 則 （ 平 成 十 七 年 三 重 県 公 安 委 員 会 規 則 第

七 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。  
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 様 式 第 三 号 、 様 式 第 九 号 及 び 様 式 第 十 四 号 中 「道路交通法第 119 条の 2 の 2 第 2 項」 を「道路交通法第 119 条

の 2 の 4 第 2 項」 に 改 め る 。  

   附  則  

 こ の 規 則 は 、 令 和 五 年 四 月 一 日 か ら 施 行 す る 。  

 

 

企業庁管理規程 

 

企 業 庁 企 業 職 員 の 給 与 の 種 類 及 び 基 準 に 関 す る 条 例 施 行 規 程 の 一 部 を 改 正 す る 管 理 規 程 を こ こ に 公 布 し ま す 。  

  令 和 五 年 三 月 三 十 一 日  

三 重 県 企 業 庁 長   山   口   武   美    

三 重 県 企 業 庁 管 理 規 程 第 二 号  

   企 業 庁 企 業 職 員 の 給 与 の 種 類 及 び 基 準 に 関 す る 条 例 施 行 規 程 の 一 部 を 改 正 す る 管 理 規 程  

 企 業 庁 企 業 職 員 の 給 与 の 種 類 及 び 基 準 に 関 す る 条 例 施 行 規 程 （ 昭 和 四 十 二 年 三 重 県 企 業 庁 管 理 規 程 第 五 号 ） の

一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。  

次 の 表 の 改 正 前 欄 に 掲 げ る 規 定 を 同 表 の 改 正 後 欄 に 掲 げ る 規 定 に 傍 線 で 示 す よ う に 改 正 す る 。  

改   正   後  改   正   前  

（ 特 殊 勤 務 手 当 ）  （ 特 殊 勤 務 手 当 ）  

第 五 条  条 例 第 十 二 条 に 規 定 す る 特 殊 勤 務 手 当 は 、 現 場

作 業 手 当 及 び 用 地 等 交 渉 業 務 手 当 と す る 。  

第 五 条  条 例 第 十 二 条 に 規 定 す る 特 殊 勤 務 手 当 は 、 現 場

作 業 手 当 、 特 殊 現 場 作 業 手 当 及 び 用 地 等 交 渉 業 務 手 当

と す る 。  

２  （ 略 ）  ２  （ 略 ）  

別表第一（第二条関係） 別表第一（第二条関係） 

等級別基準職務表 等級別基準職務表 

 職務の

級 
基準となる職務 職名 

  職務の

級 
基準となる職務 職名 

 

 （略） （略） （略）   （略） （略） （略）  

 6級 1  本庁の課長の職務 

2  所長、副所長又は

部長の職務（条例第

10条の規定により管

理職手当を支給され

る職に限る。） 

3  副課長の職務 

4  副参事の職務 

次長又は担当次長（課長

級の職に限る。） 

経営改革・危機管理監 

 

 

検査監 

本庁の課長又は担当課長 

副課長 

副参事 

所長又はセンター長 

副所長 

部長 

  6級 1  本庁の課長の職務 

2  所長、副所長又は

部長の職務（条例第

10条の規定により管

理職手当を支給され

る職に限る。） 

3  副課長の職務 

4  副参事の職務 

次長又は担当次長（課長

級の職に限る。） 

施設防災危機管理監 

機電管理監 

ＲＤＦ対策監 

検査監 

本庁の課長又は担当課長 

副課長 

副参事 

所長又はセンター長 

副所長 

部長 

 

  （略） （略）    （略） （略）  

 （略） （略） （略）   （略） （略） （略）  

 備考 （略）   備考 （略）  

別 表 第 二 （ 第 四 条 関 係 ）  別 表 第 二 （ 第 四 条 関 係 ）  

 組 織  職  区 分    組 織  職  区 分   

 本 庁  （ 略 ）  （ 略 ）    本 庁  （ 略 ）  （ 略 ）   

  課 長 （ 課 長 級 の 職 に あ つ て は 、 管 理 者

が 別 に 定 め る も の に 限 り 、 課 長 補 佐 級

の 職 に あ つ て は 、 職 の 区 分 が 十 一 種 と  

十 種     課 長 （ 課 長 級 の 職 に あ つ て は 、 管 理 者

が 別 に 定 め る も の に 限 り 、 課 長 補 佐 級

の 職 に あ つ て は 、 職 の 区 分 が 十 一 種 と  

十 種   
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  定 め ら れ て い る も の を 除 く 。 ）      定 め ら れ て い る も の を 除 く 。 ）    

  経 営 改 革 ・ 危 機 管 理 監      施 設 防 災 危 機 管 理 監    

       機 電 管 理 監    

       Ｒ Ｄ Ｆ 対 策 監    

  担 当 課 長 （ 管 理 者 が 別 に 定 め る も の に

限 る 。 ）  

    担 当 課 長 （ 管 理 者 が 別 に 定 め る も の に

限 る 。 ）  

  

  検 査 監      検 査 監    

  （ 略 ）  （ 略 ）     （ 略 ）  （ 略 ）   

 （ 略 ）  （ 略 ）  （ 略 ）    （ 略 ）  （ 略 ）  （ 略 ）   

別 表 第 五 （ 第 五 条 関 係 ）  別 表 第 五 （ 第 五 条 関 係 ）  

 手 当 の

種 類  

支 給 範 囲  支 給 額  
  手 当 の

種 類  

支 給 範 囲  支 給 額  
 

 現 場 作

業 手 当  

一  次 に 掲 げ る 作 業 （ 以 下 「 一 号 作 業 」

と い う 。 ） に 従 事 す る 職 員  
日 額  四

〇 〇 円  

  現 場 作

業 手 当  

一  次 に 掲 げ る 作 業 （ 以 下 「 一 号 作 業 」

と い う 。 ） に 従 事 す る 職 員  

日 額  四

〇 〇 円  

 

  イ  ポ ン プ 等 機 械 設 備 の 点 検 、 保 守

又 は 修 理  

    イ  ポ ン プ 又 は 水 車 設 備 等 機 械 設

備 の 点 検 、 保 守 又 は 修 理  

  

  ロ  高 圧 受 変 電 設 備 等 の 点 検 、 保 守

又 は 修 理  

    ロ  発 変 電 設 備 又 は 高 圧 受 電 設 備

の 点 検 、 保 守 又 は 修 理  

  

  ハ ～ ヘ  （ 略 ）      ハ ～ ヘ  （ 略 ）    

  ト  取 水 施 設 、 導 水 施 設 、 浄 水 施 設 、

送 水 施 設 又 は 配 水 施 設 （ ポ ン プ 場

及 び 調 整 池 を 含 む 。 ） に お い て 、

点 検 、 保 守 、 修 理 等 の た め に 行 う

職 員 に よ る 直 接 運 転 又 は 操 作  

    ト  取 水 施 設 、 導 水 施 設 、 浄 水 施 設 、

送 水 施 設 若 し く は 配 水 施 設 （ ポ ン

プ 場 及 び 調 整 池 を 含 む 。 ） 又 は 発

電 施 設 に お い て 、 点 検 、 保 守 、 修

理 等 の た め に 行 う 職 員 に よ る 直

接 運 転 又 は 操 作  

  

  チ ～ ワ  （ 略 ）      チ ～ ワ  （ 略 ）    

  カ  管 更 正 工 事 、 漏 水 復 旧 工 事 又 は

導 水 ト ン ネ ル 、 取 水 ト ン ネ ル 、 弁

室 等 の 工 事 の 現 場 立 会 等  

    カ  管 更 正 工 事 、 漏 水 復 旧 工 事 又 は

導 水 ト ン ネ ル 、 取 水 ト ン ネ ル 、 水

圧 鉄 管 、 弁 室 等 の 工 事 の 現 場 立 会

等  

  

  ヨ  （ 略 ）      ヨ  （ 略 ）    

  タ  取 水 施 設 、 導 水 施 設 、 浄 水 施 設 、

送 水 施 設 又 は 配 水 施 設 （ ポ ン プ 場

及 び 調 整 池 を 含 む 。 ） に か か る 基

礎 工 事 等 （ 橋 脚 を 含 む 。 ） の 現 場

立 会 等  

    タ  取 水 施 設 、 導 水 施 設 、 浄 水 施 設 、

送 水 施 設 若 し く は 配 水 施 設 （ ポ ン

プ 場 及 び 調 整 池 を 含 む 。 ） 又 は 発

電 施 設 に か か る 基 礎 工 事 等 （ 橋 脚

を 含 む 。 ） の 現 場 立 会 等  

  

  レ ～ ネ  （ 略 ）      レ ～ ネ  （ 略 ）    

  二  次 に 掲 げ る 作 業 （ 以 下 「 二 号 作 業 」

と い う 。 ） に 従 事 す る 職 員  

日 額  六

〇 〇 円  

   二  次 に 掲 げ る 作 業 （ 以 下 「 二 号 作 業 」

と い う 。 ） に 従 事 す る 職 員  

日 額  六

〇 〇 円  

 

  イ  （ 略 ）      イ  （ 略 ）    

  ロ  給 水 支 障 等 の 発 生 又 は そ れ ら の

お そ れ の あ る 状 況 下 に お け る 復 旧

の た め の 一 号 作 業  

    ロ  給 水 支 障 、 発 電 停 止 等 の 発 生 又

は そ れ ら の お そ れ の あ る 状 況 下

に お け る 復 旧 の た め の 一 号 作 業  

  

  ハ ・ ニ  （ 略 ）      ハ ・ ニ  （ 略 ）    

  （ 略 ）  （ 略 ）     （ 略 ）  （ 略 ）   

      特 殊 現

場 作 業

手 当  

次 に 掲 げ る 作 業 に 従 事 す る 職 員  日 額  一 、

一 〇 〇 円  

 

       イ  三 重 ご み 固 形 燃 料 発 電 所 に お け   
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る ボ イ ラ ー 内 作 業  

       ロ  そ の 他 企 業 庁 長 が 相 当 と 認 め る

も の  

  

 （ 略 ）  （ 略 ）  （ 略 ）    （ 略 ）  （ 略 ）  （ 略 ）   

  

附  則  

 こ の 管 理 規 程 は 、 令 和 五 年 四 月 一 日 か ら 施 行 す る 。  

 

三 重 県 企 業 庁 公 印 規 程 の 一 部 を 改 正 す る 管 理 規 程 を こ こ に 公 布 し ま す 。  

令 和 五 年 三 月 三 十 一 日  

三 重 県 企 業 庁 長   山   口   武   美    

三 重 県 企 業 庁 管 理 規 程 第 三 号   

三 重 県 企 業 庁 公 印 規 程 の 一 部 を 改 正 す る 管 理 規 程  

三 重 県 企 業 庁 公 印 規 程 （ 昭 和 四 十 八 年 三 重 県 企 業 庁 管 理 規 程 第 五 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。  

次 の 表 の 改 正 前 欄 に 掲 げ る 規 定 を 同 表 の 改 正 後 欄 に 掲 げ る 規 定 に 傍 線 で 示 す よ う に 改 正 す る 。  

改   正   後  改   正   前  

別 表 （ 第 二 条 関 係 ）  別 表 （ 第 二 条 関 係 ）  

 （ 略 ）  （ 略 ）  （ 略 ）  （ 略 ）  （ 略 ）  （ 略 ）    （ 略 ）  （ 略 ）  （ 略 ）  （ 略 ）  （ 略 ）  （ 略 ）   

 

三 重 県 企

業 庁 企 業

出 納 員 印  

二 三  

 

て ん 書  

企 業 財

務 課  

出 納 事

務 用  

 

 

三 重 県 企

業 庁 企 業

出 納 員 印  

二 三  

 

て ん 書  

財 務 管

理 課  

出 納 事

務 用  
 

 （ 略 ）  （ 略 ）  （ 略 ）  （ 略 ）  （ 略 ）  （ 略 ）    （ 略 ）  （ 略 ）  （ 略 ）  （ 略 ）  （ 略 ）  （ 略 ）   

  

附  則  

こ の 管 理 規 程 は 、 令 和 五 年 四 月 一 日 か ら 施 行 す る 。  

 

 三 重 県 企 業 庁 長 の 管 理 に 属 す る 行 政 財 産 の 貸 付 け 又 は 目 的 外 使 用 許 可 に 関 す る 規 程 の 一 部 を 改 正 す る 管 理 規 程

を こ こ に 公 布 し ま す 。  

  令 和 五 年 三 月 三 十 一 日  

三 重 県 企 業 庁 長   山   口   武   美    

三 重 県 企 業 庁 管 理 規 程 第 四 号  

   三 重 県 企 業 庁 長 の 管 理 に 属 す る 行 政 財 産 の 貸 付 け 又 は 目 的 外 使 用 許 可 に 関 す る 規 程 の 一 部 を 改 正 す る 管 理

規 程  

 三 重 県 企 業 庁 長 の 管 理 に 属 す る 行 政 財 産 の 貸 付 け 又 は 目 的 外 使 用 許 可 に 関 す る 規 程 （ 平 成 十 年 三 重 県 企 業 庁 管

理 規 程 第 三 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。  

 次 の 表 の 改 正 前 欄 に 掲 げ る 規 定 を 同 表 の 改 正 後 欄 に 掲 げ る 規 定 に 傍 線 で 示 す よ う に 改 正 す る 。  

附  則  

こ の 管 理 規 程 は 、 令 和 五 年 四 月 一 日 か ら 施 行 す る 。  

 

改   正   後  改   正   前  

（ 貸 付 け 等 の 手 続 ）  （ 貸 付 け 等 の 手 続 ）  

第 七 条  （ 略 ）  第 七 条  （ 略 ）  

２  前 項 の 場 合 に お い て 、 貸 付 け 等 を 受 け よ う と す る 者

は 、 次 に 掲 げ る 事 項 を 記 載 し た 書 面 及 び 貸 付 け 等 に 必

要 な 図 面 そ の 他 の 関 係 書 類 を 添 付 し な け れ ば な ら な

い 。  

２  前 項 の 申 請 書 を 受 理 し た 課 長 、 所 長 又 は セ ン タ ー 長

は 、 次 の 各 号 に 掲 げ る 事 項 を 記 載 し た 文 書 に 、 必 要 な

図 面 、 そ の 他 の 関 係 書 類 を 添 付 し て 庁 長 の 決 裁 を 受 け

な け れ ば な ら な い 。  

一 ～ 六  （ 略 ）  一 ～ 六  （ 略 ）  
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三 重 県 企 業 庁 組 織 規 程 の 一 部 を 改 正 す る 管 理 規 程 を こ こ に 公 布 し ま す 。  

令 和 五 年 三 月 三 十 一 日  

三 重 県 企 業 庁 長   山   口   武   美    

三 重 県 企 業 庁 管 理 規 程 第 五 号  

三 重 県 企 業 庁 組 織 規 程 の 一 部 を 改 正 す る 管 理 規 程  

三 重 県 企 業 庁 組 織 規 程 （ 平 成 十 四 年 三 重 県 企 業 庁 管 理 規 程 第 一 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。  

次 の 表 の 改 正 前 欄 に 掲 げ る 規 定 を 同 表 の 改 正 後 欄 に 掲 げ る 規 定 に 傍 線 で 示 す よ う に 改 正 す る 。  
改   正   後  改   正   前  

（ 本 庁 の 課 及 び 分 掌 事 務 ）  （ 本 庁 の 課 及 び 分 掌 事 務 ）  

第 二 条  本 庁 （ 三 重 県 企 業 庁 （ 以 下 「 企 業 庁 」 と い う 。 ）

の 組 織 の う ち 、 第 九 条 に 定 め る 事 業 所 を 除 い た も の を

い う 。 以 下 同 じ 。 ） に 次 に 掲 げ る 課 を 置 く 。  

第 二 条  本 庁 （ 三 重 県 企 業 庁 （ 以 下 「 企 業 庁 」 と い う 。 ）

の 組 織 の う ち 、 第 九 条 に 定 め る 事 業 所 を 除 い た も の を

い う 。 以 下 同 じ 。 ） に 次 に 掲 げ る 課 を 置 く 。  

一  （ 略 ）  一  （ 略 ）  

二  企 業 財 務 課  二  財 務 管 理 課  

三 ・ 四  （ 略 ）  三 ・ 四  （ 略 ）  

五  技 術 管 理 ・ 機 電 施 設 課  五  電 気 事 業 課  

２  企 業 総 務 課 の 分 掌 事 務 は 、 次 に 掲 げ る と お り と す る 。 ２  企 業 総 務 課 の 分 掌 事 務 は 、 次 に 掲 げ る と お り と す る 。 

一  （ 略 ）  一  （ 略 ）  

二  公 営 企 業 の 企 画 、 経 営 改 革 及 び 経 営 計 画 に 関 す る

こ と 。  

二  公 営 企 業 の 企 画 及 び 経 営 計 画 に 関 す る こ と 。  

 三  （ 略 ）   三  （ 略 ）  

３  企 業 財 務 課 の 分 掌 事 務 は 、 企 業 庁 の 予 算 、 経 理 、 決

算 及 び 財 産 管 理 に 関 す る こ と と す る 。  

３  財 務 管 理 課 の 分 掌 事 務 は 、 企 業 庁 の 予 算 、 経 理 、 決

算 及 び 財 産 管 理 に 関 す る こ と と す る 。  

４ ・ ５  （ 略 ）  ４ ・ ５  （ 略 ）  

６  技 術 管 理 ・ 機 電 施 設 課 の 分 掌 事 務 は 、 公 共 事 業 及 び

機 電 施 設 に 関 す る こ と と す る 。  

６  電 気 事 業 課 の 分 掌 事 務 は 、 電 気 事 業 に 関 す る こ と と

す る 。  

（ 本 庁 の 職 制 ）  （ 本 庁 の 職 制 ）  

第 六 条  本 庁 に 、 次 に 掲 げ る 職 を 置 く 。  第 六 条  本 庁 に 、 次 に 掲 げ る 職 を 置 く 。  

一 ～ 三  （ 略 ）  一 ～ 三  （ 略 ）  

四  経 営 改 革 ・ 危 機 管 理 監  四  施 設 防 災 危 機 管 理 監  

 五  機 電 管 理 監  

 六  Ｒ Ｄ Ｆ 対 策 監  

五 ～ 十  （ 略 ）  七 ～ 十 二  （ 略 ）  

２ ・ ３  （ 略 ）  ２ ・ ３  （ 略 ）  

（ 職 務 の 権 限 ）  （ 職 務 の 権 限 ）  

第 七 条  前 条 第 一 項 に 規 定 す る 職 の 職 務 は 、 そ れ ぞ れ 次

の と お り と す る 。  

第 七 条  前 条 第 一 項 に 規 定 す る 職 の 職 務 は 、 そ れ ぞ れ 次

の と お り と す る 。  

一 ～ 三  （ 略 ）  一 ～ 三  （ 略 ）  

四  経 営 改 革 ・ 危 機 管 理 監  上 司 の 命 を 受 け て 経 営 改

革 及 び 危 機 管 理 等 に 関 す る 事 務 を 処 理 す る こ と 。  

四  施 設 防 災 危 機 管 理 監  上 司 の 命 を 受 け て 施 設 防

災 及 び 危 機 管 理 等 に 関 す る 事 務 を 処 理 す る こ と 。  

 五  機 電 管 理 監  上 司 の 命 を 受 け て 機 電 関 係 施 設 の

保 安 に 関 す る 事 務 を 処 理 す る こ と 。  

 六  Ｒ Ｄ Ｆ 対 策 監  上 司 の 命 を 受 け て Ｒ Ｄ Ｆ 対 策 に

関 す る 事 務 を 処 理 す る こ と 。  

五 ～ 七  （ 略 ）  七 ～ 九  （ 略 ）  

２  （ 略 ）  ２  （ 略 ）  

（ 部 の 設 置 及 び 分 掌 事 務 ）  （ 部 の 設 置 及 び 分 掌 事 務 ）  

第 九 条 の 二  北 勢 水 道 事 務 所 に 、 次 に 掲 げ る 部 を 置 く 。  第 九 条 の 二  北 勢 水 道 事 務 所 に 、 次 に 掲 げ る 部 を 置 く 。  

一  総 務 経 営 部  一  総 務 管 理 部  
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二 ～ 四  （ 略 ）  二 ～ 四  （ 略 ）  

２  総 務 経 営 部 の 分 掌 事 務 は 、 水 道 事 業 及 び 工 業 用 水 道

事 業 の 経 営 に 関 す る こ と と す る 。  

２  総 務 管 理 部 の 分 掌 事 務 は 、 水 道 事 業 及 び 工 業 用 水 道

事 業 の 経 営 に 関 す る こ と と す る 。  

３ ～ ５  （ 略 ）  ３ ～ ５  （ 略 ）  
附  則  

こ の 管 理 規 程 は 、 令 和 五 年 四 月 一 日 か ら 施 行 す る 。  

 

三 重 県 企 業 庁 事 務 決 裁 及 び 委 任 規 程 の 一 部 を 改 正 す る 管 理 規 程 を こ こ に 公 布 し ま す 。  

令 和 五 年 三 月 三 十 一 日  

                        三 重 県 企 業 庁 長   山   口   武   美    

三 重 県 企 業 庁 管 理 規 程 第 六 号  

三 重 県 企 業 庁 事 務 決 裁 及 び 委 任 規 程 の 一 部 を 改 正 す る 管 理 規 程  

三 重 県 企 業 庁 事 務 決 裁 及 び 委 任 規 程 （ 平 成 十 四 年 三 重 県 企 業 庁 管 理 規 程 第 二 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。  

次 の 表 の 改 正 前 欄 に 掲 げ る 規 定 を 同 表 の 改 正 後 欄 に 掲 げ る 規 定 に 傍 線 で 示 す よ う に 改 正 す る 。  

改   正   後  改   正   前  

（ 定 義 ）  （ 定 義 ）  

第 二 条  こ の 管 理 規 程 に お い て 、 次 の 各 号 に 掲 げ る 用 語

の 意 義 は 、 そ れ ぞ れ 当 該 各 号 に 定 め る と こ ろ に よ る 。 
第 二 条  こ の 管 理 規 程 に お い て 、 次 の 各 号 に 掲 げ る 用 語

の 意 義 は 、 そ れ ぞ れ 当 該 各 号 に 定 め る と こ ろ に よ る 。 

一 ～ 十  （ 略 ）  一 ～ 十  （ 略 ）  

十 一  課 長  組 織 規 程 第 六 条 第 一 項 に 規 定 す る 経 営

改 革 ・ 危 機 管 理 監 及 び 検 査 監 並 び に 同 条 第 二 項 に 規

定 す る 課 長 及 び 担 当 課 長 を い う 。  

十 一  課 長  組 織 規 程 第 六 条 第 一 項 に 規 定 す る 施 設

防 災 危 機 管 理 監 、 機 電 管 理 監 、 Ｒ Ｄ Ｆ 対 策 監 及 び 検

査 監 並 び に 同 条 第 二 項 に 規 定 す る 課 長 及 び 担 当 課

長 を い う 。  

十 二 ～ 十 六  （ 略 ）  十 二 ～ 十 六  （ 略 ）  

別 表 (1
)

の 表 中 第 六 十 二 号 の 項 を 第 六 十 三 号 の 項 と し 、 第 二 十 四 号 の 項 か ら 第 六 十 一 号 の 項 ま で を 一 項 ず つ 繰 り

下 げ 、 第 二 十 三 号 の 項 を 次 の よ う に 改 め 、 同 項 を 同 表 第 二 十 四 号 の 項 と す る 。  

24 個人情報の保護に関す

る法律（平成 15 年法律
第 57 号）及び三重県個
人情報の保護に関する

法律施行条例（令和 4
年三重県条例第 47 号）
の施行に関する事務 

1  法第 82条の規定による決定並び

に条例第 3 条第 2 項及び第 4 条の
規定による延長 

            

(1) 本庁の所掌に属する場合   〇          

(2) 事業所の所掌に属する場合      〇  〇    各事
業所 

2  法第 93条の規定による決定並び
に法第 94 条第 2 項及び第 95 条の
規定による延長 

            

(1) 本庁の所掌に属する場合   〇          

(2) 事業所の所掌に属する場合      〇  〇    各事

業所 

3  法第 101 条の規定による決定並
びに法第 102 条第 2 項及び第 103
条の規定による延長 

            

(1) 本庁の所掌に属する場合   〇          

(2) 事業所の所掌に属する場合      〇  〇    各事
業所 

別 表 (1
)

の 表 中 第 二 十 二 号 の 項 を 第 二 十 三 号 の 項 と し 、 第 十 四 号 の 項 か ら 第 二 十 一 号 の 項 ま で を 一 項 ず つ 繰 り 下

げ 、 第 十 三 号 の 項 を 次 の よ う に 改 め 、 同 項 を 同 表 第 十 四 号 の 項 と す る 。  

14 三重県企業庁会計規程
（平成 19 年三重県企

業庁管理規程第 4 号）
の施行に関する事務 

1  管理規程第 10条第 3号の規定に
よる職の指定 

〇            

 
2  管理規程第 12条の規定による検
査の実施 

  〇          

  
3  管理規程第 28条第 2項ただし書
の規定による納付金の指定 

 〇           
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4  管理規程第 39条第 1項ただし書
の規定による経費の指定 

 〇           

  
5  管理規程第 97条の規定による職

員の指定 

  〇          

  
6  管理規程第 125 条の規定による
特別償却率の決定 

〇            

  
7  管理規程第 141 条第 3 項の規定

による予算執行計画の承認 

  〇          

  
8  管理規程第 141 条第 4 項の規定
による配当 

  〇          

  
9  管理規程第 145 条第 1 項の規定
による流用 

 〇           

  

10 管理規程第 175 条の規定による

検査を行わせる職員の選任（三重
県企業庁建設工事検査規程（平成
10 年三重県企業庁管理規程第 11

号）第 2 条第 2 号に規定する者を
除く。） 

            

  (1) 本庁の所掌に属する場合   〇          

  

(2) 事業所の所掌に属する場合      〇  〇    各事

業所 

11 管理規程第 181 条第 2 項の規定
による変更承認 

 〇           

別 表 (1
)

の 表 第 十 二 号 の 項 中 第 七 号 を 次 の よ う に 改 め 、 同 項 を 同 表 第 十 三 号 の 項 と す る 。  

7  法第 40条の 2の規定による業務

状況の作成 

  〇          

別 表 (1
)

の 表 中 第 十 一 号 の 項 の 次 に 次 の 一 項 を 加 え る 。  

12 三重県企業庁公舎管理
規程（昭和 48 年三重県

企業庁管理規定第 7
号）の施行に関する事
務 

1  管理規程第 3 条第 2 項の規定に
よる営繕の承認 

  〇   〇  〇     

2  管理規程第 5 条第 2 項及び第 3

項の規定による貸与承認 

  〇          

3  管理規程第 7 条第 1 項ただし書
の規定による貸付料の決定 

  〇          

4  管理規程第 9 条第 1 項の規定に
よる模様替え等の許可 

  〇   〇  〇     

5  管理規程第 10条第 1項ただし書
の規定による明け渡しの猶予及び
同条第 2 項の規定による明け渡し

書の受理 

  〇          

6  管理規程第 11条の規定による特
例の貸与承認 

  〇          

別 表 (2
)

の 表 に 「備考：金額は、1 件当たりの金額をいう。」 を 加 え る 。  

別 表 (3
)

の 表 を 次 の よ う に 改 め る 。  

区分 

   決裁区分    

備考 
庁長 

   専決者    

 

本庁 

  事業所  

  北勢水道事務所 
その他の 

事務所 

次長 課長 班長 所長 部長 
所課
長 

所長 
所課
長 

1 営業費用等           

  1  給料           

 
1 

2  手当等   
全額 

       

 3  法定福利費          
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  4  退職給与金           

  5  報酬           

 
2 

7  報償費   全額   全額  全額   

 8  旅費           

  9  交際費   全額        

  11  備消品費   
30 万
円 以

上 

30 万
円 未

満 

 
30 万
円 以

上 

30 万
円 未

満 

30 万
円 以

上 

30 万
円 未

満 

 

 3 12 被服費     

  13 燃料費     

 4 14 光熱水費    全額   全額  全額  

 5 15 印刷製本費   

30万

円以
上 

30万

円未
満 

 

30万

円以
上 

30万

円未
満 

30万

円以
上 

30万

円未
満 

 

 6 16 通信運搬費    全額   全額  全額  

 7 17 広告料   

30 万

円 以
上 

30 万

円 未
満 

 

30 万

円 以
上 

30 万

円 未
満 

30 万

円 以
上 

30 万

円 未
満 

 

 

8 

18 

委 託
料 

土地登記、汚泥処理、
施設保守、計装、計算

機等の点検及び除塵処
理業務委託 

  全額   全額  全額   

 
測量、調査及び設計並
びに浄水場等の運転管

理業務委託 

5,000
万 円

以上 

 
5,000
万 円

未満 

 

1,000
万 円

以上 
5,000
万 円

未満 

1,000
万 円

未満 

 
5,000
万 円

未満 

  

 その他   全額  
5,000
万 円

以上 

5,000
万 円

未満 

 全額   

  19 手数料   

30 万
円 以

上 

30 万
円 未

満 

 

30 万
円 以

上 

30 万
円 未

満 

30 万
円 以

上 

30 万
円 未

満 

 

 
9 

20 賃借料     

 21 修繕費（請負工事を除く。）     

  23 路面復旧費     

 10 24 動力費   全額   全額  全額   

 
11 

25 薬品費   30 万
円 以

上 

30 万
円 未

満 

 
30 万
円 以

上 

30 万
円 未

満 

30 万
円 以

上 

30 万
円 未

満 

 

 26 材料費    

 12 27 補償費   全額  全額   全額  
賠 償
金 を
除く。 

 13 28 研修費   
30 万
円 以
上 

30 万
円 未
満 

 
30 万
円 以
上 

30 万
円 未
満 

30 万
円 以
上 

30 万
円 未
満 

 

 14 29 会議費   全額  全額   全額   

 15 30 厚生費   

30 万

円 以
上 

30 万

円 未
満 

 

30 万

円 以
上 

30 万

円 未
満 

30 万

円 以
上 

30 万

円 未
満 

 

 16 31 負担金   全額  全額   全額   

 17 32 保険料   

30 万

円 以
上 

30 万

円 未
満 

 

30 万

円 以
上 

30 万

円 未
満 

30 万

円 以
上 

30 万

円 未
満 

 

 18 33 受水費   全額  全額   全額   

 19 34 交付金   全額        
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 20 
35 請負工事費（修繕工事、撤
去工事を含む。） 

3 億
円 以

上 

 
3 億
円 未

満 

 

7,000
万 円

以上 
3 億
円 未

満 

7,000
万 円

未満 

 
3 億
円 未

満 

  

 21 36 雑費   
30 万
円 以
上 

30 万
円 未
満 

 
30 万
円 以
上 

30 万
円 未
満 

30 万
円 以
上 

30 万
円 未
満 

 

 
24 

60 減価償却費 
  金額        

 61 引当金繰入額 

 25 
70 固定資産除却費（請負工事
を除く。） 

  全額  全額   全額   

2 
営業外費用（受託工事費のみ営業費
用等の例による。） 

  全額  全額   全額   

3 特別損失   全額  全額   全額   

備考：金額は、1件当たりの金額をいう。 

附  則  

こ の 管 理 規 程 は 、 令 和 五 年 四 月 一 日 か ら 施 行 す る 。  

 

 三 重 県 水 道 事 業 保 安 規 程 の 一 部 を 改 正 す る 管 理 規 程 を こ こ に 公 布 し ま す 。  

  令 和 五 年 三 月 三 十 一 日  

                        三  重  県  企 業  庁  長   山   口   武   美    

三 重 県 企 業 庁 管 理 規 程 第 七 号  

   三 重 県 水 道 事 業 保 安 規 程 の 一 部 を 改 正 す る 管 理 規 程  

 三 重 県 水 道 事 業 保 安 規 程 （ 平 成 十 四 年 三 重 県 企 業 庁 管 理 規 程 第 十 五 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。  

 次 の 表 の 改 正 前 欄 に 掲 げ る 規 定 を 同 表 の 改 正 後 欄 に 掲 げ る 規 定 に 傍 線 で 示 す よ う に 改 正 す る 。  

改   正   後  改   正   前  

（ 適 用 範 囲 等 ）  （ 適 用 範 囲 等 ）  

第 二 条  （ 略 ）  第 二 条  （ 略 ）  

２  法 第 二 条 第 一 項 第 九 号 に 定 め る 一 般 送 配 電 事 業 者

（ 以 下 「 一 般 送 配 電 事 業 者 」 と い う 。 ） と の 保 安 上 の

責 任 分 界 点 は 、 需 給 契 約 に 基 づ く 責 任 分 界 点 と す る 。 

２  法 第 二 条 第 一 項 第 二 号 に 定 め る 一 般 電 気 事 業 者 （ 以

下 「 一 般 電 気 事 業 者 」 と い う 。 ） と の 保 安 上 の 責 任 分

界 点 は 、 需 給 契 約 に 基 づ く 責 任 分 界 点 と す る 。  

３ ・ ４  （ 略 ）  ３ ・ ４  （ 略 ）  

（ 災 害 時 等 の 小 水 力 発 電 所 並 び に 太 陽 光 及 び 移 動 用

発 電 設 備 の 運 転 ）  

（ 災 害 時 等 の 小 水 力 発 電 所 並 び に 太 陽 光 及 び 移 動 用

発 電 設 備 の 運 転 ）  

第 十 八 条  災 害 時 等 に お い て 、 一 般 送 配 電 事 業 者 と 連 絡

が と れ な い 場 合 は 、 連 絡 が と れ る ま で の 間 、 小 水 力 発

電 所 及 び 太 陽 光 発 電 設 備 の 運 転 を 停 止 す る も の と す

る 。  

第 十 八 条  災 害 時 等 に お い て 、 一 般 電 気 事 業 者 と 連 絡 が

と れ な い 場 合 は 、 連 絡 が と れ る ま で の 間 、 小 水 力 発 電

所 及 び 太 陽 光 発 電 設 備 の 運 転 を 停 止 す る も の と す る 。 

２  災 害 時 等 に お い て 、 一 般 送 配 電 事 業 者 の 配 電 線 路 と

電 気 的 に 接 続 し て い る 電 気 工 作 物 と 移 動 用 発 電 設 備

は 、 電 気 的 に 接 続 を 行 わ な い も の と す る 。  

２  災 害 時 等 に お い て 、 一 般 電 気 事 業 者 の 配 電 線 路 と 電

気 的 に 接 続 し て い る 電 気 工 作 物 と 移 動 用 発 電 設 備 は 、

電 気 的 に 接 続 を 行 わ な い も の と す る 。  

 別 表 第 一 を 次 の よ う に 改 め る 。  
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 次 の 表 の 改 正 前 欄 に 掲 げ る 規 定 を 同 表 の 改 正 後 欄 に 掲 げ る 規 定 に 傍 線 で 示 す よ う に 改 正 す る 。  

改   正   後  改   正   前  
別 表 第 三 （ 第 四 条 関 係 ）  別 表 第 三 （ 第 四 条 関 係 ）  

庁 長 及 び 管 理 職 員 の 業 務 分 掌  庁 長 及 び 管 理 職 員 の 業 務 分 掌  

  業 務 分 掌     業 務 分 掌   

 （ 略 ）  （ 略 ）    （ 略 ）  （ 略 ）   

 次 長  （ 略 ）    次 長  （ 略 ）   

     機 電 管 理 監  機 電 管 理 監 は 、 上 司 の 命 を 受 け て 機 電

関 係 施 設 の 保 安 に 関 す る 事 務 を 処 理 す

る 。  

 

 （ 略 ）  （ 略 ）    （ 略 ）  （ 略 ）   

  

   附  則  

こ の 管 理 規 程 は 、 令 和 五 年 四 月 一 日 か ら 施 行 す る 。  

 

 三 重 県 工 業 用 水 道 事 業 保 安 規 程 の 一 部 を 改 正 す る 管 理 規 程 を こ こ に 公 布 し ま す 。  

  令 和 五 年 三 月 三 十 一 日  

三 重 県 企 業 庁 長   山   口   武   美    

三 重 県 企 業 庁 管 理 規 程 第 八 号  

   三 重 県 工 業 用 水 道 事 業 保 安 規 程 の 一 部 を 改 正 す る 管 理 規 程  

 三 重 県 工 業 用 水 道 事 業 保 安 規 程 （ 平 成 十 四 年 三 重 県 企 業 庁 管 理 規 程 第 十 六 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。  

 次 の 表 の 改 正 前 欄 に 掲 げ る 規 定 を 同 表 の 改 正 後 欄 に 掲 げ る 規 定 に 傍 線 で 示 す よ う に 改 正 す る 。  

改   正   後  改   正   前  

（ 適 用 範 囲 等 ）  （ 適 用 範 囲 等 ）  

第 二 条  （ 略 ）  第 二 条  （ 略 ）  

２  法 第 二 条 第 一 項 第 九 号 に 定 め る 一 般 送 配 電 事 業 者

（ 以 下 「 一 般 送 配 電 事 業 者 」 と い う 。 ） と の 保 安 上 の

責 任 分 界 点 は 、 需 給 契 約 に 基 づ く 責 任 分 界 点 と す る 。 

２  法 第 二 条 第 一 項 第 二 号 に 定 め る 一 般 電 気 事 業 者 （ 以

下 「 一 般 電 気 事 業 者 」 と い う 。 ） と の 保 安 上 の 責 任 分

界 点 は 、 需 給 契 約 に 基 づ く 責 任 分 界 点 と す る 。  

３ ・ ４  （ 略 ）  ３ ・ ４  （ 略 ）  

（ 運 転 又 は 操 作 の 基 本 ）  （ 運 転 又 は 操 作 の 基 本 ）  

第 十 三 条  （ 略 ）  第 十 三 条  （ 略 ）  

２  （ 略 ）  ２  （ 略 ）  

３  特 別 高 庄 受 電 設 備 の 機 器 の 操 作 に つ い て は 、 一 般 送

配 電 事 業 者 と の 申 合 せ 書 に よ る も の と す る 。  

３  特 別 高 庄 受 電 設 備 の 機 器 の 操 作 に つ い て は 、 一 般 電

気 事 業 者 と の 申 合 せ 書 に よ る も の と す る 。  

（ 災 害 時 等 の 太 陽 光 及 び 移 動 用 発 電 設 備 の 運 転 ）  （ 災 害 時 等 の 太 陽 光 及 び 移 動 用 発 電 設 備 の 運 転 ）  

第 十 八 条  災 害 時 等 に お い て 、 一 般 送 配 電 事 業 者 と 連 絡

が と れ な い 場 合 は 、 連 絡 が と れ る ま で の 間 、 太 陽 光 発

電 設 備 の 運 転 を 停 止 す る も の と す る 。  

第 十 八 条  災 害 時 等 に お い て 、 一 般 電 気 事 業 者 と 連 絡 が

と れ な い 場 合 は 、 連 絡 が と れ る ま で の 間 、 太 陽 光 発 電

設 備 の 運 転 を 停 止 す る も の と す る 。  

２  災 害 時 等 に お い て 、 一 般 送 配 電 事 業 者 の 配 電 線 路 と

電 気 的 に 接 続 し て い る 電 気 工 作 物 と 移 動 用 発 電 設 備

は 、 電 気 的 に 接 続 を 行 わ な い も の と す る 。  

２  災 害 時 等 に お い て 、 一 般 電 気 事 業 者 の 配 電 線 路 と 電

気 的 に 接 続 し て い る 電 気 工 作 物 と 移 動 用 発 電 設 備 は 、

電 気 的 に 接 続 を 行 わ な い も の と す る 。  

別 表 第 一 を 次 の よ う に 改 め る 。  
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 次 の 表 の 改 正 前 欄 に 掲 げ る 規 定 を 同 表 の 改 正 後 欄 に 掲 げ る 規 定 に 傍 線 で 示 す よ う に 改 正 す る 。  

改   正   後  改   正   前  
別 表 第 三 （ 第 四 条 関 係 ）  別 表 第 三 （ 第 四 条 関 係 ）  

庁 長 及 び 管 理 職 員 の 業 務 分 掌  庁 長 及 び 管 理 職 員 の 業 務 分 掌  

  業 務 分 掌     業 務 分 掌   

 （ 略 ）  （ 略 ）    （ 略 ）  （ 略 ）   

 次 長  （ 略 ）    次 長  （ 略 ）   

     機 電 管 理 監  機 電 管 理 監 は 、 上 司 の 命 を 受 け て

機 電 関 係 施 設 の 保 安 に 関 す る 事 務 を

処 理 す る 。  

 

 （ 略 ）  （ 略 ）    （ 略 ）  （ 略 ）   

  

   附  則  

こ の 管 理 規 程 は 、 令 和 五 年 四 月 一 日 か ら 施 行 す る 。  

 

 三 重 県 企 業 庁 会 計 規 程 の 一 部 を 改 正 す る 管 理 規 程 を こ こ に 公 布 し ま す 。  

  令 和 五 年 三 月 三 十 一 日  

三 重 県 企 業 庁 長   山   口   武   美    

三 重 県 企 業 庁 管 理 規 程 第 九 号  

   三 重 県 企 業 庁 会 計 規 程 の 一 部 を 改 正 す る 管 理 規 程  

 三 重 県 企 業 庁 会 計 規 程 （ 平 成 十 九 年 三 重 県 企 業 庁 管 理 規 程 第 四 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。  

 次 の 表 の 改 正 前 欄 に 掲 げ る 規 定 を 同 表 の 改 正 後 欄 に 掲 げ る 規 定 に 傍 線 で 示 す よ う に 改 正 す る 。  

改   正   後  改   正   前  

（ 課 長 又 は 所 長 へ の 委 任 ）  （ 課 長 又 は 所 長 へ の 委 任 ）  

第 七 条  次 に 掲 げ る 事 務 は 、 当 該 事 務 を 所 掌 す る 課 長 （ 第

五 号 に 掲 げ る 事 務 に あ っ て は 、 企 業 財 務 課 長 ） 又 は 所

長 に 委 任 す る 。 た だ し 、 第 二 号 及 び 第 五 号 に 掲 げ る 事

務 に つ い て は 、 三 重 県 企 業 庁 事 務 決 裁 及 び 委 任 規 程 （ 平

成 十 四 年 三 重 県 企 業 庁 管 理 規 程 第 二 号 ） 第 三 条 の 規 定

に よ り 、 班 長 又 は 同 規 程 第 四 条 の 規 定 に よ り 、 北 勢 水

道 事 務 所 部 長 若 し く は 課 長 若 し く は そ の 他 の 事 業 所 の

副 所 長 若 し く は 課 長 が 専 決 す る 事 項 に あ っ て は 、 当 該

専 決 者 に 専 決 さ せ る も の と す る 。  

第 七 条  次 に 掲 げ る 事 務 は 、 当 該 事 務 を 所 掌 す る 課 長 （ 第

五 号 に 掲 げ る 事 務 に あ っ て は 、 財 務 管 理 課 長 ） 又 は 所

長 に 委 任 す る 。 た だ し 、 第 二 号 及 び 第 五 号 に 掲 げ る 事

務 に つ い て は 、 三 重 県 企 業 庁 事 務 決 裁 及 び 委 任 規 程 （ 平

成 十 四 年 三 重 県 企 業 庁 管 理 規 程 第 二 号 ） 第 三 条 の 規 定

に よ り 、 班 長 又 は 同 規 程 第 四 条 の 規 定 に よ り 、 北 勢 水

道 事 務 所 部 長 若 し く は 課 長 若 し く は そ の 他 の 事 業 所 の

副 所 長 若 し く は 課 長 が 専 決 す る 事 項 に あ っ て は 、 当 該

専 決 者 に 専 決 さ せ る も の と す る 。  

一 ～ 六  （ 略 ）  一 ～ 六  （ 略 ）  

（ 資 金 計 画 ）  （ 資 金 計 画 ）  

第 十 一 条  （ 略 ）  第 十 一 条  （ 略 ）  

２  （ 略 ）  ２  （ 略 ）  

３  本 庁 出 納 員 は 、 前 二 項 の 資 金 計 画 に 基 づ き 、 資 金 予

算 表 （ 第 三 号 様 式 ） を 作 成 し 、 毎 月 八 日 ま で に 企 業 財

務 課 長 に 提 出 し な け れ ば な ら な い 。  

３  本 庁 出 納 員 は 、 前 二 項 の 資 金 計 画 に 基 づ き 、 資 金 予

算 表 （ 第 三 号 様 式 ） を 作 成 し 、 毎 月 八 日 ま で に 財 務 管

理 課 長 に 提 出 し な け れ ば な ら な い 。  

（ 証 券 を も っ て す る 収 入 の 納 付 ）  （ 証 券 を も っ て す る 収 入 の 納 付 ）  

第 三 十 条  （ 略 ）  第 三 十 条  （ 略 ）  

２  令 第 二 十 一 条 の 三 第 一 項 第 一 号 に 規 定 す る 小 切 手 等

の 支 払 地 の 区 域 は 、 納 付 し よ う と す る 取 扱 金 融 機 関 が

加 入 し て い る 手 形 交 換 所 の 手 形 交 換 取 扱 地 域 と す る 。  

２  令 第 二 十 一 条 の 三 第 一 項 第 一 号 に 規 定 す る 小 切 手 等

の 支 払 地 の 区 域 は 、 納 付 し よ う と す る 取 扱 金 融 機 関 が

加 入 し て い る 手 形 交 換 所 の 手 形 交 換 取 扱 地 域 と す る 。

た だ し 、 企 業 出 納 員 に 納 付 し よ う と す る と き は 、 取 扱

金 融 機 関 が 加 入 し て い る 手 形 交 換 所 の 手 形 交 換 取 扱 地

域 に 限 る 。  

（ 物 品 の 管 理 ）  （ 物 品 の 管 理 ）  
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第 七 十 八 条  企 業 財 務 課 長 又 は 所 長 （ 以 下 「 物 品 管 理 者 」

と い う 。 ） は 、 そ の 保 管 に 属 す る 物 品 を 、 常 に 良 好 な 状

態 に お い て こ れ を 管 理 し 、 そ の 所 有 の 目 的 に 応 じ て 最

も 効 率 的 な 運 用 を 図 ら な け れ ば な ら な い 。  

第 七 十 八 条  財 務 管 理 課 長 又 は 所 長 （ 以 下 「 物 品 管 理 者 」

と い う 。 ） は 、 そ の 保 管 に 属 す る 物 品 を 、 常 に 良 好 な 状

態 に お い て こ れ を 管 理 し 、 そ の 所 有 の 目 的 に 応 じ て 最

も 効 率 的 な 運 用 を 図 ら な け れ ば な ら な い 。  

（ 貯 蔵 品 保 有 計 画 ）  （ 貯 蔵 品 保 有 計 画 ）  

第 九 十 一 条  （ 略 ）  第 九 十 一 条  （ 略 ）  

２  事 業 を 担 当 す る 課 の 課 長 は 、 前 項 の 貯 蔵 品 保 有 計 画

書 に 基 づ き 、 年 間 使 用 見 込 数 を 査 定 し 、 企 業 財 務 課 長

に 提 出 し な け れ ば な ら な い 。  

２  事 業 を 担 当 す る 課 の 課 長 は 、 前 項 の 貯 蔵 品 保 有 計 画

書 に 基 づ き 、 年 間 使 用 見 込 数 を 査 定 し 、 財 務 管 理 課 長

に 提 出 し な け れ ば な ら な い 。  

３  企 業 財 務 課 長 は 、 前 項 に 規 定 す る 貯 蔵 品 保 有 計 画 書

及 び 在 庫 量 に 基 づ い て 保 有 計 画 を た て 、 庁 長 の 承 認 を

受 け る と と も に 、 事 業 を 担 当 す る 課 の 課 長 に 通 知 し な

け れ ば な ら な い 。  

３  財 務 管 理 課 長 は 、 前 項 に 規 定 す る 貯 蔵 品 保 有 計 画 書

及 び 在 庫 量 に 基 づ い て 保 有 計 画 を た て 、 庁 長 の 承 認 を

受 け る と と も に 、 事 業 を 担 当 す る 課 の 課 長 に 通 知 し な

け れ ば な ら な い 。  

（ 払 出 価 額 ）  （ 払 出 価 額 ）  

第 九 十 四 条  貯 蔵 品 の 払 出 価 額 は 、 個 別 法 に よ る も の を

除 き 、 先 入 先 出 法 に よ る も の と す る 。  

第 九 十 四 条  貯 蔵 品 の 払 出 価 額 は 、 個 別 法 に よ る も の を

除 き 、 電 気 事 業 に あ っ て は 移 動 平 均 法 に 、 そ の 他 の 事

業 に あ っ て は 先 入 先 出 法 に よ る も の と す る 。  

（ 建 設 改 良 工 事 の 精 算 ）  （ 建 設 改 良 工 事 の 精 算 ）  

第 百 十 条  （ 略 ）  第 百 十 条  （ 略 ）  

２  建 設 改 良 工 事 を 施 行 す る 課 又 は 所 の 長 は 、 前 項 の 建

設 工 事 費 精 算 書 等 に 基 づ き 、 庁 長 が 別 に 定 め る 基 準 に

従 っ て 間 接 費 を 配 分 し 、 工 事 費 に 併 せ て 固 定 資 産 の 当

該 科 目 へ 振 り 替 え な け れ ば な ら な い 。 た だ し 、 本 庁 執

行 の 間 接 費 に つ い て は 、 企 業 財 務 課 長 が こ れ を 行 う も

の と す る 。  

２  建 設 改 良 工 事 を 施 行 す る 課 又 は 所 の 長 は 、 前 項 の 建

設 工 事 費 精 算 書 等 に 基 づ き 、 庁 長 が 別 に 定 め る 基 準 に

従 っ て 間 接 費 を 配 分 し 、 工 事 費 に 併 せ て 固 定 資 産 の 当

該 科 目 へ 振 り 替 え な け れ ば な ら な い 。 た だ し 、 本 庁 執

行 の 間 接 費 に つ い て は 、 財 務 管 理 課 長 が こ れ を 行 う も

の と す る 。  

３  建 設 改 良 工 事 の 完 成 後 速 や か に 工 事 費 の 精 算 が で き

な い 場 合 は 、 企 業 財 務 課 長 は 、 当 該 建 設 価 格 を 概 算 額

に よ り 固 定 資 産 の 当 該 科 目 へ 振 替 を 行 い 、 精 算 が 完 了

し た 場 合 は 、 速 や か に こ れ を 修 正 し な け れ ば な ら な い 。 

３  建 設 改 良 工 事 の 完 成 後 速 や か に 工 事 費 の 精 算 が で き

な い 場 合 は 、 財 務 管 理 課 長 は 、 当 該 建 設 価 格 を 概 算 額

に よ り 固 定 資 産 の 当 該 科 目 へ 振 替 を 行 い 、 精 算 が 完 了

し た 場 合 は 、 速 や か に こ れ を 修 正 し な け れ ば な ら な い 。 

４  建 設 改 良 工 事 の 完 成 前 に そ の 一 部 に つ い て 直 接 そ の

営 業 の 用 に 供 し よ う と す る 場 合 は 、 企 業 財 務 課 長 は 、

遅 滞 な く 当 該 建 設 価 額 を 適 正 な 比 率 に よ り 算 定 し た 概

算 額 に よ っ て 固 定 資 産 の 当 該 科 目 へ 振 替 を 行 い 、 工 事

が 完 成 し た 場 合 は 、 第 一 項 及 び 第 二 項 の 規 定 に よ り 精

算 を 行 う と と も に 、 速 や か に こ れ を 修 正 し な け れ ば な

ら な い 。  

４  建 設 改 良 工 事 の 完 成 前 に そ の 一 部 に つ い て 直 接 そ の

営 業 の 用 に 供 し よ う と す る 場 合 は 、 財 務 管 理 課 長 は 、

遅 滞 な く 当 該 建 設 価 額 を 適 正 な 比 率 に よ り 算 定 し た 概

算 額 に よ っ て 固 定 資 産 の 当 該 科 目 へ 振 替 を 行 い 、 工 事

が 完 成 し た 場 合 は 、 第 一 項 及 び 第 二 項 の 規 定 に よ り 精

算 を 行 う と と も に 、 速 や か に こ れ を 修 正 し な け れ ば な

ら な い 。  

（ 記 帳 整 理 ）  （ 記 帳 整 理 ）  

第 百 十 四 条  企 業 財 務 課 長 は 、 固 定 資 産 台 帳 （ 第 五 号 様

式 ） に 必 要 な 事 項 を 継 続 的 に 記 録 し な け れ ば な ら な い 。 

第 百 十 四 条  財 務 管 理 課 長 は 、 固 定 資 産 台 帳 （ 第 五 号 様

式 ） に 必 要 な 事 項 を 継 続 的 に 記 録 し な け れ ば な ら な い 。 

（ 異 動 の 報 告 ）  （ 異 動 の 報 告 ）  

第 百 十 七 条  固 定 資 産 の 取 得 又 は 除 却 に よ り 異 動 が 生 じ

た 場 合 は 、 課 長 又 は 所 長 は 、 固 定 資 産 異 動 報 告 書 （ 第

六 十 二 号 様 式 ） に 必 要 と 認 め ら れ る 書 類 を 添 え て 、 直

ち に 企 業 財 務 課 長 に 報 告 し な け れ ば な ら な い 。  

第 百 十 七 条  固 定 資 産 の 取 得 又 は 除 却 に よ り 異 動 が 生 じ

た 場 合 は 、 課 長 又 は 所 長 は 、 固 定 資 産 異 動 報 告 書 （ 第

六 十 二 号 様 式 ） に 必 要 と 認 め ら れ る 書 類 を 添 え て 、 直

ち に 財 務 管 理 課 長 に 報 告 し な け れ ば な ら な い 。  

（ 実 地 照 合 ）  （ 実 地 照 合 ）  

第 百 十 八 条  企 業 財 務 課 長 は 、 毎 事 業 年 度 一 回 以 上 固 定

資 産 台 帳 （ 第 五 号 様 式 ） と 、 固 定 資 産 を 照 合 し 、 こ れ

を 確 認 し な け れ ば な ら な い 。  

第 百 十 八 条  財 務 管 理 課 長 は 、 毎 事 業 年 度 一 回 以 上 固 定

資 産 台 帳 （ 第 五 号 様 式 ） と 、 固 定 資 産 を 照 合 し 、 こ れ

を 確 認 し な け れ ば な ら な い 。  

（ 用 途 の 廃 止 ）  （ 用 途 の 廃 止 ）  

第 百 二 十 一 条  （ 略 ）  第 百 二 十 一 条  （ 略 ）  
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２  前 項 の 場 合 に お い て は 、 課 長 又 は 所 長 は 、 当 該 固 定

資 産 に つ い て 、 再 使 用 で き る も の と 、 不 用 と な り 、 又

は 使 用 に 堪 え な く な っ た も の と に 区 分 し 、 貯 蔵 品 に 振

替 を す る も の に あ っ て は 、 企 業 財 務 課 長 に 協 議 し た 上 、

入 庫 価 額 を 決 定 し 、 第 八 十 二 条 の 規 定 に 準 じ て 処 理 し

な け れ ば な ら な い 。 こ の 場 合 に お い て は 、 入 庫 価 額 は 、

当 該 固 定 資 産 の 帳 簿 価 額 を 限 度 と し た 適 正 な 見 積 価 額

に よ ら な け れ ば な ら な い 。  

２  前 項 の 場 合 に お い て は 、 課 長 又 は 所 長 は 、 当 該 固 定

資 産 に つ い て 、 再 使 用 で き る も の と 、 不 用 と な り 、 又

は 使 用 に 堪 え な く な っ た も の と に 区 分 し 、 貯 蔵 品 に 振

替 を す る も の に あ っ て は 、 財 務 管 理 課 長 に 協 議 し た 上 、

入 庫 価 額 を 決 定 し 、 第 八 十 二 条 の 規 定 に 準 じ て 処 理 し

な け れ ば な ら な い 。 こ の 場 合 に お い て は 、 入 庫 価 額 は 、

当 該 固 定 資 産 の 帳 簿 価 額 を 限 度 と し た 適 正 な 見 積 価 額

に よ ら な け れ ば な ら な い 。  

３ ・ ４  （ 略 ）  ３ ・ ４  （ 略 ）  

（ 除 却 計 算 ）  （ 除 却 計 算 ）  

第 百 二 十 二 条  固 定 資 産 を 除 却 し た 場 合 は 、 企 業 財 務 課

長 は 、 次 に 掲 げ る と こ ろ に よ り 処 理 し な け れ ば な ら な

い 。  

第 百 二 十 二 条  固 定 資 産 を 除 却 し た 場 合 は 、 財 務 管 理 課

長 は 、 次 に 掲 げ る と こ ろ に よ り 処 理 し な け れ ば な ら な

い 。  

一 ・ 二  （ 略 ）  一 ・ 二  （ 略 ）  

（ 減 価 償 却 の 特 例 ）  （ 減 価 償 却 の 特 例 ）  

第 百 二 十 六 条  企 業 財 務 課 長 は 、 有 形 固 定 資 産 に つ い て 、

当 該 資 産 の 帳 簿 価 額 が 帳 簿 原 価 の 百 分 の 五 に 相 当 す る

金 額 に 達 し た 後 に お い て 、 規 則 第 十 五 条 第 三 項 の 規 定

に よ り 帳 簿 価 額 が 一 円 に 達 す る ま で 減 価 償 却 を 行 お う

と す る 場 合 は 、 あ ら か じ め 、 そ の 年 数 に つ い て 庁 長 の

決 裁 を 受 け な け れ ば な ら な い 。  

第 百 二 十 六 条  財 務 管 理 課 長 は 、 有 形 固 定 資 産 に つ い て 、

当 該 資 産 の 帳 簿 価 額 が 帳 簿 原 価 の 百 分 の 五 に 相 当 す る

金 額 に 達 し た 後 に お い て 、 規 則 第 十 五 条 第 三 項 の 規 定

に よ り 帳 簿 価 額 が 一 円 に 達 す る ま で 減 価 償 却 を 行 お う

と す る 場 合 は 、 あ ら か じ め 、 そ の 年 数 に つ い て 庁 長 の

決 裁 を 受 け な け れ ば な ら な い 。  

（ 概 算 振 替 資 産 の 減 価 償 却 ）  （ 概 算 振 替 資 産 の 減 価 償 却 ）  

第 百 二 十 八 条  （ 略 ）  第 百 二 十 八 条  （ 略 ）  

２  前 項 の 場 合 に お い て は 、 企 業 財 務 課 長 は 、 当 該 工 事

費 の 精 算 が 完 了 し た と き は 、 速 や か に 減 価 償 却 額 の 精

算 を 行 い 、 こ れ を 修 正 し な け れ ば な ら な い 。  

２  前 項 の 場 合 に お い て は 、 財 務 管 理 課 長 は 、 当 該 工 事

費 の 精 算 が 完 了 し た と き は 、 速 や か に 減 価 償 却 額 の 精

算 を 行 い 、 こ れ を 修 正 し な け れ ば な ら な い 。  

（ 決 算 資 料 等 の 送 付 ）  （ 決 算 資 料 等 の 送 付 ）  

第 百 三 十 条  次 の 各 号 に 掲 げ る 資 料 に つ い て は 、 そ れ ぞ

れ 当 該 各 号 に 定 め る 職 に あ る 者 が 、 四 月 三 十 日 ま で に

企 業 財 務 課 長 に 送 付 し な け れ ば な ら な い 。  

第 百 三 十 条  次 の 各 号 に 掲 げ る 資 料 に つ い て は 、 そ れ ぞ

れ 当 該 各 号 に 定 め る 職 に あ る 者 が 、 四 月 三 十 日 ま で に

財 務 管 理 課 長 に 送 付 し な け れ ば な ら な い 。  

一 ・ 二  （ 略 ）  一 ・ 二  （ 略 ）  

２  課 長 又 は 所 長 は 、 前 項 に 定 め る ほ か 、 決 算 に 必 要 な

資 料 を 企 業 財 務 課 長 に 送 付 し な け れ ば な ら な い 。  

２  課 長 又 は 所 長 は 、 前 項 に 定 め る ほ か 、 決 算 に 必 要 な

資 料 を 財 務 管 理 課 長 に 送 付 し な け れ ば な ら な い 。  

（ 月 次 決 算 ）  （ 月 次 決 算 ）  

第 百 三 十 二 条  企 業 財 務 課 長 は 、 毎 月 末 日 を も っ て 月 次

決 算 を 行 い 、 合 計 残 高 試 算 表 （ 第 六 十 四 号 様 式 ） 及 び

資 金 予 算 表 （ 第 三 号 様 式 ） を 翌 月 十 日 ま で に 庁 長 に 提

出 し な け れ ば な ら な い 。  

第 百 三 十 二 条  財 務 管 理 課 長 は 、 毎 月 末 日 を も っ て 月 次

決 算 を 行 い 、 合 計 残 高 試 算 表 （ 第 六 十 四 号 様 式 ） 及 び

資 金 予 算 表 （ 第 三 号 様 式 ） を 翌 月 十 日 ま で に 庁 長 に 提

出 し な け れ ば な ら な い 。  

（ 年 度 決 算 ）  （ 年 度 決 算 ）  

第 百 三 十 三 条  企 業 財 務 課 長 は 、 毎 事 業 年 度 経 過 後 速 や

か に 次 に 掲 げ る 決 算 整 理 を 行 わ な け れ ば な ら な い 。  

第 百 三 十 三 条  財 務 管 理 課 長 は 、 毎 事 業 年 度 経 過 後 速 や

か に 次 に 掲 げ る 決 算 整 理 を 行 わ な け れ ば な ら な い 。  

一 ～ 六  （ 略 ）  一 ～ 六  （ 略 ）  

（ 帳 簿 の 締 切 り ）  （ 帳 簿 の 締 切 り ）  

第 百 三 十 四 条  企 業 財 務 課 長 は 、 前 条 の 規 定 に よ る 手 続

が 終 了 し た と き は 、 各 勘 定 の 締 切 り を 行 わ な け れ ば な

ら な い 。  

第 百 三 十 四 条  財 務 管 理 課 長 は 、 前 条 の 規 定 に よ る 手 続

が 終 了 し た と き は 、 各 勘 定 の 締 切 り を 行 わ な け れ ば な

ら な い 。  

（ 決 算 諸 表 等 ）  （ 決 算 諸 表 等 ）  

第 百 三 十 五 条  企 業 財 務 課 長 は 、 毎 事 業 年 度 終 了 後 次 に

掲 げ る 決 算 関 係 書 類 を 取 り ま と め 、 五 月 二 十 日 ま で に

庁 長 に 提 出 し な け れ ば な ら な い 。 た だ し 、 キ ャ ッ シ ュ ・
第 百 三 十 五 条  財 務 管 理 課 長 は 、 毎 事 業 年 度 終 了 後 次 に

掲 げ る 決 算 関 係 書 類 を 取 り ま と め 、 五 月 二 十 日 ま で に

庁 長 に 提 出 し な け れ ば な ら な い 。 た だ し 、 キ ャ ッ シ ュ ・
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フ ロ ー 計 算 書 の 作 成 は 、 間 接 法 に よ る も の と す る 。  フ ロ ー 計 算 書 の 作 成 は 、 間 接 法 に よ る も の と す る 。  

一 ～ 十  （ 略 ）  一 ～ 十  （ 略 ）  
（ 報 告 セ グ メ ン ト の 区 分 ）  （ 報 告 セ グ メ ン ト の 区 分 ）  

第 百 三 十 五 条 の 二  規 則 第 四 十 条 第 二 項 に 規 定 す る 報 告

セ グ メ ン ト の 区 分 は 、 次 に 掲 げ る と こ ろ に よ る 。  

第 百 三 十 五 条 の 二  規 則 第 四 十 条 第 二 項 に 規 定 す る 報 告

セ グ メ ン ト の 区 分 は 、 次 に 掲 げ る と こ ろ に よ る 。  

一 ・ 二  （ 略 ）  一 ・ 二  （ 略 ）  

 三  電 気 事 業 に つ い て は 、 Ｒ Ｄ Ｆ 焼 却 ・ 発 電 事 業 及 び

水 力 発 電 （ 残 務 整 理 ） と す る 。  

（ 予 算 原 案 作 成 方 針 ）  （ 予 算 原 案 作 成 方 針 ）  

第 百 三 十 六 条  企 業 財 務 課 長 は 、 庁 長 の 命 を 受 け 、 予 算

原 案 作 成 の 都 度 、 そ の 方 針 を 定 め 、 課 長 に 通 知 し な け

れ ば な ら な い 。  

第 百 三 十 六 条  財 務 管 理 課 長 は 、 庁 長 の 命 を 受 け 、 予 算

原 案 作 成 の 都 度 、 そ の 方 針 を 定 め 、 課 長 に 通 知 し な け

れ ば な ら な い 。  

（ 予 算 要 求 書 の 作 成 ）  （ 予 算 要 求 書 の 作 成 ）  

第 百 三 十 七 条  課 長 は 、 前 条 の 予 算 原 案 作 成 方 針 に 基 づ

き 、 そ の 所 掌 事 務 に 係 る 当 初 予 算 要 求 書 又 は 補 正 予 算

要 求 書 を 作 成 し 、 必 要 な 資 料 を 添 え て 企 業 財 務 課 長 に

提 出 し な け れ ば な ら な い 。 た だ し 、 予 算 に 関 す る 説 明

書 の う ち 予 定 キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書 の 作 成 は 、 決

算 に お け る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書 と 同 じ 方 法 に よ

る も の と す る 。  

第 百 三 十 七 条  課 長 は 、 前 条 の 予 算 原 案 作 成 方 針 に 基 づ

き 、 そ の 所 掌 事 務 に 係 る 当 初 予 算 要 求 書 又 は 補 正 予 算

要 求 書 を 作 成 し 、 必 要 な 資 料 を 添 え て 財 務 管 理 課 長 に

提 出 し な け れ ば な ら な い 。 た だ し 、 予 算 に 関 す る 説 明

書 の う ち 予 定 キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書 の 作 成 は 、 決

算 に お け る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書 と 同 じ 方 法 に よ

る も の と す る 。  

（ 予 算 の 審 査 ）  （ 予 算 の 審 査 ）  

第 百 三 十 八 条  企 業 財 務 課 長 は 、 前 条 の 規 定 に よ る 予 算

要 求 書 が 提 出 さ れ た と き は 、 そ の 内 容 を 調 査 し 、 課 長

の 意 見 を 聞 い て 必 要 な 調 整 を 行 い 、 当 初 予 算 見 積 書 （ 第

六 十 五 号 様 式 ） 又 は 補 正 予 算 見 積 書 （ 第 六 十 六 号 様 式 ）

を 作 成 し 、 意 見 を 付 け て 庁 長 に 提 出 し 、 そ の 審 査 を 受

け な け れ ば な ら な い 。  

第 百 三 十 八 条  財 務 管 理 課 長 は 、 前 条 の 規 定 に よ る 予 算

要 求 書 が 提 出 さ れ た と き は 、 そ の 内 容 を 調 査 し 、 課 長

の 意 見 を 聞 い て 必 要 な 調 整 を 行 い 、 当 初 予 算 見 積 書 （ 第

六 十 五 号 様 式 ） 又 は 補 正 予 算 見 積 書 （ 第 六 十 六 号 様 式 ）

を 作 成 し 、 意 見 を 付 け て 庁 長 に 提 出 し 、 そ の 審 査 を 受

け な け れ ば な ら な い 。  

２  企 業 財 務 課 長 は 、 前 項 の 規 定 に よ り 庁 長 の 審 査 を 受

け た と き は 、 そ の 結 果 を 直 ち に 課 長 に 通 知 し な け れ ば

な ら な い 。  

２  財 務 管 理 課 長 は 、 前 項 の 規 定 に よ り 庁 長 の 審 査 を 受

け た と き は 、 そ の 結 果 を 直 ち に 課 長 に 通 知 し な け れ ば

な ら な い 。  

（ 議 決 予 算 等 の 通 知 ）  （ 議 決 予 算 等 の 通 知 ）  

第 百 三 十 九 条  企 業 財 務 課 長 は 、 予 算 の 議 決 が あ っ た と

き 、 又 は 予 算 に 関 す る 専 決 処 分 が あ っ た と き は 、 直 ち

に そ の 内 容 を 課 長 に 通 知 し な け れ ば な ら な い 。  

第 百 三 十 九 条  財 務 管 理 課 長 は 、 予 算 の 議 決 が あ っ た と

き 、 又 は 予 算 に 関 す る 専 決 処 分 が あ っ た と き は 、 直 ち

に そ の 内 容 を 課 長 に 通 知 し な け れ ば な ら な い 。  

（ 予 算 の 配 当 及 び 執 行 計 画 ）  （ 予 算 の 配 当 及 び 執 行 計 画 ）  

第 百 四 十 一 条  課 長 は 、 第 百 三 十 九 条 の 規 定 に よ る 通 知

を 受 け た と き は 、 予 算 執 行 計 画 書 （ 第 六 十 七 号 様 式 ）

を 作 成 し 、 企 業 財 務 課 長 に 提 出 し な け れ ば な ら な い 。  

第 百 四 十 一 条  課 長 は 、 第 百 三 十 九 条 の 規 定 に よ る 通 知

を 受 け た と き は 、 予 算 執 行 計 画 書 （ 第 六 十 七 号 様 式 ）

を 作 成 し 、 財 務 管 理 課 長 に 提 出 し な け れ ば な ら な い 。  

２  （ 略 ）  ２  （ 略 ）  

３  企 業 財 務 課 長 は 、 前 二 項 の 規 定 に よ る 予 算 執 行 計 画

書 の 提 出 を 受 け た と き は 、 そ の 内 容 を 審 査 の 上 、 庁 長

の 決 裁 を 受 け な け れ ば な ら な い 。  

３  財 務 管 理 課 長 は 、 前 二 項 の 規 定 に よ る 予 算 執 行 計 画

書 の 提 出 を 受 け た と き は 、 そ の 内 容 を 審 査 の 上 、 庁 長

の 決 裁 を 受 け な け れ ば な ら な い 。  

４  （ 略 ）  ４  （ 略 ）  

（ 予 算 執 行 の 原 則 ）  （ 予 算 執 行 の 原 則 ）  

第 百 四 十 三 条  （ 略 ）  第 百 四 十 三 条  （ 略 ）  

２ ・ ３  （ 略 ）  ２ ・ ３  （ 略 ）  

４  課 長 は 、 支 出 予 算 の 執 行 に つ い て 、 や む を 得 な い 理

由 に よ り 、 前 二 項 の 規 定 に よ る こ と が 困 難 な と き は 、

企 業 財 務 課 長 の 承 認 を 受 け な け れ ば な ら な い 。  

４  課 長 は 、 支 出 予 算 の 執 行 に つ い て 、 や む を 得 な い 理

由 に よ り 、 前 二 項 の 規 定 に よ る こ と が 困 難 な と き は 、

財 務 管 理 課 長 の 承 認 を 受 け な け れ ば な ら な い 。  

（ 予 備 費 の 充 当 ）  （ 予 備 費 の 充 当 ）  
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 別 表 第 一 勘 定 科 目 表 (1
)

水 道 事 業 及 び 工 業 用 水 道 事 業 の 表 中 「 (1) 水道事業及び工業用水道事業 」 を 削 り 、 別

表 第 一 勘 定 科 目 表 (2
)

電 気 事 業 の 表 を 削 り 、 別 表 第 一 勘 定 科 目 表 (3
)

各 事 業 共 通 の 科 目 の 表 中 「 (3) 各事業共通の

科目 」 を 削 る 。  

 別 表 第 四 貯 蔵 品 類 別 表 水 道 事 業 及 び 工 業 用 水 道 事 業 の 表 中 「 水道事業及び工業用水道事業 」 を 削 り 、 別 表 第 四

貯 蔵 品 類 別 表 電 気 事 業 の 表 を 削 る 。  

 別 表 第 五 及 び 別 表 第 六 を 次 の よ う に 改 め る 。  

第 百 四 十 四 条  企 業 財 務 課 長 は 、 予 備 費 の 充 当 の 必 要 が

あ る と き は 、 庁 長 の 決 裁 を 受 け て 予 備 費 充 当 額 を 定 め 、

こ れ を 課 長 に 通 知 し な け れ ば な ら な い 。  

第 百 四 十 四 条  財 務 管 理 課 長 は 、 予 備 費 の 充 当 の 必 要 が

あ る と き は 、 庁 長 の 決 裁 を 受 け て 予 備 費 充 当 額 を 定 め 、

こ れ を 課 長 に 通 知 し な け れ ば な ら な い 。  
（ 予 算 の 流 用 ）  （ 予 算 の 流 用 ）  

第 百 四 十 五 条  企 業 財 務 課 長 は 、 支 出 予 算 の 各 項 目 節 の

間 に お い て 流 用 し 、 又 は 収 入 支 出 予 算 の 目 及 び 節 を 設

定 す る 必 要 が あ る と き は 、 流 用 伝 票 （ 第 七 十 号 様 式 ）

に よ り 、 庁 長 の 決 裁 を 受 け な け れ ば な ら な い 。  

第 百 四 十 五 条  財 務 管 理 課 長 は 、 支 出 予 算 の 各 項 目 節 の

間 に お い て 流 用 し 、 又 は 収 入 支 出 予 算 の 目 及 び 節 を 設

定 す る 必 要 が あ る と き は 、 流 用 伝 票 （ 第 七 十 号 様 式 ）

に よ り 、 庁 長 の 決 裁 を 受 け な け れ ば な ら な い 。  

２  （ 略 ）  ２  （ 略 ）  

（ 予 算 の 繰 越 し ）  （ 予 算 の 繰 越 し ）  

第 百 四 十 六 条  課 長 は 、 法 第 二 十 六 条 第 一 項 又 は 第 二 項

た だ し 書 の 規 定 に よ り 予 算 の 繰 越 し を し よ う と す る と

き は 、 予 算 繰 越 調 書 （ 第 七 十 一 号 様 式 ） （ 継 続 費 に 係 る

も の に あ っ て は 、 継 続 費 繰 越 調 書 （ 第 七 十 一 号 様 式 ） ）

を 作 成 し 、 当 該 年 度 末 ま で に 企 業 財 務 課 長 に 提 出 し な

け れ ば な ら な い 。  

第 百 四 十 六 条  課 長 は 、 法 第 二 十 六 条 第 一 項 又 は 第 二 項

た だ し 書 の 規 定 に よ り 予 算 の 繰 越 し を し よ う と す る と

き は 、 予 算 繰 越 調 書 （ 第 七 十 一 号 様 式 ） （ 継 続 費 に 係 る

も の に あ っ て は 、 継 続 費 繰 越 調 書 （ 第 七 十 一 号 様 式 ） ）

を 作 成 し 、 当 該 年 度 末 ま で に 財 務 管 理 課 長 に 提 出 し な

け れ ば な ら な い 。  

２  企 業 財 務 課 長 は 、 前 項 の 繰 越 調 書 に 基 づ き 、 予 算 繰

越 計 算 書 （ 継 続 費 に 係 る も の に あ っ て は 、 継 続 費 繰 越

計 算 書 ） を 調 製 し 、 庁 長 に 提 出 し な け れ ば な ら な い 。  

２  財 務 管 理 課 長 は 、 前 項 の 繰 越 調 書 に 基 づ き 、 予 算 繰

越 計 算 書 （ 継 続 費 に 係 る も の に あ っ て は 、 継 続 費 繰 越

計 算 書 ） を 調 製 し 、 庁 長 に 提 出 し な け れ ば な ら な い 。  

（ 継 続 費 の 精 算 報 告 ）  （ 継 続 費 の 精 算 報 告 ）  

第 百 四 十 八 条  課 長 は 、 継 続 費 に 係 る 継 続 年 度 （ 継 続 費

に 係 る 支 出 予 算 の 金 額 の う ち 法 第 二 十 六 条 第 一 項 又 は

第 二 項 の 規 定 に よ り 繰 り 越 し た も の が あ る 場 合 に は 、

そ の 繰 り 越 さ れ た 年 度 ） が 終 了 し た と き は 、 継 続 費 精

算 書 （ 第 七 十 二 号 様 式 ） を 作 成 し 、 翌 年 度 の 四 月 二 十

日 ま で に 企 業 財 務 課 長 に 提 出 し な け れ ば な ら な い 。  

第 百 四 十 八 条  課 長 は 、 継 続 費 に 係 る 継 続 年 度 （ 継 続 費

に 係 る 支 出 予 算 の 金 額 の う ち 法 第 二 十 六 条 第 一 項 又 は

第 二 項 の 規 定 に よ り 繰 り 越 し た も の が あ る 場 合 に は 、

そ の 繰 り 越 さ れ た 年 度 ） が 終 了 し た と き は 、 継 続 費 精

算 書 （ 第 七 十 二 号 様 式 ） を 作 成 し 、 翌 年 度 の 四 月 二 十

日 ま で に 財 務 管 理 課 長 に 提 出 し な け れ ば な ら な い 。  

２  企 業 財 務 課 長 は 、 前 項 の 継 続 費 精 算 書 に 基 づ き 、 継

続 費 精 算 報 告 書 を 調 製 し 、 庁 長 に 提 出 し な け れ ば な ら

な い 。  

２  財 務 管 理 課 長 は 、 前 項 の 継 続 費 精 算 書 に 基 づ き 、 継

続 費 精 算 報 告 書 を 調 製 し 、 庁 長 に 提 出 し な け れ ば な ら

な い 。  

（ 合 議 ）  （ 合 議 ）  

第 百 四 十 九 条  次 に 掲 げ る 事 項 に つ い て は 、 企 業 財 務 課

長 に 合 議 し な け れ ば な ら な い 。  

第 百 四 十 九 条  次 に 掲 げ る 事 項 に つ い て は 、 財 務 管 理 課

長 に 合 議 し な け れ ば な ら な い 。  

一 ～ 十 一  （ 略 ）  一 ～ 十 一  （ 略 ）  

（ 支 出 予 算 の 執 行 停 止 ）  （ 支 出 予 算 の 執 行 停 止 ）  

第 百 五 十 条  企 業 財 務 課 長 は 、 支 出 予 算 の 執 行 に つ い て

必 要 が あ る と き は 、 庁 長 の 承 認 を 受 け て 当 該 予 算 の 全

部 又 は 一 部 の 執 行 を 停 止 さ せ る こ と が で き る 。  

第 百 五 十 条  財 務 管 理 課 長 は 、 支 出 予 算 の 執 行 に つ い て

必 要 が あ る と き は 、 庁 長 の 承 認 を 受 け て 当 該 予 算 の 全

部 又 は 一 部 の 執 行 を 停 止 さ せ る こ と が で き る 。  

（ 資 料 の 提 出 等 ）  （ 資 料 の 提 出 等 ）  

第 百 五 十 一 条  企 業 財 務 課 長 は 、 予 算 原 案 の 作 成 及 び 予

算 の 執 行 に 関 し 、 必 要 が あ る と き は 、 課 長 に 対 し て 、

資 料 の 提 出 及 び 説 明 を 求 め 、 又 は 実 地 に 調 査 す る こ と

が で き る 。  

第 百 五 十 一 条  財 務 管 理 課 長 は 、 予 算 原 案 の 作 成 及 び 予

算 の 執 行 に 関 し 、 必 要 が あ る と き は 、 課 長 に 対 し て 、

資 料 の 提 出 及 び 説 明 を 求 め 、 又 は 実 地 に 調 査 す る こ と

が で き る 。  
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別表第5（第102条関係） 

資産単位物品表 

科目 資産単位物品 単位 備考 

建物       

  建物 棟 基礎を含む。 

  同電灯電力設備 式 配電盤を含む。 

  同門柵及び垣根 〃   

  同火災避難設備 〃 火災報知器、非常用放送、避難梯子等 

  同消火設備 〃   

  同給排水、衛生設備 〃 浄化槽を含む。 

  同空気調節又は換気装置 〃 冷暖房設備を含む。 

  同昇降機設備 〃   

構築物       

原水及び浄水設備       

  えん堤 体   

  可動ぜき 門 巻揚装置を含む。 

  取水口 式   

  取水塔 〃   

  沈砂池 〃   

  貯水池 〃 原水調整池を含む。 

  さく井 〃   

  ポンプ井 〃   

  接合井 〃   

  集水管 ｍ 同一規格、同一延長の取替えは 12ｍ以上 

  導水管 〃 同上 

  弁 個 主体構造物に附帯する弁、直結電動機及び電動装置を含む。 

  消火栓 台   

  ゲート 門 主体構造物に附帯する門扉及び巻揚装置を含む。 

  スクリーン 式   

  除塵装置 〃   

  水管橋 〃   

  水槽 〃 調圧水槽を含む。 

  井堰 〃   

  護岸 〃   

  着水井 〃   

  凝集池 〃   

  沈澱池 〃   

  汚泥溜池 〃   

  かく拌池 〃   

  浄水池 〃   

  ろ過池 〃   

  かく拌機 台   

  排水池 式   

  排泥池 〃   

  濃縮槽 〃   

  天日乾燥設備 〃   

  汚泥掻寄機 基   

  活性炭混和池 式   

  脱水機 基   

  コンベア 式   
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  トンネル 〃   

  開渠 〃   

  緊急給水設備 〃   

配水設備       

  配水池 式   

  水槽 式   

  配・送水管 ｍ 同一規格、同一延長の取替えは 12ｍ以上 

  弁 個 原水設備に準ずる。 

  消火栓 〃   

  水管橋 式   

その他構築物       

  給水設備 式 他の科目に属さないもの 

  排水設備 〃 同上 

  道路 〃   

  橋りょう 〃   

  柵・門 〃   

機械及び装置       

電気設備       

  発電設備 式 原動機、その他附属設備を含む。 

  電動機 〃 高圧に限る。 

  変圧器 〃 盤内収納を除く。 

  受変電・制御盤 面 コントロールセンタ盤、インバータ盤、ポンプ盤を含む。 

  計器用変圧器 個 盤内収納を除く。 

  計器用変流器 〃 同上 

  遮断器 台 同上 

  断路器 個 同上 

  避雷器 〃 同上 

  コンデンサ 〃 同上 

  引込柱 基 高圧以上装柱設備を含む。 

  電柱 〃 3 基を超えるもの 

  電線 ｍ 500ｍを超えるもの 

  ケーブル 〃 300ｍを超えるもの 

  照明設備 式 構内 

  鉄構 〃   

内燃設備       

  内燃機関 台   

  補機設備 式   

  燃料タンク 台   

  消音器 〃   

ポンプ設備       

  取水ポンプ 台   

  導水ポンプ 〃   

  配・送水ポンプ 〃   

  その他ポンプ 〃 ポンプ種別として電気設備に属さない直結電動機を含む。 

      吐出口径 65φ以上で上記ポンプ設備に分類されないもの

で、汚泥ポンプ、真空ポンプ等ポンプ設備に附属するもの 

  導水管 式   

  弁 個 ポンプ設備に附属するもの、直結電動機を含む。 

滅菌設備       

  滅菌設備 式 タンク、配管、流量計、制御盤を含む。 
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薬品注入設備       

  凝集剤注入設備 式 タンク、配管、流量計、制御盤を含む。 

  ＰＨ調整剤注入設備 〃 同上 

量水器       

  取引用量水器 台 電磁流量計、ベンチュリーメーター、翼車等（変換器を含

む。） 

  その他量水器 〃 電磁流量計、ベンチュリーメーター、超音波流量計等（変

換器を含む。） 

その他機械装置       

  無線装置 式 呼び出し符号名称ごとに区別する。 

  クレーン 台   

  給水設備 式   

  電話設備 〃   

  警報設備 〃 侵入警報設備、一般放送等 

  遠方監視制御装置 面   

  ＩＴＶ装置 式   

  自動水質計測装置 〃 ＰＨ計、濁度計、シアン計、残塩計、導電率計、アルカリ

度計等 

  計算機設備 式 中央監視制御装置、分散制御装置、ＣＲＴ装置、データ処

理装置、ミニグラフィック盤、プリンター、入出力盤等 

  気象設備 式   

  計量器 台 水位計、圧力計等 

  電気防食設備 式   

  直流電源装置 〃   

  無停電電源装置 〃   

  計装盤 面   

  空気圧縮機 式   

車両運搬具   台   

工具器具及び備品   式   

備考 

門扉は節別に 1 群として資産単位物品とみなす。 
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別表第6（第179条関係） 

証拠書類の記載要件及び添付書類 

区分 記載要件 添付書類 

1  共通 1  請求額（又は支出額）及び請求年月日並びに請求者（又

は支出先）の住所及び氏名 

請求書又は支出調書等 

  2  領収年月日並びに領収者の住所及び氏名 領収書 

  3  法定代理人でない代理人へ支払うものは債権者の委

任状 

委任状 

  4  契約の履行を確認したものにあっては履行確認書。た

だし、契約金額が百万円未満の契約については、省略す

ることができる。この場合、支出負担行為書等に検査年

月日及び検査員の氏名を記載すること。 

履行確認書 

2  報酬、給料、職員手当等及び

報償費 

1  職名、級号、月額（又は日額及び日数）、時間（又は

回数）及び単価 

  

2  日割計算については、その計算の根拠及び発令年月日

又は認定年月日 

  

3  退職給与金 元職名、裁定番号及び発令年月日 裁定通知書（写し） 

 戸籍抄本（死亡給与金のみ） 

4  旅費 所属名（又は住所）、職名、用務、目的地、旅行年月日及

び旅費額の明細 

住民票（移転料請求の場合のみ）

職員が移転後入る住宅が借家又

は借間であることを証明する書

類（着後手当請求の場合のみ） 

5  路面復旧費、固定資産除却費

（撤去費に相当するもの）、請

負工事費、建物、構築物、機械

及び装置、及び修繕費 

1  契約金額、工事名、工事場所、品目、契約年月日、着

手年月日及び完成年月日並びに完成認定書を省略した

ものについては検査年月日及び検査員の氏名 

工事検査総括監が検査員を決定

した場合は、検査決定通知書の写

し完成認定書 

2  前金又は部分払金の領収済のものは領収年月日及び

その額 

前払金保証証書その他前払金保

証を証する書類 

出来高認定書 

中間前払金認定調書及び中間前

払金保証証書その他中間前払金

保証を証する書類 

  3  債務負担行為による契約に係るものは各年度割額   

6  備消品費、被服費、燃料費、

光熱水費、印刷製本費、動力費、

薬品費、会議費、車両運搬具、

工具器具及び備品、報償費並び

に雑費のうち物品の購入に係

るもの 

品目、規格、数量、単位、単価及び期間   

7  通信運搬費、広告料、手数料、

厚生費、保険料及び雑費 

品目、数量、単価、期間、場所及び発着地   

8  委託料及び測量及び調査費 1  契約金額、委託名及び契約年月日 完成認定書又は履行確認書 

  2  前金払、概算払又は部分払金の領収済のものは領収年

月日及びその額 

公共工事に関するものについて

は、前払金保証証書その他前払金

保証を証する書類 

9  土地、立木、無形固定資産及

び補償費 

工事名、所在地、面積、単価及び契約年月日   

10 賃借料及び雑費のうち使用

料に相当するもの 

所在地、面積、単価及び期間   
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   11 他会計貸付金、償還金、支払

利息、建設中利子、投資、投資

有価証券、基金 

名称、記号、期日（又は期間）及び利率等 貸付決定書、返還命令（確定通知）

書、出捐申込書の写し又は支出負

担行為の確認できる書類の写し 

 

令和5年3月31日 三　重　県　公　報 号　　外

73



附  則  

こ の 管 理 規 程 は 、 令 和 五 年 四 月 一 日 か ら 施 行 す る 。  

 

 

病院事業庁管理規程 

 

三 重 県 病 院 事 業 庁 企 業 職 員 の 給 与 の 種 類 及 び 基 準 に 関 す る 条 例 施 行 規 程 の 一 部 を 改 正 す る 管 理 規 程 を こ こ に 公

布 し ま す 。  

  令 和 五 年 三 月 三 十 一 日  

三 重 県 病 院 事 業 庁 長   長   﨑   敬   之    

三 重 県 病 院 事 業 庁 管 理 規 程 第 五 号  

   三 重 県 病 院 事 業 庁 企 業 職 員 の 給 与 の 種 類 及 び 基 準 に 関 す る 条 例 施 行 規 程 の 一 部 を 改 正 す る 管 理 規 程  

三 重 県 病 院 事 業 庁 企 業 職 員 の 給 与 の 種 類 及 び 基 準 に 関 す る 条 例 施 行 規 程 （ 平 成 十 一 年 三 重 県 病 院 事 業 庁 管 理 規

程 第 九 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。  

次 の 表 の 改 正 前 欄 に 掲 げ る 規 定 を 同 表 の 改 正 後 欄 に 掲 げ る 規 定 に 傍 線 で 示 す よ う に 改 正 す る 。  

改   正   後  改   正   前  

別表第 1（第 3 条、第 4 条関係） 別表第 1（第 3 条、第 4 条関係） 

行政職給料表等級別基準職務表 行政職給料表等級別基準職務表 

 職務の級 職務   職務の級 職務  

 （略） （略）   （略） （略）  

 5 級 1～4 （略）   5 級 1～4 （略）  

  5  県立病院のセンター長の職務      

  6  （略）    5  （略）  

 6 級 1～8 （略）   6 級 1～8 （略）  

  9  県立病院の困難な業務を行うセンタ

ー長の職務 

     

 （略） （略）   （略） （略）  

別表第 2（第 3 条、第 4 条関係） 別表第 2（第 3 条、第 4 条関係） 

 イ・ロ （略）  イ・ロ （略） 

ハ 医療職給料表（三）等級別基準職務表 ハ 医療職給料表（三）等級別基準職務表 

 職務の級 職務   職務の級 職務  

 （略） （略）   （略） （略）  

 5 級 1～3 （略）   5 級 1～3 （略）  

  4  県立病院の室長の職務      

  5・6 （略）    4・5 （略）  

 6 級 1～3 （略）   6 級 1～3 （略）  

  4  県立病院の困難な業務を行う室長の

職務 

     

  5  困難な業務を行う主幹の職務      

        

附  則  

 こ の 管 理 規 程 は 、 令 和 五 年 四 月 一 日 か ら 施 行 す る 。  

 

 

告 示 

 

三重県告示第 235 号 
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政策企画部関係補助金等交付要綱を次のように定めます。 

令和 5 年 3 月 31 日 

三 重 県 知 事  一  見  勝  之   

政策企画部関係補助金等交付要綱 

（補助金等の名称等） 

第 1 条 三重県補助金等交付規則（昭和 37 年三重県規則第 34 号。以下「規則」という。）第 23 条の規定に基づ

く政策企画部関係補助金等の名称、目的、交付の対象者、交付の対象となる事務又は事業（以下「補助事業等」

という。）の内容及び補助額又は交付率は、別表 1 のとおりとし、予算の範囲内で交付する。 

（財産処分の制限） 

第 2条 規則第 20条第 1項ただし書及び同項第 2号の規定により財産処分の制限をする期間又は機械及び重要な

器具は、別表 2 のとおりとする。 

（証拠書類の保存） 

第 3 条 政策企画部関係補助金等の交付を受けた者は、補助事業等に係る帳簿その他の証拠書類を、当該補助事

業等完了後 5 年間保存しておかなければならない。ただし、知事が補助金等の区分に応じ、特にその期間を指

定したときは、当該指定期間によらなければならない。 

（添付書類等） 

第 4 条 政策企画部関係補助金等の交付申請書等の提出時期及び添付書類その他補助金等の交付について必要な

事項は、別に定める。 

附 則 

１ この告示は、令和 5 年 4 月 1 日から施行する。 

２ 戦略企画部関係補助金等交付要綱（平成 27 年三重県告示第 178 号。以下「旧告示」という。）は、廃止する。 

３ 旧告示の規定により交付された補助金等に係る財産処分の制限、証拠書類の保存その他の条件については、 

なお従前の例による。 

４ この告示の施行前に旧告示の相当規定による補助金等についてなされた手続は、この告示に規定する補助金

等についてなされた手続とみなす。 

別表 1（第 1 条関係） 

区 
分 

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （Ｄ） （Ｅ） 

補 助 金 等 の 

名 称 

補 助 金 等 の 交 付 の 

目 的 

補 助 事 業 等 の 内 容 補助額又は 

交 付 率 

補 助 対 象 者 

1 三重県地域と若
者の未来を拓く
学生奨学金返還

支援事業助成金 

県内の過疎地域などの規則
で定める地域での居住等又
は県内での居住かつ規則で

定める産業への就業等を条
件として、大学生等の奨学
金の返還額の一部を助成す

ることにより、若者の県内
への定着を促進する。 

1  在学中に支援対象者として
認定を受け、大学等を卒業した
者が、就業し、かつ規則で定め

る地域に居住する場合又は県
内で居住し、かつ規則で定める
産業に就業する場合に、在学中

に貸与を受けた奨学金の返還
額の一部の助成に要する経費 

2  大学等卒業後 3 年以内に支援

対象者として認定を受けた者
が、就業し、かつ規則で定める
地域に居住する場合又は県内

で居住し、かつ規則で定める産
業に就業する場合に、支援対象
者として認定を受けた時点の

奨学金借入残額の一部の助成
に要する経費 

別 に 定 め
る。 

別に定める。 

2 高等教育機関若

者定着促進事業
費補助金 

高等教育機関が新型コロナ

ウイルス感染症の影響によ
る社会環境の変化に対応し
て行う、県内からの入学者

及び県内への就職者を増加
させる取組を支援すること
により、若者の県内定着を

促進する。 

新型コロナウイルス感染症の影

響による社会環境の変化に対応
して高等教育機関が行う、県内か
らの入学者及び県内への就職者

を増加させる取組に要する経費 

別 に 定 め

る。 

大学、短期大学及び

高等専門学校の設置
者（国立大学法人、
公立大学法人、学校

法人、独立行政法人
国立高等専門学校機
構及び地方公共団体

に限る。） 

別表 2（第 2 条関係） 

区 
分 

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） 

補 助 金 等 の 規則第 20 条第 1 項ただし書の規定により財 規則第 20 条第 1 項第 2 号の規定により財産 
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 名 称 産処分の制限をする期間 処分の制限をする機械及び重要な器具 

1 高等教育機関若者定着促

進事業費補助金 

減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭

和 40 年大蔵省令第 15 号）に定める耐用年数
に相当する期間 

1 件の取得価額又は効用の増加価額が 50 万

円以上の機械及び器具 

 

三重県告示第 236 号 

環境生活部関係補助金等交付要綱の一部を改正する告示を次のように定めます。 

令和 5 年 3 月 31 日 

                             三 重 県 知 事  一  見  勝  之 

環境生活部関係補助金等交付要綱の一部を改正する告示 

環境生活部関係補助金等交付要綱（平成 24 年三重県告示第 243 号）の一部を次のように改正する。 

別表 1(1)の表に次のように加える。 

25 三重県私立学校送迎
用バスの改修支援補
助金 

私立学校における通学時等
の児童生徒等の安全確保に
向けた取組の強化を図る。 

私立小中学校、特別支援
学校等における送迎用バ
スの改修に要する経費 

別に定め
る。 

小学校、中学校、特
別支援学校等を設置
する学校法人 

別表 1(6)の表第 3 号の項（Ｄ）の欄を次のように改める。 

別に定める。 

別表 1(7)の表中「廃棄物・リサイクル課」を「資源循環推進課」に改め、同表第 4 号の項（Ｂ）及び（Ｃ）の

欄を次のように改める。 

県内の産業廃棄物排出事業者

等による積極的な産業廃棄物
の発生抑制、循環的な利用及び
減量化に係る研究開発並びに

産業廃棄物を使った商品開発
活動を支援することにより、持
続可能な循環型社会を目指す。 

県内の産業廃棄物排出事業者

等による積極的な産業廃棄物
の発生抑制、循環的な利用及び
減量化に係る研究開発並びに

産業廃棄物を使った商品開発
活動に要する経費 

別表 1(7)の表第 5 号の項（Ｂ）及び（Ｃ）の欄を次のように改める。 

県内の産業廃棄物排出事業者等

による積極的な産業廃棄物の発
生抑制、循環的な利用及び減量
化に係る設備機器の設置を支援

することにより、持続可能な循
環型社会を目指す。 

県内の産業廃棄物排出事業者

等による積極的な産業廃棄物
の発生抑制、循環的な利用及び
減量化に係る設備機器の設置

に要する経費 

別表 1(8)の表を削る。 

附 則 

この告示は、令和 5 年 4 月 1 日から施行する。 

 

三重県告示第 237 号 

 医療保健部関係補助金等交付要綱の一部を改正する告示を次のように定めます。 

  令和 5 年 3 月 31 日 

三 重 県 知 事  一  見  勝  之   

   医療保健部関係補助金等交付要綱の一部を改正する告示 

医療保健部関係補助金等交付要綱（平成 30 年三重県告示第 239 号）の一部を次のように改正する。 

別表 1(3)の表第 36 号の項（Ｃ）の欄を次のように改める。 

1  近隣市町が連携するがん検診実施

体制整備のための経費 
2  市町が実施するがん検診における
ナッジ等の行動科学の知見等を活用

して行う受診率の向上のための経費 
3  市町が実施するがん検診における
精度管理向上のための経費 

別表 1(3)の表に次のように加える。 

44 がん遠隔手術支援

等環境整備事業補
助金 

県民が県内各地域で質の高いが

ん手術を受けられるよう、手術
支援ロボットを使用した手術に
ついて指導医が遠隔で支援・指

導するための基盤となる通信環 

遠隔手術指導・支援を実施する上で

必要となる通信環境の整備に必要
となるネットワーク構築費用、ＶＰ
Ｎ（仮想専用通信網）環境導入費用

並びに通信システム及び通信機器 

別に定め

る。 

別 に 定 め

る。 
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  境整備の支援を目的とする。 の購入費   

45 がん患者医療用ウ

ィッグ等購入費助
成事業補助金 

がん治療に伴う外見の変化によ

りアピアランスケアを必要とす
るがん患者を支援するため、医
療用ウィッグ、補正用下着等の

購入費に対する支援を目的とす
る。 

がん患者ががん治療による外見変

貌を補完するための全頭用ウィッ
グや胸部補正具等の購入費 

別に定め

る。 

別 に 定 め

る。 

46 脳卒中・心臓病等総
合支援センター運

営補助金 

脳卒中・心臓病等総合支援セン
ターの運営に関する補助を目的

とする。 

脳卒中・心臓病等総合支援センター
の運営に要する経費 

別に定め
る。 

別 に 定 め
る。 

別表 1(4)の表中第 19 号の項を削り、第 20 号の項を第 19 号の項とし、第 21 号の項を削り、第 22 号の項を第

20 号の項とし、同表に次のように加える。 

21 三重県介護従事者
確保事業費補助金 

介護従事者の確保を図る。 地域における医療及び介護の総合
的な確保の促進に関する法律（平成
元年法律第 64 号）第 4 条第 1 項の

規定に基づく三重県計画に掲げる
介護従事者の確保に関する事業の
実施に要する経費 

別に定め
る。 

別 に 定 め
る。 

22 社会福祉施設職員

等退職手当共済事
業給付費補助金 

民間社会福祉施設職員の処遇

の向上を図る。 

独立行政法人福祉医療機構が社会

福祉施設職員等退職手当共済法（昭
和 36 年法律第 155 号）に基づき、
被共済職員に支給する退職手当金

の給付に要する経費 

別に定め

る。 

独 立 行 政

法 人 福 祉
医療機構 

23 社会福祉研修セン
ター事業費補助金 

社会福祉従事者の質的向上を
図る。 

三重県社会福祉協議会が行う社会
福祉研修センターの事業に要する
経費 

別に定め
る。 

三 重 県 社
会 福 祉 協
議会 

24 外国人介護福祉士

候補者受入施設学
習支援事業補助金 

経済連携協定に基づく外国人

介護福祉士候補者の日本語及
び介護の専門学習の促進を図
る。 

外国人介護福祉士の受入施設が実

施する日本語学習及び介護の専門
学習に要する経費 

別に定め

る。 

外 国 人 介

護 福 祉 士
候 補 者 受
入施設 

25 介護福祉士修学資

金等貸付事業補助
金 

介護福祉士等修学資金及び再

就職準備金を貸し付けること
で介護人材の確保を図る。 

三重県社会福祉協議会が実施する

介護福祉士修学資金等貸付事業の
運営に要する経費 

別に定め

る。 

三 重 県 社

会 福 祉 協
議会 

26 外国人介護人材集
合研修実施事業補

助金 

外国人技能実習生及び特定技
能 1 号外国人の介護技能等の

向上を図る。 

外国人技能実習生及び特定技能 1号
外国人の受入施設が実施する介護

技能向上のための集合研修に要す
る経費 

別に定め
る。 

外 国 人 技
能 実 習 生

及 び 特 定
技能1号外
国 人 の 受

入施設 

27 外国人留学生奨学
金支給支援事業補
助金 

介護福祉士資格の取得を目指
す外国人留学生への奨学金の
貸与・給付を行う介護施設等を

支援することで外国人介護人
材の確保を図る。 

介護福祉士資格の取得を目指す外
国人留学生への奨学金の貸与・給付
に要する経費 

別に定め
る。 

外 国 人 留
学 生 へ の
奨 学 金 の

貸与・給付
を 行 う 介
護施設 

28 離島・中山間地域等

における介護人材
確保支援事業補助
金 

人口減少や高齢化が進んでい

る離島や中山間地域等に所在
する介護サービス事業所・施設
等が行う介護人材確保に向け

た取組を支援する。 

離島・中山間地域等への地域外から

の就職促進に要する経費 

別に定め

る。 

離島・中山

間 地 域 等
に 所 在 す
る 介 護 サ

ー ビ ス 事
業所・施設
等 

別表 1(5)の表に次のように加える。 

16 三重県臨床調査個

人票及び医療意見
書電子化推進事業
費補助金 

臨床調査個人票及び医療意見

書の電子化を推進する。 

臨床調査個人票及び医療意見書の

電子化に対応するための環境整備
に必要な経費 

別に定め

る。 

難 病 指 定

医、協力難
病 指 定 医
及 び 小 児

慢 性 特 定
疾 病 指 定
医 が 勤 務

す る 医 療
機 関 の 開
設者 

別表 1(9)の表中「医療介護人材課」を「医療人材課」に改め、第 27 号の項から第 34 号の項までを削り、第 35
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号の項を第 27 号の項とし、第 36 号の項から第 39 号の項までを 8 項ずつ繰り上げ、同表に次のように加える。 

32 麻酔科専門医等育

成事業補助金 

麻酔科専門医等の確保を図る。 麻酔科専門医等の確保に必要な経

費 

別に定め

る。 

別 に 定 め

る。 

別表 2 を次のように改める。 

別表 2（第 2 条関係） 

区
分 

(Ａ) (Ｂ) (Ｃ) 

名称 
規則第 20 条第 1 項ただし書の規定

により財産処分の制限をする期間 

規則第 20条第 1項第 2号の規定により財産

処分の制限をする機械及び重要な器具 

1 小児・周産期医療提供体制推進事業費
補助金 

補助事業等により取得し､又は効用
の増加した財産の処分制限期間(平
成 20年厚生労働省告示第 384号｡以

下｢厚生労働省告示｣という｡)に定
められている処分制限期間に相当
する期間 

交付対象事業により取得し､又は効用の増
加した財産で価格が単価 50 万円以上の機
械及び器具 

2 地域災害拠点病院施設整備費補助金 ― 

3 地域災害拠点病院設備整備費補助金 交付対象事業により取得し､又は効用の増

加した財産で価格が単価 50 万円(民間団体
にあっては 30 万円)以上の機械及び器具 4 災害医療提供体制推進事業費補助金 

5 医療施設耐震化整備促進事業費補助
金 

減価償却資産の耐用年数等に関す
る省令(昭和 40年大蔵省令第 15号｡

以下｢大蔵省令｣という｡)に定めら
れている耐用年数に相当する期間 

― 

6 医療施設等設備整備費補助金 厚生労働省告示に定められている
処分制限期間に相当する期間 

交付対象事業により取得し､又は効用の増
加した財産で価格が単価 50 万円(民間団体

にあっては 30 万円)以上の機械及び器具 
7 ドクターヘリ改修支援事業補助金 大蔵省令に定められている耐用年

数に相当する期間 

8 医療施設施設整備費補助金 厚生労働省告示に定められている
処分制限期間に相当する期間 

― 

9 広域搬送拠点臨時医療施設整備費補
助金 

大蔵省令に定められている耐用年
数に相当する期間 

交付対象事業により取得し､又は効用の増
加した財産で価格が単価 50 万円(民間団体

にあっては 30 万円)以上の機械及び器具 

10 心電図伝送システム整備補助金 交付対象事業により取得し､又は効用の増
加した財産で価格が単価 50 万円以上の機
械及び器具 

11 病床機能分化推進基盤整備事業補助

金 

― 

12 人工腎臓装置不足地域設備整備事業
補助金 

厚生労働省告示に定められている
処分制限期間に相当する期間 

交付対象事業により取得し､又は効用の増
加した財産で価格が単価 50 万円(民間団体
にあっては 30 万円)以上の機械及び器具 

13 医療施設設備整備費補助金 

14 公立大学法人三重県立看護大学施設
整備費補助金 

大蔵省令に定められている耐用年
数に相当する期間 

大蔵省令に定められている機械及び器具 

15 院内感染対策施設設備整備事業補助

金 

厚生労働省告示に定められている

処分制限期間に相当する期間 

交付対象事業により取得し､又は効用の増

加した財産で価格が単価 50 万円(民間団体
にあっては 30 万円)以上の機械及び器具 

16 がん診療施設整備費補助金 大蔵省令に定められている耐用年
数に相当する期間 

交付対象事業により取得し､又は効用の増
加した財産で価格が単価 50 万円以上の機

械及び器具 17 がん診療設備整備費補助金 

18 地域医療体制基盤整備事業補助金 交付対象事業により取得し､又は効用の増
加した財産で価格が単価 30 万円以上の機
械及び器具 

19 内視鏡訓練施設設備整備事業補助金 厚生労働省告示に定められている

処分制限期間に相当する期間 

交付対象事業により取得し､又は効用の増

加した財産で価格が単価 50 万円(民間団体
にあっては 30 万円)以上の機械及び器具 

20 がん遠隔手術支援等環境整備事業補
助金 

大蔵省令に定められている耐用年
数に相当する期間 

交付対象事業により取得し､又は効用の増
加した財産で価格が単価 50 万円(民間団体

にあっては 30 万円)以上の機械、器具及び
その他財産 21 脳卒中・心臓病等総合支援センター運

営補助金 

厚生労働省告示に定められている

処分制限期間に相当する期間 

22 老人保健福祉施設整備費補助金 大蔵省令に定められている機械及び器具 

23 三重県介護従事者確保事業費補助金 大蔵省令に定められている耐用年
数に相当する期間 

交付対象事業により取得し､又は効用の増
加した財産で価格が単価 30 万円以上の機 
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   械､器具及びその他財産 

24 三重県地域医療介護総合確保基金事

業（介護施設等の整備に関する事業）
補助金 

 交付対象事業により取得し､又は効用の増

加した財産で価格が単価 50 万円(事業者が
地方公共団体以外の者の場合は 30 万円)以
上の機械､器具及びその他財産 

25 三重県地域介護・福祉空間整備等施設

整備補助金 

厚生労働省告示に定められている

処分制限期間に相当する期間 
 

交付対象事業により取得し､又は効用の増

加した財産で価格が単価 50 万円(補助事業
者が地方公共団体以外の者の場合は 30 万
円)以上の機械､器具及びその他財産 

26 新型コロナウイルス感染症に係る介

護サービス事業所等に対するサービ
ス継続支援事業費補助金 

交付対象事業により取得し､又は効用の増

加した価格が単価 30 万円以上の機械､器具
及びその他の財産 

27 新型コロナウイルス感染症緊急包括
支援事業（介護分） 

交付対象事業により取得し､又は効用の増
加した財産で価格が単価 50 万円(民間団体

にあっては 30 万円)以上の機械､器具及び
その他の財産 

28 三重県病床転換事業費補助金 事業により取得し､又は効用の増加した財
産で価格が単価 30 万円(補助事業者が地方

公共団体の場合は 50 万円)以上の不動産又
はその従物 

29 新型コロナウイルス感染症流行下に
おける介護サービス事業所等のサー

ビス提供体制確保事業費補助金 

交付対象事業により取得し､又は効用の増
加した価格が単価 30 万円以上の機械､器具

及びその他の財産 

30 難病在宅ケア支援ネットワーク整備
事業設備整備費補助金 

交付対象事業により取得し､又は効用の増
加した財産で価格が単価 50 万円以上の機
械及び器具 

31 三重県口腔ケア活動支援事業補助金 大蔵省令に定められている耐用年
数に相当する期間 

 32 三重県地域口腔ケアステーション設
備整備事業補助金 

33 三重とこわか健康経営促進補助金 交付対象事業により取得し､又は効用の増

加した財産で価格が単価 50 万円以上の機
械､器具及びその他の財産 

34 災害拠点精神科病院設備等整備補助
金 

厚生労働省告示に定められている
処分制限期間に相当する期間 

交付対象事業により取得し､又は効用の増
加した財産で価格が単価 50 万円(民間団体

にあっては 30 万円)以上の機械､器具及び
その他の財産 

35 三重県臨床調査個人票及び医療意見
書電子化推進事業費補助金 

事業により取得し､又は効用の増加した価
格が単価 50万円(民間団体にあっては 30万

円)以上の機械､器具及びその他の財産 

36 三重県感染症指定医療機関施設・設備
整備事業費等補助金 

厚生労働省告示に定められている
処分制限期間に相当する期間 

交付対象事業により取得し､又は効用の増
加した財産で価格が単価 50 万円以上の機
械及び器具 

37 三重県新型インフルエンザ等患者入

院医療機関等施設・設備整備事業補助
金 

事業により取得し､又は効用の増加した価

格が単価 50 万円(法人格を有する団体等に
あっては 30 万円)以上の財産 

38 新型コロナウイルス院内感染防止対
策等補助金 

39 三重県新型コロナウイルス感染症医

療機関等支援事業補助金 

40 三重県新型コロナウイルス感染症療
養者支援事業補助金 

41 新型コロナウイルス感染症外国人患
者等受入体制確保事業補助金 

42 新型コロナウイルスワクチン接種体

制支援事業にかかる職域接種補助金 

事業により取得し､又は効用の増加した価

格が単価 30 万円以上の財産 

43 ＰＣＲ等検査無料化事業補助金 大蔵省令に定められている耐用年
数に相当する期間 

交付対象事業により取得し､又は効用の増
加した財産で価格が単価 50 万円以上の機
械､器具及びその他の財産 

44 みえライフイノベーション総合特区

推進事業費補助金 

 交付対象事業により取得し､又は効用の増

加した価格が単価 50 万円以上の機械､器具 
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45 医薬品等開発促進事業費補助金  及びその他の財産 

46 みえライフイノベーション総合特区
医療情報利活用推進事業費補助金 

 交付対象事業により取得し､又は効用の増
加した価格が単価 30 万円以上の機械及び

器具 

47 三重県地域医療再生事業補助金  交付対象事業により取得し､又は効用の増
加した財産で価格が単価 50 万円(民間団体
にあっては 30 万円)以上の機械及び器具 

48 三重県看護師宿舎施設整備費補助金  ― 

49 三重県看護師勤務環境改善施設整備

費補助金 

 ― 

50 三重県看護師等養成所施設整備費補
助金 

 ― 

51 三重県看護師等養成所初度設備整備
費補助金 

 交付対象事業により取得し､又は効用の増
加した財産で価格が単価 50 万円(民間団体

にあっては 30 万円)以上の機械及び器具 

52 三重県病院内保育所施設整備費補助
金 

 ― 

53 医師官舎整備事業補助金  ― 

54 ＩＣＴを活用した地域医療連携支援
事業補助金 

 交付対象事業により取得し､又は効用の増
加した財産で価格が単価 50 万円(民間団体

にあっては 30 万円)以上の機械及び器具 
55 産婦人科・小児科専門医確保対策事業

補助金 

 

56 三重県看護師等養成所遠隔授業等設
備整備費補助金 

  

57 地域医療勤務環境改善体制整備事業
補助金 

 交付対象事業により取得し､又は効用の増
加した財産で価格が単価 50 万円(補助事業

者が地方公共団体以外の者の場合は 30 万
円)以上の機械､器具及びその他財産 

58 周産期新生児科指導医育成事業補助
金 

 交付対象事業により取得し､又は効用の増
加した財産で価格が単価 50 万円(民間団体

にあっては 30 万円)以上の機械、器具及び
その他財産 59 麻酔科専門医等育成事業補助金  

 附 則 

 この告示は、令和 5 年 4 月 1 日から施行する。 

 

三重県告示第 238 号 

 農林水産部関係補助金等交付要綱の一部を改正する告示を次のように定めます。 

  令和 5 年 3 月 31 日 

三 重 県 知 事  一  見  勝  之   

   農林水産部関係補助金等交付要綱の一部を改正する告示 

 農林水産部関係補助金等交付要綱（平成 24 年三重県告示第 249 号）の一部を次のように改正する。 

別表 1(2)の表第 1 号の項（Ａ）の欄から（Ｄ）の欄までを次のように改める。 

農業委員会交付金 市町農業委員会の組織及

び運営の適正化を図る。 

1  農業委員、農地利用最適化推進委員及び職

員の設置に要する経費 
2  農地等の利用関係に関する調査及び資料の
整備に要する経費 

定額 

別表 1(2)の表第 2 号の項（Ａ）の欄から（Ｃ）の欄までを次のように改める。 

農地利用最適化交付

金 

市町農業委員会の組織及

び運営の適正化を図る。 

1  農業委員、農地利用最適化推進委員及び職

員の設置に要する経費 
2  農業委員会による最適化活動推進のために
農業委員会事務局が行う活動に要する経費 

別表 1(2)の表第 3 号の項（Ａ）の欄から（Ｃ）の欄までを次のように改める。 

農業委員会ネットワ

ーク機構負担金 

県農業会議の組織及び運

営の適正化を図る。 

1  常設審議委員会及び総会の会議員手当に要

する経費 
2  職員の設置に要する経費 
3  事務所の運営等に要する経費 
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別表 1(2)の表第 14 号の項（Ｃ）の欄から（Ｅ）の欄までを次のように改める。 

スマート農業技術と栽培管理体系とを融

合させた新たな営農体系であって、産地
に適したものの構築に向けた検討会の開
催、革新計画の策定及び新たな営農技術

体系の検証に要する経費 

定額 地域協議会 

 別表 1(2)の表中第 15 号の項を削り、第 16 号の項を第 15 号の項とし、第 17 号の項を削り、第 18 号の項を次

のように改め、同項を第 16 号の項とする。 

16 新規就農者育成総
合対策事業費補助
金 （ 就 農 準 備 資

金・経営開始資金、
就 農 準 備 支 援 事
業） 

次世代を担う農業者とな
ることを志向する就農前
の研修段階及び経営の不

安定な就農初期段階の新
規就農者に対して資金を
交付する。 

1  県が認めた研修機関で研
修を受ける就農希望者の研
修期間中における生活費の

確保に要する経費 
2  市町が就農 3 年目までの
新規就農者に対して行う資

金の交付に要する経費 

事業費の 10
／10 以内 
 

 
定額 
 

就農希望者 
 
 

 
市町 

別表 1(2)の表中第 19 号の項を第 17 号の項とし、第 20 号の項及び第 21 号の項を 2 項ずつ繰り上げ、同表に次

のように加える。 

20 農用地利用集積特
別対策事業費補助
金（地域計画策定推

進緊急対策事業） 

意欲ある農業者等への農
地集積を加速化し、農業の
競争力及び体質の強化を

図る。 

地域が目指すべき将来の集約
化に重点を置いた農地利用の
姿や農地利用者を明確化した

「地域計画」の策定に向けた取
組に要する経費 

定額 市町 

21 機構集積支援事業
費補助金 

市町農業委員会が行う農
地法等に基づく事務の適

正実施、県農業委員会ネッ
トワーク機構が行う農業
委員会への指導・助言等に

要する経費を支援するこ
とで、担い手への農地集
積・集約化を促進する。 

1  市町農業委員会が実施す
る機構集積支援事業に要す

る経費 
2  県農業会議が実施する機
構集積支援事業に要する経

費 

定額 
 

 
定額 

市町又は市
町農業委員

会 
一般社団法
人三重県農

業会議 

22 新規就農者育成総

合対策事業費補助
金（経営発展支援事
業） 

経営発展のための機械・施

設等の導入を支援し、青年
層の新規就農者の確保及
び育成を図る。 

市町が就農後の経営発展を図

る新規就農者の取組のうち、農
業用機械・施設等の導入の支援
に要する経費 

事業費の 3／

4 以内 

市町 

23 新規就農者育成総

合対策事業費補助
金（初期投資促進事
業） 

経営発展のための機械・施

設等の導入を支援し、青年
層の新規就農者の確保及
び育成を図る。 

市町が就農後の経営発展を図

る新規就農者の取組のうち、農
業用機械・施設等の導入の支援
に要する経費 

事業費の 3／

4 以内 

市町 

24 新規就農者育成総

合対策事業費補助
金（サポート体制構
築事業） 

就農相談段階から研修、就

農後の定着まで新規就農
者及び就農希望者をサポ
ートする体制の構築を図

る。 

地域における就農相談体制の

整備、先輩農業者等による新規
就農者への技術面等のサポー
ト、就農希望者を対象とした実

践的な研修農場の整備に要す
る経費 

事業費の 1／

2 以内 

市町、協議会

等、民間団体 

25 農業教育高度化事
業費補助金 

新規就農者の育成・確保に
向け、農業教育の高度化を

図る。 

農業教育機関における教育カ
リキュラムの強化、研修用農業

機械又は農業設備の導入、農業
教育機関等におけるｅラーニ
ングの導入、若者の就農意欲を

喚起するための活動に要する
経費、農業教育機関におけるＩ
ＣＴ環境の整備のための取組、

その他の取組に要する経費 

定額又は事
業費の 1／2

以内 

私学の農業
高等学校 

26 有機質肥料の自給
体制構築事業費補
助金 

化学肥料から有機質肥料
への転換を進め、環境への
負荷低減と、農家の経営安

定・生産性の維持向上を図
る。 

高品質な有機質肥料を生産す
る畜産農家と、その肥料を導入
して施用する耕種農家による

連携した取組に際し、肥料生産
と散布作業に必要となる機械
等の導入に要する経費 

事業費の 1／
3 以内 

肥料生産事
業者、農業
者、農業者団

体 

別表 1(4)の表中第 9 号の項から第 11 号の項までを削り、第 12 号の項を第 9 号の項とし、第 13 号の項を第 10

号の項とし、同表第 14 号の項（Ｅ）の欄中「市町村又は市町村が参画する協議会」を「市町又は市町が参画する

協議会」に改め、同項を同表第 11 号の項とし、同表第 15 号の項（Ａ）の欄から（Ｃ）の欄までを次のように改

め、同項を同表第 12 号の項とする。 
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伊勢茶新商品・新サ

ービス展開事業費補
助金 

民間事業者の自由な発想を生

かし、マイボトルの活用促進に
つながる伊勢茶商品や、伊勢茶
を活用した体験等の開発を促

し、伊勢茶に対する新たな需要
を創出することで、県内を中心
に消費の拡大を図る。 

伊勢茶の消費拡大を図るため

の新たな商品の開発や、外食や
観光など多様なシーンでの伊
勢茶活用を促進するサービス

の開発に係る経費 

別表 1(4)の表第 16 号の項を削り、同表に次のように加える。 

13 畑地化促進事業費

補助金 

畑作物の産地形成に取り

組む地域を対象に関係者
間での調整や畑地化に伴
う費用負担等に要する経

費を支援する。 

畑作物の産地形成に取り組む地

域を対象に畑地化やブロックロ
ーテーションの体制構築等のた
めの調整に要する経費、水田の畑

地化に要する経費 

定額 市町又は県

や市町が参
画する協議
会 

別表 1(5)の表第 2 号の項（Ｃ）の欄を次のように改める。 

株式会社三重県四日市畜産公社が行う
次に掲げる事業につき、四日市市が補助

するのに要する経費 
1  高品質食肉生産拡大対策事業 
2  食肉出荷促進対策事業 

3  食肉流通促進対策事業 
4  経営対策事業 

別表 1(5)の表第 3 号の項（Ｃ）の欄を次のように改める。 

株式会社三重県松阪食肉公社が行う次
に掲げる事業に要する経費 

1  施設維持対策事業 
2  経営対策事業 
3  衛生対策事業 

別表 1(7)の表第 5 号の項（Ｃ）の欄を次のように改め、同項（Ｅ）の欄中「市町又は土地改良区」を「市町又

は土地改良区等」に改める。 

1  用排水施設等整備事業に要する経

費 
2  次に掲げる事業を行う経費 

(1)  ため池廃止 

(2)  ため池の保全・避難対策 
(3)  ため池地震・豪雨耐性評価等 
(4)  ため池実施計画策定等 

別表 1(7)の表第 6 号の項（Ａ）の欄中「団体営ため池等整備事業費補助金」を「県単農村地域防災減災事業費

補助金」に改める。 

別表 1(7)の表中第 28 号の項を第 29 号の項とし、第 27 号の項を削り、第 26 号の項を第 28 号の項とし、第 20

号の項から第 25 号の項までを 2 項ずつ繰り下げ、同表に次のように加える。 

21 高度水利機能確保
基盤整備事業費補

助金 

農業生産基盤等の実施を
契機として、将来の農業

生産を担う効率的かつ安
定的な農業を営み、又は
営むと見込まれる者への

農用地の利用集積を図
る。 

農地整備事業の実施計画策定に
伴う経費 

中心経営体農地集積促進事業に
伴う経費 

事 業 費 の
82.5／100 以

内 

市町又は土地
改良区 

別表 1(7)の表中第 19 号の項を第 20 号の項とし、第 17 号の項及び第 18 号の項を 1 項ずつ繰り下げ、同表に次

のように加える。 

17 基幹農業水利施設
ストックマネジメ

ント事業費補助金
（水利施設管理強
化事業） 

集中豪雨の激甚化・頻発
化によって、複雑かつ高

度な操作・管理を求めら
れる農業水利施設の役割
に応じ、施設管理者を支

援し、多面的機能の適正
な発揮を図る。 

土地改良区等管理施設の管理及
び整備補修に要する経費 

事業費の 50
／100 以内 

市町又は土地
改良区 

別表 1(8)の表第 2 号の項（Ｂ）の欄から（Ｅ）の欄までを次のように改める。 

中山間地域等において、

平坦地域との生産条件
格差に相当する一定額
を耕作者等に直接支払

うことにより、耕作放棄 

1  交付金 

市町が集落協定又は個別協定に基づいて交付
金を交付するのに要する経費 

2  推進交付金 

市町が中山間地域等直接支払交付金の交付の 

事業費の 3／4 以内。ただ

し、特認地域にあっては、
事業費の 2／3 以内 
定額 

市町 
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の未然防止を図る。 

中山間地域において、複
数の農村集落の機能を
補完する取組を支援す

る。 

実施、指導等に要する経費 

3  中山間地農業推進対策交付金 
地域協議会が地域コミュニティの維持に資す

る活動を行うための調査、計画策定、実証に要

する経費 

 

定額 

 

地域協議
会 

別表 1(8)の表中第 6 号の項及び第 7 号の項を削り、第 8 号の項を第 6 号の項とし、第 9 号の項を第 7 号の項と

する。 

別表 1(11)の表中第 2 号の項を削り、第 3 号の項を第 2 号の項とし、第 4 号の項から第 11 号の項までを 1 項ず

つ繰り上げ、第 12 号の項（Ｃ）の欄及び（Ｄ）の欄を次のように改め、同項を第 11 号の項とする。 

1  レーザ計測情報整備 

2  路網線形設計支援ソフト等整備 
3  所有者情報等の精度向上 

定額 

 
事業費の 1
／2 以内 

別表 1(11)の表中第 13 号の項を第 12 号の項とし、第 14 号の項及び第 15 号の項を 1 項ずつ繰り上げ、同表に

次のように加える。 

15 カーボンニュート

ラルの実現に向け
た林業ＧＸ推進事
業費補助金 

Ｊ-クレジットの活用に

向け、ＩＣＴ等の先端技
術を活用した林業ＤＸ推
進のための取り組みを支

援する。 

林業ＤＸにかかる機器やソフト

の導入・利用の取り組み等に要す
る経費 

別に定める。 林業経営体等 

16 再造林活動推進事
業費補助金 

新たに造林事業を開始す
る者等の育成 

1  技術の習得・安全衛生研修 
2  資機材の整備（レンタル経費
を含む） 

3  事業立ち上げの際に必要な
サポート等に係る外部委託費
等 

別に定める。 市町、林業労働
力確保支援セ
ンター、新たに

造林事業を開
始する者、林業
者等の組織す

る団体（地域の
実情に応じた
3 名以上の者

で組織する団
体）、林業者等
の組織する団

体の所属員で
知事が認める
者 

17 「もっと県産材を

使おう」推進事業 
木造非住宅設計支
援事業補助金 

非住宅建築物における県

産材の需要拡大 

木造非住宅建築物の設計に係る

経費 

別に定める。 木造非住宅建

築物の設計業
務の発注者 

18 ＩＣＴ技術活用促

進事業費補助金 

林業の生産性・安全性・

収益性の向上を図る目的
で、ＩＣＴ生産管理技術
の普及及び高度化のため

の取り組みを支援する。 

1  ＩＣＴ生産管理関連ソフト

ウェア 
ＩＣＴ生産管理を行うため

のソフトウェア（施業提案ソ

フト、木材検収ソフト及び日
報管理ソフト）の導入初年度
に要する経費 

2  林内通信・測位機器 
1 のソフトウェアと合わせ

て導入し、データ連携に資す

る林内通信機器、林内測位機
器の導入初年度に要する経費 

3  技術カスタマイズ・操作研修 

1及び 2と併せて実施する以
下の取り組みに要する経費 

(1)  ソフトウェアの仕様変

更、機器の調整等を行う技
術カスタマイズ 

(2)  1及び 2の操作に習熟する

ための講習会の開催または
研修会への参加 

事業費の 1／

2 以内 
 
 

 
 
 

事業費の 1／
2 以内 
 

 
 
事業費の 1／

2 以内 

市町、選定経営

体等 

別表 1(12)の表第 1 号の項（Ｃ）の欄及び（Ｄ）の欄を次のように改める。 

1  森林環境保全整備事業  

森林環境保全整備事業計画に基づき林
業専用道及び林業生産基盤整備道、山村
強靱化林道の開設、改良及び舗装を行う

ために要する経費 
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(1) 林業専用道整備事業  

林業専用道の開設、改良及び舗装を
行うために要する経費 

 

   (ｱ) 林業専用道開設  

     (a) 過疎、振興山村指定地域に
係るもの 

本工事費等の7
／10以内 

     (b) その他の地域に係るもの 本工事費等の

6.5／10以内 
   (ｲ) 林業専用道改良 本工事費等の1

／2以内 

   (ｳ) 林業専用道舗装 本工事費等の1
／2以内 

(2) 森林資源循環利用林道整備事業  

林業生産基盤整備道及び林業専用道
の開設、改良、舗装、老朽化対策及び
機能回復を行うために要する経費 

 

  ア 林業生産基盤整備道整備事業  
林業生産基盤整備道の開設、改良

及び舗装を行うために要する経費 
 

   (ｱ) 林業生産基盤整備道開設  
    ａ 森林造成林道 本工事費等の7

／10以内 

ｂ 峰越連絡林道 本工事費等の7
／10以内 

     (a) 幹線  

     (b) その他  
ｃ その他の林道  

     (a) 過疎、振興山村指定地域に

係るもの 

本工事費等の7

／10以内 
     (b) その他の地域に係るもの 本工事費等の

6.5／10以内 

   (ｲ) 林業生産基盤整備道改良  
     (a) 幹線 本工事費等の6

／10以内 

     (b) その他 本工事費等の1
／2以内 

   (ｳ) 林業生産基盤整備道舗装  

     (a) 幹線 本工事費等の2
／3以内 

     (b) その他 本工事費等の1

／2以内 
  イ 林業専用道整備事業  

林業専用道の開設、改良及び舗装

を行うために要する経費 

 

(ｱ) 林業専用道開設  
     (a) 過疎、振興山村指定地域に

係るもの 

本工事費等の7

／10以内 
     (b) その他の地域に係るもの 本工事費等の

6.5／10以内 

(ｲ) 林業専用道改良 本工事費等の1
／2以内 

(ｳ) 林業専用道舗装 本工事費等の1

／2以内 
ウ 老朽化対策 本工事費等の6

／10以内 

エ 機能回復 本工事費等の6
／10以内 

(3) 山村強靱化林道整備事業  

山村強靱化林道の開設、改良、舗装
及び老朽化対策を行うために要する経
費 

 

   (ｱ) 山村強靱化林道開設  
    ａ 森林造成林道 本工事費等の7

／10以内 

ｂ 峰越連絡林道 本工事費等の7
／10以内 

     (a) 幹線  

     (b) その他  
ｃ その他の林道  

     (a) 過疎、振興山村指定地域に

係るもの 

本工事費等の7

／10以内 
     (b) その他の地域に係るもの 本工事費等の

6.5／10以内 
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   (ｲ) 山村強靱化林道改良  

     (a) 幹線 本工事費等の6
／10以内 

     (b) その他 本工事費等の1

／2以内 
   (ｳ) 山村強靱化林道舗装  
     (a) 幹線 本工事費等の2

／3以内 
     (b) その他 本工事費等の1

／2以内 

   (ｴ) 山村強靱化林道老朽化対策 本工事費等の6
／10以内 

(4) 林道施設ＰＣＢ廃棄物処理促進対策

事業 

本工事費等の5

／10以内 
林道施設の塗膜に含まれるポリ塩化

ビフェニルの調査、処理等に要する経

費 

 

(5) 林道関連施設整備事業 
作業ポイント及び接続路の整備を行

うために要する経費 

本工事費等の7
／10以内 

2  農山漁村地域整備交付金  
農山漁村整備計画に基づき森林基幹

道、森林管理道、林業専用道及び森林施
業道の開設、改良及び舗装等を行うため
に要する経費 

 

(1) 林道開設事業  
森林管理道、林業専用道及び森林施

業道の開設を行うために要する経費 
 

ア 森林管理道  
    ａ 森林造成林道 本工事費等の7

／10以内 

ｂ 峰越連絡林道 本工事費等の7
／10以内 

     (a) 幹線  

(b) その他  
ｃ その他の林道  

     (a) 過疎、振興山村指定地域に

係るもの 

本工事費等の7

／10以内 
     (b) その他の地域に係るもの 本工事費等の

6.5／10以内 

イ 林業専用道  
     (a) 過疎、振興山村指定地域に

係るもの 
本工事費等の7
／10以内 

(b) その他の地域に係るもの 本工事費等の
6.5／10以内 

ウ 森林施業道  

     (a) 過疎、振興山村指定地域に
係るもの 

本工事費等の7
／10以内 

     (b) その他の地域に係るもの 本工事費等の

6.5／10以内 
(2) 森林基幹道整備事業  

森林基幹道の開設、改良及び舗装を

行うために要する経費 

 

   (ｱ) 森林基幹道開設 本工事費等の7
／10以内。ただ

し、市町以外に
係るものにあ
っては、8.5／

10以内 
   (ｲ) 森林基幹道改良  
     (a) 幹線 本工事費等の6

／10以内 
     (b) その他 本工事費等の1

／2以内 

(ｳ) 森林基幹道舗装  
     (a) 幹線 本工事費等の2

／3以内 

     (b) その他 本工事費等の1
／2以内 

(3) 林道改良事業  

森林管理道、林業専用道及び森林施
業道の改良を行うために要する経費 

 

     (a) 幹線 本工事費等の6  
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 ／10以内 

     (b) その他 本工事費等の1
／2以内 

(4) 林道舗装事業  

森林管理道、林業専用道及び森林施
業道の舗装を行うために要する経費 

 

     (a) 幹線 本工事費等の2

／3以内 
     (b) その他 本工事費等の1

／2以内 

(5) 林道関連施設整備事業 
林業用作業に利用する用地及び作業

ポイント、接続路の整備を行うために

要する経費 

本工事費等の7
／10以内 

(6) 林道点検診断・保全整備事業  
既設の林道について、トンネル、橋

梁等の点検診断又は補修、更新等を行
うために要する経費 

 

(ｱ) 林道点検診断 本工事費等の1

／2以内 
(ｲ) 林道補修、更新等 本工事費等の6

／10以内 

3  地方創生道整備推進交付金  
地域再生計画に基づき林道の開設、改

良及び舗装を行うために要する経費 
 

(1) 林道開設事業  
森林基幹道、森林管理道及び森林施

業道の開設を行うために要する経費 
 

    ａ 林業生産の基盤及び生活環境
の整備を総合的に行う林道整備 

本工事費等の7
／10以内 

     (a) 過疎、振興山村指定地域に

係るもの 

 

     (b) その他の地域に係るもの  
    ｂ ａ以外の森林基幹道整備 本工事費等の7

／10以内 
    ｃ ａ及びｂ以外の森林管理道及

び森林施業道整備 
 

     (a) 過疎、振興山村指定地域に
係るもの 

本工事費等の7
／10以内 

     (b) その他の地域に係るもの 本工事費等の

6.5／10以内 
(2) 林道改良事業  

林道の改良を行うために要する経費  

     (a) 幹線 本工事費等の6
／10以内 

     (b) その他 本工事費等の1

／2以内 
(3) 林道舗装事業  

林道の舗装を行うために要する経費  

     (a) 幹線 本工事費等の2
／3以内 

     (b) その他 本工事費等の1

／2以内 
(4) 林道保全整備事業 

既設の林道について、トンネル、橋

梁等の点検診断又は補修、更新等を行
うために要する経費 

本工事費等の6
／10以内 

別表 1(14)の表第 2 号の項（Ｃ）の欄及び（Ｅ）の欄中「三重県信用漁業協同組合連合会」を「東日本信用漁

業協同組合連合会」に改め、同表第 8 号の項から第 11 号の項までを削り、同表に次のように加える。 

8 藻類養殖の適正化

対策事業費補助金 

黒ノリ養殖における食

害被害を軽減して収穫
量の増大を図るため、
漁場の特性に応じて実

施する食害防除活動に
対する支援を行う。 

三重県漁業協同組合連合会や漁業協

同組合が、養殖業者と連携して実施
する食害防除活動（食害防止ネット
の設置等）に要する経費 

定額（上限 50

万円） 

三重県漁業

協同組合連
合会、漁業協
同組合 

   附 則 

 この告示は、令和 5 年 4 月 1 日から施行する。 

 

三重県告示第 239 号 

雇用経済部関係補助金等交付要綱の一部を改正する告示を次のように定めます。 
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令和 5 年 3 月 31 日 

                           三 重 県 知 事  一  見  勝  之 

雇用経済部関係補助金等交付要綱の一部を改正する告示 

雇用経済部関係補助金等交付要綱（平成 24 年三重県告示第 250 号）の一部を次のように改正する。 

別表 1(2)の表中第 1 号の項及び第 2 号の項を削り、第 3 号の項を第 1 号の項とし、第 4 号の項及び第 5 号の項

を削る。 

別表 1(7)の表から別表 1(9)の表を削り、別表 1(6)の表を別表 1(8)の表とし、同表の前に次の一表を加える。 

(7) 産業イノベーション推進課関係 

区分 
（Ａ） 

補助金等の名称 
（Ｂ） 

補助金等の交付の目的 
（Ｃ） 

補助事業等の内容 
（Ｄ） 

補助額又は補
助（交付）率 

（Ｅ） 
補助対象者 

1 インキュベーシ

ョン促進補助金 

スタートアップや県内企業等

が行う新規事業を支援するこ
とで、企業の新陳代謝とさらな
る成長を促進して、三重県経済

の発展につなげる。 

県内に拠点を置くスター

トアップや県内企業等を
対象として、新規事業創出
のための新サービス・製品

の検証や実装を財政的に
支援する。 

1/2 以内 県内に拠点

を置くスタ
ートアップ
や県内企業

等 

別表 1(5)の表中第 11 号の項を削り、第 12 号の項を第 11 号の項とし、第 13 号の項を削り、第 14 号の項を第

12 号の項とし、第 15 号の項を削り、同表を別表 1(6)の表とする。 

別表 1(4)の表に次のように加え、同表を別表 1(5)の表とする。 

16 高度部材に係る
産業競争力強化

支援事業費補助
金 

産学官連携等に留まらない、既
存の枠組みを超えた様々な人、

組織、機関等が融合する「場（舞
台）」を構築し、高機能品に係
る新たな製品開発や機能拡充

開発の共同研究や市場ポジシ
ョンの獲得支援を行うことに
より、北勢地域を中心とする県

内のマテリアル産業における
競争力の強化、県内産業におけ
るイノベーションの創出によ

る経営の向上、及び、中小企業
の課題解決を図る。 

公益財団法人三重県産業
支援センターが実施する

事業に要する経費 

別に定める。 公益財団法
人三重県産

業支援セン
ター 

17 水素ステーショ
ン設置補助金 

カーボンニュートラル社会の
実現に向けて、脱炭素エネルギ

ーである水素の活用促進及び
県内における今後の水素需要
拡大に向けて、大型ＦＣトラッ

ク等への水素充填が可能な水
素ステーションの設置促進を
図る。 

乗用車及びＦＣトラック
等に充填する機能を有す

る水素ステーションの設
置に係る経費 

別に定める。 別に定める。 

 別表 1(3)の表を別表 1(4)の表とし、別表 1(2)の表の次に次の一表を加える。 

(3) 障がい者雇用・就労促進課関係 

区分 

（Ａ） 

補助金等の名称 

（Ｂ） 

補助金等の交付の目的 

（Ｃ） 

補助事業等の内容 

（Ｄ） 

補助額又は補
助（交付）率 

（Ｅ） 

補助対象者 

1 労働福祉対策事
業補助金 

勤労者の福祉の増進及び文
化教養の向上等を図る。 

勤労者の地域、家庭等でのワ
ーク・ライフ・バランスを促

進するための活動に要する
経費 

別に定める。 労働団体、労
働福祉団体、

経営団体等
で構成する
実行委員会 

2 シルバー人材セ

ンター連合会事
業補助金 

高年齢者の就業機会の増大

及び福祉の増進を図る。 

公益社団法人三重県シルバ

ー人材センター連合会の事
業運営に要する経費 

別に定める。 公益社団法

人三重県シ
ルバー人材
センター連

合会 

3 技能向上対策費
補助金 

職業訓練及び技能検定の普
及及び振興を図る。 

三重県職業能力開発協会の
事業の実施に要する経費 

別に定める。 三重県職業
能力開発協
会 

 別表 2 の表中第 10 号の項を削り、第 11 号の項を第 10 号の項とし、第 12 号の項及び第 13 号の項を 1 項ずつ繰

り上げる。 
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附 則 

 この告示は、令和 5 年 4 月 1 日から施行する。 

 

三重県告示第 240 号 

観光部関係補助金等交付要綱を次のように定めます。 

令和 5 年 3 月 31 日 

                           三 重 県 知 事  一  見  勝  之 

観光部関係補助金等交付要綱 

（補助金等の名称等） 

第 1 条 三重県補助金等交付規則（昭和 37 年三重県規則第 34 号。以下「規則」という。）第 23 条の規定に基づ

く観光部関係補助金等の名称、目的、交付の対象者、交付の対象となる事務又は事業（以下「補助事業等」と

いう。）の内容及び補助額又は交付率は、別表 1 のとおりとし、予算の範囲内で交付する。 

（証拠書類の保存） 

第 2 条 観光部関係補助金等の交付を受けた者は、補助事業等に係る帳簿その他の証拠書類を、当該補助事業等

完了後 5 年間保存しておかなければならない。ただし、知事が補助金等の区分に応じ、特にその期間を指定し

たときは、当該指定期間によらなければならない。 

（添付書類等） 

第 3 条 観光部関係補助金等の交付申請書等の提出時期及び添付書類その他補助金等の交付について必要な事項

は、別に定める。 

附 則 

１ この告示は、令和 5 年 4 月 1 日から施行する。 

２ この告示の施行前に雇用経済部関係補助金等交付要綱の一部を改正する告示（令和 5 年三重県告示第 239 号）

による改正前の雇用経済部関係補助金等交付要綱（観光資源課関係、海外誘客課関係に限る。）による補助金等

についてなされた手続は、この告示に規定する補助金等についてなされた手続とみなす。 

別表 1（第 1 条関係） 

(1) 観光振興課関係 

区分 

（Ａ） 

補助金等の名称 

（Ｂ） 

補助金等の交付の目的 

（Ｃ） 

補助事業等の内容 

（Ｄ） 

補助額又は補
助（交付）率 

（Ｅ） 

補助対象者 

1 公益社団法人三
重県観光連盟事

業費補助金 

県内観光事業の健全な発達
及び振興並びに地域の活性

化を図るとともに健全な観
光旅行の普及発達及び国際
観光の振興の促進を図る。 

次に掲げる事業の全部又は一部
を行うために要する経費 

1  観光客の誘致拡大を目的と
した観光情報の収集発信、広報
宣伝及び調査研究に関する事

業 
2  観光産業及び観光文化の振
興に関する事業 

3  地域の特色を生かした観光
地振興に関する事業 

4  ボランティアガイド等県内

観光振興に必要な人材の育成
及び観光地美化等観光基盤整
備への支援に関する事業 

5  外客誘致促進に関する事業 
6  1 から 5 までのほか、公益
社団法人三重県観光連盟の目

的を達成するために必要な事
業 

別に定める。 公益社団法
人三重県観

光連盟 

2 地域の観光資源
を生かした周遊

基盤整備補助金 
 

高付加価値旅行者による 2泊
3 日以上の県内観光周遊を促

進するため、受入態勢の強化
及び周遊ルートの構築を支
援することで、観光地と宿泊

施設等との連携による往来
を活性化させ、コロナ後のイ
ンバウンド受け入れも見据

えた拠点滞在型観光を推進
し、長期滞在による観光消費
の増加につなげる。 

宿泊施設の改修、観光施設の改
修及び二次交通の品質向上に係

る整備に要する経費 

別に定める。 別 に 定 め
る。 
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(2) 海外誘客課関係 

区分 

（Ａ） 

補助金等の名称 

（Ｂ） 

補助金等の交付の目的 

（Ｃ） 

補助事業等の内容 

（Ｄ） 

補助額又は補
助（交付）率 

（Ｅ） 

補助対象者 

1 海外ＭＩＣＥ誘
致促進補助金 

県内で開催される国際会議
の開催経費の一部を助成す

ることにより、国際会議の誘
致促進を図る。 

国際会議開催に要する経費（交通
費等） 

別に定める。 国際会議主
催者 

2 広域連携インバ
ウンド推進協議

会等負担金 

県内の観光地域づくり法人
（ＤＭＯ）等が広域で推進す

るインバウンド誘致にかか
る経費を負担することによ
り、高付加価値旅行者の誘致

促進や県内観光地の高付加
価値化を図る。 

観光地域づくり法人（ＤＭＯ）等
が中心となって協議会等の推進

体制を構築し、高付加価値旅行者
の誘致や観光地の高付加価値化
を図るための取組に要する経費。 

1/2 以内 観光地域づ
く り 法 人

（ＤＭＯ）
等 

3 産業観光推進事
業費負担金 

産業観光事業を関係団体と
連携・実施することで、産業

観光を推進する。 

産業観光を推進する経費 別に定める。 三重県産業
観光推進協

議会 
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